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巻 頭r苔

環境保全 ・省エネルギーに向け

大 きく舵 を切 った中国鉄鋼業

市 川 祐 三(蟹 鵬 鋼連盟)
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日本 鉄鋼連盟 は,中 国鋼鉄 工業協会 と共催 で,7月4日 か ら5日 にかけて,北 彰

京で,「 日中環境保全 ・省 エネルギー先進技術交流会」を開催 した。この交流会 は,彰

本年1月 に 日中両 国の鉄鋼業 界首脳が会 談 した際 その 開催 が舗 された もので 彰

ある・ 彰

日本側 か らは,三 村 日本鉄鋼 連盟会長 を含 む高炉5社 の社長 や担当役員,経1斉 彰

産業省 高官,研 究 者 な ど総勢80名 余 が参 加 し,中 国側か らは,謝 中国鋼鉄 工業協 彰

会会長 を始 め とす る各社 の会長 ・社長 や担当役員,中 国政府高 官,研 究 者 な ど総 彰

勢110名 余 が参加 した。 彰

私 は,こ の交流 会 にお いて,日 本側 モデ レー ター役 として,司 会進行 及び総括 彰

と りま とめを担 当 し,議 論全体 の流 れ を見守 る蝪 にあ った。 この交流会 は,先 彰

述 の規模 等 だけで な く,議 論 の内容 において も,特 筆 すべ き点 が多 々あ り,大 変 彰

有意義 な交流 を果 たせ た と考 えてい る。 ここで は私 の印象 に残 った3点 につい て

述べ たい。

まず,第1は,日 中両 国鉄鋼 業界 において,と もに 「両 国の環境保全 ・省 エ ネ

彰

彰

号

ルギーに関する技術交流は,両 国のみならず,世 界的な規模での持続的発風 こ寄 彰

彰与す る」 との認識 の共有 を確 認で きた こ とで ある。三村会長 は,そ の挨拶 で 「中

国と日本 は,世 界鉄鋼業の錠 発展 と持続可倉旨な社会備 築に向け,と もに責任 彰

を有 す る」 と し,謝 会長 か ら も,そ の挨 拶で 「両 国 にお ける環境 ・省 エネルギ ー 彰
に関する先進技術 関連政策の交流 を図ることは,両 国鉄鋼業の持続的鰻 を促 彰

彰し,日 中両 国民及 び全世界 人類 の幸福 をもた らす」 との基本 認識 が示 された。

中国纈 業は,既 に,わ が国の3倍 近 く,世 界第1位 の生産実績を有 し,今 後 彰

も拡大が予想 されている。その業界首脚 ・,懸 保全 ・省エネルギ澗 題 を世界 彰

的規模 にお いて捉 え,日 本 との技術 交流 の必 要性 を提 起 してい る。 その意義 は,

今 日において,そ して将来 において,大 変 に大 きい。

第2に は,今 回の交流 会 を通 じ,環 境保全 や省 エ ネルギー に向 けての 中国側 の

強い意欲 を感 じとる ことがで きた。その背景 と して,中 国側 は環境保全 や省 エネ
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ル ギーに向 けて,大 き く舵 を切 り,政 策転換 を図 った もの と判断 される。 これは,

参加 した 日本側首脳 の共通 した感想 で もあった。

中国側 の積極性 は,交 流会 の各場 面 を通 じて感 じられた。例 えば,中 国側 か ら

は,自 らの後発 性等 を理 由 と して対 策の遅 れ を正 当化 した り,あ るいは,地 球温

暖化 に対 す る先進 国の責任 を追 及 した りす るな どの後 ろ向 きの議論 は見 られ なか

った。 む しろ,中 国側 の業界 関係 者や研 究者 の 日本 の先進技術 に関す る真 摯 な質

問が 印象 的であった。

中国政府 か らも,一 定規模 以下や一定 の環境保全 ・省エ ネ設備 の装備 され ない

高炉や転炉 については,設 備 の新 設 を一切認めず,更 には,既 存設備 について も,

適宜淘汰 を進 める方針 である ことが,明 らか にされた。

第3は,交 流会 における講演 の全体 を通 じ,わ が国の鉄鋼業 が,世 界 最高水準

と自負す る環境保全 ・省 エネ技術 を獲得 す るに至 った理 由 ・背景 を,明 らか に し,

中国側 に伝 え られた ことであ る。それ は,わ が国鉄鋼業が,

イ)環 境保全 ・省 エ ネ設備等 の コス トを真 に必 要 な社 会 的 コス トと して認識 し,

適切 に負担 した こと。

ロ)ナ シ ョナル ミニマムである環境規制 に対 して,受 動 的 に対応 したので はな く,

それ を超 えて,自 ら目標 を定 め,自 主的 に取 組み を進め たこ と。

ハ)ま た,以 上 を可 能 とすべ く,個 々の企 業内 にあ っては トップ自らをヘ ッ ドと

す る関係 組織 の形成,他 企 業 との間にあ っては環境技術 の情報 共有 ・共 同開発

等 の連携,政 府 との 間では規制 と併 せ て税 制 ・政 策金融等 による支援 策形成,

社 会 との問で は環境 問題 に積 極 的に取 り組 む企 業が正 当に評価 され るため の コ

ミュニケー シ ョン形成 を図 った こと。

等 であ り,こ れ らの努力 を,複 層 的 に積 み重ねてい った結果であ る。

この稿 を終 えるに当た り,三 村会長 の挨拶 を再度引用 したい。同会長 は,交 流

会 を,「 世界最 大の生 産実績 を有 す る中国鉄鋼業 と,世 界 最高水準 の環境 ・省 エ

ネ技術 を有 す る 日本鉄鋼 業が,双 方 の思 い を一致 させ,と もに手 を携 え,新 たな

ス ター トを切 る こと となった」 と意 義付 け,「 それぞ れの努力 と相 互 の協 力 を通

じて,世 界的視野 において,持 続可能 な経 済発展 に大 き く寄与 で きる」 と期待 を

寄せ られた。

日中両 国の この分 野 での交 流 の道 は,将 来 に向か って,必 ず しも平 坦で な く,

また,中 国側 の環境 ・省エ ネ面 の取 組み も,紆 余 曲折 が予想 され よう。 しか し,

この交 流会が,困 難 な時期 にあって,両 国間の新た な協力 関係 をス ター トさせ た

歴 史的 イベ ン トと して,関 係 者 に長 く深 く記憶 され る事 を確信 し,ま た,こ の交

流会 の成 功 に向 け力 を寄 せて頂 いた関係各位 に心 か ら感謝 申 し上 げ,本 稿 を終 え

たい。
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は じめに

司会 今 日はお忙 しい ところあ りが とうご ざ

い ます。本 日は,「水 素社 会の実現 を目指 して」

とい うテー マ に関 してお話 を うかが お う とい

うこ とで,水 素エ ネル ギー の研 究 開発 や事 業

化 で それぞ れの分 野の権威 で あ る方 々 にご参

加 いただいてお ります。

初 めに,太 田先生 に,「 現代 にお ける水素 エ

ネルギ ーの位置 づ け と期待」 とい うこ とで お

話 を賜 われ ば と思 います。

水素エネルギーへの期待一横浜国大モデル

太田 現在,エ ネルギーに関連 して資源問題 と

第28巻 第2号(2005)
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宇雷 への放熱
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図1水 循環 と水素エネルギー社会

表1炭 素と水の循環量

炭素 水

全 量 20,000Gt炭 素 1,400,000Tt水

大気中存在量 750Gt炭 素 12,900Gt水

大気からの

年間移動量
157Gt炭 素 520,000Gt水

大気中の

平均滞留期間
5年 10日

・水の存在量 は炭素 の7万 倍

・水の大気 からの移動量 は炭素の3 ,300倍

環境問題の両面が大 きな課題 となっています。

私 は,そ の根 本的 な解 決策 は水 素エ ネルギー

の利用で はないか と思 ってい ます。地球温暖化

の原 因 とされる二酸化炭素(CO2)は 一旦排出

して しまう と温暖化 だけで な く,循 環す ら満足

にされ ませ ん。一番 いい例が植物 に吸収 され る

CO2で すが,木 が成長す る100年 ～200年 と言 う

遅いサイクルで は 「循環型社会」「持続型社会」

は とて も成 り立たない と思 います(図1参 照)。

私 どもの計算で は,水 素 一水の循環 を使 うこ と

によって,循 環量 を炭素循環の数千倍 にす るこ

表2炭 素 と水素の環境負荷の比較

環糠 騨 ⇒

1/360

1/150

1/300000

環境負荷係数

(水素)

～0 .OOOI

0.006

0.12

※ 再生可能エネルギー を使用 した水循環に基づ く水素エネルギー シス

テムは環境保 全において格段に優れている。

エネルギー起源の炭素放出量
環境負荷係数(炭 素)=

自然の炭素放出量

水素エネルギーシステムで生成 する水の量
環境負荷係数(水 素)=

自然の水の蒸発散量

太 田 健 一・郎

(灘 男藷 奇学駿授工学職)

とが可能 にな ります(表1参 照)。

環境 に対す る負荷 も水 素一水 の形で循環 して

いれば,地 球 レベルで は,炭 素循環の300分 の1

～400分 の1に なる と思 い ます。水 素 一水 の循

環の方が非常 に環境 に優 しい と言 えるのではな

いか と思います(表2参 照)。

再生可能エネルギー利用が理想

太田 水素一水の循環の時に,利 用する一次

エ ネルギーが大 きな問題にな ります。再生可

能エネルギーを使って水素 を製造することが

理想 なのですが,現 実路線 として化石エネル

ギーを利用することは当然あ り得 ます。その

場合,水 素製造技術の効率 を今 よりも上げな

いと京都議定書が求める 「炭酸 ガス排出の大

幅削減」 につなが らない。効率改善 を燃料電

池で図るのか,水 素製造で図るのか,も ある

と思います。いずれにしろ効率改善が達成 さ

れるまでの間,副 生水素で何 とかできれば,

と思い ます。 さらに,利 用する一次エネルギ

ーは
,化 石から原子力,再 生可能へ とい う筋

書 きは日本で共通の認識 と思います。

司会 今 の太 田先生 のお話 につい て,ご 質問,

ご意見 はあ りませ んで しょうか。

一4一
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神谷 太田先生がおっ しゃった 「水素一水の

循環速度は炭素循環速度 よりも非常に大 きい」

という考え方は,欧 米でも共有 されている考え

方なので しょうか。

太 田 正直言 って,こ の地球 レベ ルの ダイナ

ミクスで水素 を捉 える とい うのは我 々,横 浜

国立大学 の オ リジナ リテ ィだ と思 い ます。 し

か し,こ の話 は ヨー ロ ッパ で もア メ リカで も

させ ていた だい てい ます。 定量 的 な部分 は ま

だ詰 めな くて はい けない ところ もあ りますが,

ドイ ツで発 表 した時 は,炭 酸 ガスの循環 速度

は もっ と遅 いので はない か と言 われ,色 々 な

数値が 出て きま した。

神 谷 祥 二

(川崎重工業㈱ 技術研究所 化学技術研究部エネルギーグループ長(参 与))

水素エネルギーに係る国内外動向

国際 ビジネスの対象になってきた水素

司会 水素エネルギーに対す る取 り組みは 日

本国内で も非常に活発ですが,国 際的にも相

当広 く展開されていると思います。国際動向

について,ま た太田先生か ら一言いただけれ

ば幸いです。

太 田 水 素 エ ネルギ ーは,約30年 前 に ヨー ロ

ッパ,ア メ リカ,日 本 な どで 国家 レベル の取

り組みが始 まった と認識 してい ます。 その後,

一時期停 滞 しま したが
,日 本 は地道 にや って

きま した。 ここ数年,自 動 車用 燃料 と しての

水 素 の研 究 開発 が非 常 に活発 に なされて い ま

す。昔 は北 ア メ リカ,日 本,ヨ ー ロ ッパが 軸

とな ってい た水素 エネルギーの研究 で したが,

最 近 では,中 国,韓 国 な どアジ ア圏 で取 り組

みが活発 化 して きてい ます。少 な くと も中国

は真剣 に自国の環境 問題 を考 え出 してい ます。

今年 の3月,神 谷 さん と一緒 に,水 素 エ ネ

ルギ ー協 会 の 「アルゼ ンチ ン風力/水 力/水

素調 査 団」 の団員 と してアルゼ ンチ ンに行 っ

たのです が,彼 ら も水 素 を強 く意 識 してい ま

す 。パ タゴニ ア州 を 「21世紀 の クェー ト」 と

呼 び,豊 富 な風 力 を使 い発 電 し,液 体水 素 を

製造 しそれ を世 界 に輸 出す る と言 っ てい ま し

た。そ のため に,ヨ ー ロ ッパ,ア メ リカ,日

本 と色 々 と コ ンタク トを と り始 め て い ます。

国際 的 な動 きが非 常 に活発 になってい る と言

えるで しょう。

神谷1993年 か ら2002年 まで に行 われたWE-

NET*で は,海 外 か らの水 素の輸 入 を検討 しま

した。先 日の アルゼ ンチ ンでの会議 で は,そ

れ と同 じように,民 間 レベ ルで水素 を輸 出 し

ビジ ネス化 しようとい う話が あ りび っ く りい

た しま した。や は り2030年 とか2050年 に向 け

て,確 実 に水 素 エ ネルギ ーが 国際 ビジネスの

対象 になって きてい るので はない か と思 い ま

す。

*WE-NET(WorldEnergyNetwork=水 素利用国際 クリー ンエネルギー システム技術)。 石油等の化石エネルギーに替わる ク

リー ンな再生可 能エネルギーの利用 は,資 源 や環境面 での持 続可能性 が期待 で きる。地球 上には,風 力,水 力,太 陽熱な

どの再生可 能なエネルギーが存在 するが,低 いエネルギー密度,長 距離の輸 送や貯 蔵がで きないため,利 用が進んでいな

い。 そこで再生 可能エネルギー を一度別 の形(二 次 エネルギー)に 変えるこ とで,地 球規模 で効率 的に利 用する方法が考

え られている。この二次 エネルギー として水 素を利用 する ことで企画立案 されたプロジェク ト(1993～2002年)。
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水素は二次エネルギー 日本の水素シナ リオの概要

藤井 現時点での私の理解 では,水 素エネルギ

ーは二次 エネルギー として使 うとい う理解 でい

ます。要するに,色 々な一次 エネルギー を水素

エ ネルギーに変 えて電力 との問で うま くや りと

りして使 ってい くこ とにな ると理解 してい ま

す。水 素の場合,非 常 に速 く循環 させ ることが

で きる。それが大 きなメ リッ トだ と思い ます。

池松 水 素 は将来 のエ ネルギ ー源 として のポ

テ ンシ ャル は非常 に大 きいの です が,二 次 エ

ネルギ ー とい うこ とに間違 い あ りませ ん。水

素 製造技術 は,エ ネル ギー変換 の キーテ クノ

ロ ジーだ と思 って い ます 。水 素 につ いて は国

際 的 に もエ ネルギ ー業界 を挙 げて前 向 きな姿

勢 が見 られ ます 。石 油 産業 も 「水 素推 進 派」

です。水 素 の将来 に対 す る期 待 が大 きい こ と

は事実 だ と思 い ます。

司会 日本 の水素 エ ネルギ ーの シナ リオにつ

いて簡単 に紹介 します。「2030年 のエネルギー

需給展 望』 総合資 源エ ネル ギー調査 会需給 部

会,平 成17年3月)の 第2部 に,「2030年 に向

け た中長期 的 なエ ネル ギー戦 略の あ り方」 が

あ ります。 その 第1章 に,エ ネルギ ー需給 見

通 しを踏 まえた4つ の戦略が 出 てい ます 。3

番 目の戦略が 「3.エ ネルギ ー供給 の分 散 と多

様 化 による変化へ の対応 の強化 」 とい うとこ

ろに水 素の こ とが ま とめ て記載 されてい ます。

ガス体 エネルギーや原子力,再 生可能エネル

ギー等 との並 びで水 素 も書 いてあ ります。具体

的 には,経 済産業省資源 エネルギー庁長官 の私

的諮 問機関である 「燃料電池実用化戦略研究会」

の図が 「期待 され る導入 目標」 とい うこ とで,

政策のベースになるような共有 データとして扱

われてい ます(図2参 照)。 また,「2030年 にお
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(出所:『2030年 のエネルギー需給展望 』)

図2水 素 エ ネ ル ギ ー 社 会 に 向 け た シ ナ リ オ
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け る燃料電池の普及の見通 しとしては,こ れ ま

での政府 にお ける検討結果 を踏 まえ,燃 料電池

自動車,2030年 度 末時点 の推 定保有台数1,500

万台,水 素ス テー シ ョン数8,500カ 所,定 置用

1,250万kWの 実現 を目指 して,民 間 と政府 が協

調 して努力 してい く」 と書かれています。 これ

が 日本の シナ リオ と思 っています。

渡辺 自動車分 野 にお ける燃料 電池 の導入 に

ついて ,前 述の 「燃料 電池 実用化戦略研究会」

の 目標 はか な り期待 を含 めた数字 だ と思 い ま

す 。2010年5万 台 とい う数字 は現 実 的 に達成

が 少 し難 しい と思 い ます 。 た だ,2030年 に

1,500万 台 とい うのは可能性 が十分 ある数字 だ

と思 い ます。 なぜ な ら,水 素 を使 う必然性 が

2030年 代 には間違 い な く出て くる と思 うか ら

です 。2030年 頃 になっ て くる と,石 油資 源 に

いつ まで頼 れ るか とい う議論 が真剣 味 を帯 び

て くるで しょう。 この こ とが,2010年 の5万 台

よ りも2030年 の1,500万 台導入 をどう達成 す る

か 自動 車業界 が今必 死 に取 り組 んでい る こと

の背景だ と思 ってい ます。

司会 確 かに環境制約 と資源制約は時間の経

過 とともに切迫 して くる可能性があ りますか

ら,近 い目標 より遠い 目標の方がよ り必然性

が出て くる可能性はあ りますね。

池松 私は 「燃料電池実用化推進協議会」のメ

ンバーとして資料をまとめる作業をやっていま

したので導入 目標値については提案側です。

自動車 に関 しては国際動向が導入 目標 の設

定 に非常 に大 きい影響 を与 えると思います。

概観すると,ア メリカは非常に積極的な水素

シナ リオを書いています し,ヨ ーロッパは環

境対策が前面 にないともはや政策を語れない

とい う状況になっています。水素に対する期

待 は,技 術者か ら見 ると過剰な ぐらい高 くな

っています。そういう国際状況の中で国際商

品である自動車が水素に対応す るために,燃

料電池 自動車 は日本が クリアしなければなら

ない重要技術課題です。

池 松 正 樹

(灘 鮮 エネルギー本部)

さらに向上すべ き水素製造の効率

嚢

池松 エネルギー供給者 としては,現 実問題

として日本の中で日々エネルギーが必要 とさ

れていて,原 了力以外 ほとん ど資源国のない

日本 において,我 々の最大の使命 は,エ ネル

ギー資源 を諸外国から集めて 日本 に安定供給

することです。その中で水素への期待の中に

総合エネルギー効率の向上があ ります。化石

燃料か ら水素 を作 って利用 した場合の効率が

そのまま化石燃料 を利用 した場合 よりも効率

が低い となれば,エ ネルギー供給 として成 り

立たなくなる。水素製造技術の効率向上は重

要です。現在は水蒸気改質反応が主体で,例

えば,石 油精製工場では 日本の総水素生産量

の約半分の水素 を作ってい ます。そこでの効

率は,熱 回収 も含め80%程 度です。燃料電池

は,小 型で各地に分散 したシステムですが,

同程度の効率を達成できるかが大 きな課題 だ

と思っています。

貯蔵 ・輸送面の画期的技術が必要

池松 もう1つ,エ ネルギー供給者から見て水

素の大きな課題は貯蔵と輸送です。よく 「水素

の場合パイプラインにすればいい」という意見

が出されますが,水 素より容積当 りのエネルギ
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一密度の高 い天然 ガスで も現在 日本の国土面積

の5%し かパ イプラインネッ トワークがで きて

ないのが実態 です。水 素に します と,さ らに配

管 は太 くな り,工 事費が上が り,材 料 面では水

素脆性が問題 になって きます 。水素 を海外輸入

するに して も輸送,貯 蔵技術 がキーです。エネ

ルギー供給 か ら見 る と水 素の容積当た りのエネ

ルギ ー密 度が非 常 に低 い ことが大 きな課 題で

す。 したが って,水 素 の高密度技術 に革新 的な

ブ レークスルーを期待 しています。

水素実用化の研究導入状況
堂 免 一 成

(穆競 学講 劉

オンサ イ ト,オ フサ イ ト,電 気分解 水素製造用エネルギーの主流は当面化石燃料

司会 現在,水 素は製油所や製鉄所で副生品

として作 られていますが,水 素の製造技術 の

一般的な動向につきましてお話 し願います。

池 松 現 在,JHFCプ ロ ジ ェ ク ト(Japan

Hydrogen&FuelCellDemonstrationProject)で

水 素 ス テ ー シ ョンの整 備 を推 進 して い ます。

水 素 の作 り方 には大 別 して2種 類 あ ります。

サ イ ト(例,水 素 ステ ーシ ョン)で 一次 原料

か ら水 素 を作 り出 す(オ ンサ イ ト方式)か,

サ イ トに水 素 また は水 素化 合物(例,副 生水

素)を 運 んで くる(オ フサイ ト方式)か です。

どち らが よ り効率 的か現在精査 中です。

オ ンサ イ ト方式 の場合,天 然 ガス,石 油 とい

った化石燃料 か ら水蒸気改質反応で水素 を作 っ

てい ます。 これが現在最 も効率が高い方法です。

他 に水 の電気 分解 があ りますが,日 本 の場

合 は コス ト面 で現在厳 しい状況 にあ ります。

期待 され て い るのが オ フサ イ ト方式 で す。

副 生水素 は,2020年,燃 料 電池 自動車 の普及

目標500万 台 に対 して供給す る量 が現在 既 にあ

ります。 た だ,こ の副 生水 素 を どうや って効

率 的 に運 んで供給 す るか,そ こに大 きな技 術

課題が あ ります。

司会 水 素 を何 か ら作 るか とい う ところ は,

短 期,中 期,長 期 で変 わ って くる と思 うので

すが,触 媒化 学 の専 門家 で もい らっ しゃる堂

免 先生 に改 質反応,水 の光分解 も含 め てお話

をいただければ と思い ます。

堂免 私,大 学で基礎研究 をやっているのです

が,客 観的 に見て,当 面,化 石資源 か ら水素 を

作 るとい うのが現実 的な選 択肢 だ と思 い ます。

ただ,将 来的 には化石資源か ら脱却 しなければ

いけない時代 が くるだろうとい うことで,再 生

可能エネルギー に期待がかか るわけです。風 力

発電 はエ ネルギー量が大 きい といって も利用の

絶対量 はあ ま り大 きくあ りません。一番大 きい,

本 当 に使 えるの は太 陽エ ネルギー だ と思い ま

す。ただ,非 常 に広 い面積で受 け止 めない とい

けないエ ネルギー源 ですか ら,ど うや って使 い

こなすか課題があ ります。 もう少 し先 の水素社

会 を考 えると,そ の辺の技術 開発 と研究 を進め

ていか なければな らない と思い ます。

太 田 「水 の循 環」 とい うこ とになる と,再

生 可能 エ ネルギ ーだけで何 とかす る とい うの

が基本 です。 そ こに到達 で きて初め て持 続型
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成 長が で きるので はな いか と思 い ます。 その

意味 で,堂 免先 生 の光触媒 に よる水素 製造 を

来 年 にで も実現 して頂 きたい ものです 。エ ネ

ルギ ー開発 とい うのは非常 に長 い時 間がか か

りますが,基 本 は一刻 も早 くス ター トす る と

い うこ とです。

日とい う近 い将 来の極 め て有 効 な戦略 に な り

得 るん じゃないか と思 い ます。

我々が一番嫌 っているのは 「水素対化石燃料」

とい う図式 です。マス コミ的には面 白いか も知

れ ませんが,技 術 者 と しては,両 方 コンバイ ン

ドして より現実 になるこ とを期待 してい ます。

司会 エ ネルギー は普及 に時 間がか か る とい

うお話 ですが,ま った く同感 で す。商 品の寿

命 とそ の商品 を開発 す る研 究期 間(リ ー ドタ

イム)は 比例 す る とい う説 があ るようです が,

エ ネルギーの交代 時期 は長 いです。です か ら,

イ ンフラ整 備 まで含 め る と,リ ー ドタイム は

非常 に長 くな りますね。2030年,2050年 ぐら

い に化 石燃 料 か ら離脱 しなけれ ばい けない と

なる と,研 究 はず っ と遡 ってや る必要 があ る

とい うこ とをお話 しいただいた感 じが します。

化石燃料 と手を結べる水素

池松 今 日と未来 をつ な ぐのが明 日です。 よ り

有効 に化 石燃料 を使 って,水 素 にシフ トしてい

く道筋 をどうつけてい くか。化石燃料か ら高効

率で水素 を作 り,そ れ を高効率 で輸送す るとい

うのが大 きな課題だ と思 います。

水 素 の輸送 とい うの を考 える時 に,化 石燃

料 を水素 リ ッチ に して水素 キ ャリアー と して

有効 利用 す るの は,あ り得 る と思 い ます。 具

体 的 には,フ ィシ ャー ・トロブシュ合成(FT

合 成)で,天 然 ガス を液体 燃料化 して ガソ リ

ンを作 る,つ ま りエ ネルギ ー密 度 を高 くして

輸 入す る とい う方法 が あ ります 。 これ は島国

日本 に とって有効 な手段 です 。 さ らに,例 え

ば オイルサ ン ドや オイル シェー ルは現在,地

中 に埋 まってい る もの を一部燃 や して,溶 け

出 した部分 を原料 に して,ガ ソ リンを作 って

い ます。 これ は非常 に非効率 的 です。 海外 で

生産 した水 素 を海外 のオ イルサ ン ドとか オイ

ルシ ェール に くっつ けて軽 質化 を図 り,日 本

にデ リバ リーす る。 よ り水 素 リッチ な化石燃

料 を作 ってそ れ をデ リバ リーす る。 これが 明

太 田 問題 は,水 素 エ ネ ルギ ー も化 石 燃料,

特 に石油 の価格 と連動 してブーム になった り,

下火 になった りして きて い ます。 オ イル シ ョ

ックの時 に水 素 が注 目を集 め ま したが,石 油

価格 が下が って きた ら下火 に なって しまい ま

した。今,石 油資 源 の ピークが いつ なのか と

い う議 論が な されて い ますが,時 期 の特 定 は

難 しい もの なので しょうか。

池松 石油連盟の公式見解では,炭 化水素資

源は280年 以上あるとなっています。そこで,

技術開発の進め方 としては,化 石燃料がなく

なるから水素 に移行する とい うのではな く,

化石燃料があって も水素の方がいいというよ

うにしてい きたい ものです。

勿論,コ ス ト競争力で見るとやはり中東原油

等はかな り強力です。 しかし,利 用まで含めて

水素の総合エネルギー効率 を倍にすれば価格が

倍でも成り立つ。そのような技術開発 をしない

と国際競争力を維持できないと思っています。

期待の大きい再生可能エネルギー

司会 今,化 石燃料 を中心 に少 しお話 をいた

だきましたが,堂 免先生 と太田先生に再生可

能エネルギーについてお話 しを伺いたい と思

います。

堂 免 まさ に環境制 約 とい うこ とを考 え ます

と,で きるだ け再 生可能 エ ネルギ ー を使 え る

ようにな った方が いい で しょう し,そ うい う

要求 は今後 どんどん出て くる と思い ます。

再生可能エ ネルギーの中で,地 熱 とい うのは

莫大な量が ある。それ を徐 々に取 り出 して も日
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表3太 陽 エネル ギー量(J/年)

放 出エ ネル ギー量 1.2×1034

地球への照射量※
2455×10

地球表面への供給量 3.0×1024

人類 のエ ネルギ ー消費 量 3.0×1020

地球上の光合成量 3.0×1021

全化石資源量 地球表面供給量×10日

※ 太 陽 定 数:1367W/m2ニ1.96cal/cm2・min

本 の数十年分の電気 は大丈夫 だ とい う話 もあ り

ます。風力 は今 どん どん開発 されてい ますが,

導 入量 は化石資源 と比べ る と全然少 ないです。

太 陽電池 は風力 と比べ て もまだ少 ないです。そ

うは言 って も,絶 対量 か ら考 えるとやっぱ り太

陽エネルギ ーが非常 に大 きい し,太 陽エ ネルギ

ーを一時
,ほ んの しば らく,人 間が使 う間だけ

水素エ ネルギー に変 えて,ま た もとの水 に戻す

とい うシステムがで きて しまえば,環 境的 にも

資源的 にも問題 ないとい うこ とはあ り得 ます。

実際,植 物 の光合 成 は人 間が使 ってい るエ

ネル ギーの1桁 ぐらい上 のエ ネル ギー を固定

してい ます(表3参 照)。

「来年 には実用化 」 とい うわけで はあ りま

せ んが,我 々 と しては,基 礎 研 究 レベ ル か ら

早 く実用 化 に向 けた研 究段 階へ と進 んで い き

たい と考 えてい ます。

太 田 私 も化 石燃料 は化学 資源 と して とって

お いて,再 生可 能エ ネ ルギーで水 素 を製造 し

て使 う とい うス トー リー は絶対必 要 な こ とだ

と思 い ます。色 々壮 大 な計 画が あ ります。例

えば,自 然エ ネル ギー には,太 陽,風 力 だけ

で な く潮 流 もあ ります。 この海流 を利用 す る

発電 も1つ で しょ う。そ の他 に も 「海 洋温度

差」 とか,色 々なアイデアが あ ります。

ただ,現 在 の石 油価格 を考 える と実現 で き

そ うなの は まず風 力,そ して太 陽光発 電 とな

るで しょう。 日本 向 け には太 陽電 池 に期待 し

た いです。導 入価格 が現在 の200万 ～300万 円

か ら10万 円程度 に下 がれ ば,全 家屋 に太 陽電

池が付 け られ てい く。 で きた電気 をバ ッテ リ

一 に貯 め るのか
,水 素 の形 に して貯 め るのか

とい う選択肢 が出て くると思い ます。

水素の貯蔵 ・輸送技術

[最近 の動 向]

司会 次 に,水 素 の貯蔵 ・輸 送技術 に関 しま

して話 を進 めてい きたい と思い ます。 藤 井先

生,お 願 い します。

藤 井 確 か に水 素 とい う燃 料 は最 もか さば る

燃料 です。 メ タ ンやエ タンに比 べ て もはるか

に体積 を とって しま う。い か にコ ンパ ク トに

して輸 送す るかが キー になっているわけです。

今,① 液体 に して運 んで使 う,② 高圧 の状 態

で貯 めてお いて使 う,③ 貯 蔵材 料,い わゆ る

媒体 に貯 蔵 させ て使 う とい う,3つ の方法 が

考 え られてい ます(図3参 照)。 それぞれ世界

的にかな り開発が進 んで きて,② は350気 圧 の

タンクが 開発 され十 分使 え る状 況 にな って き

ている と理解 してい ます。

ただ,自 動車 に乗せ る となる と,今 以上 にコ

ンパ ク トな タンクが必要 だ とい うこ とで,700

気圧 の高圧 タ ンクが考 え られ てい ます が,計

算 してみ る と,思 った ほ どコ ンパ ク トにで き

ないの です。 です か ら,日 本 や ヨーロ ッパ で

考 え始 め られてい るのが,350気 圧の タ ンクの

中に水 素貯 蔵合金 を入 れ て コ ンパ ク ト化 を図

るとい う方法です。

現状 としては,ど の方法が水素 自動車に適用

され るのか予断 を許 さない状況 にあ ります。①

の液体水素 も捨 て難い。問題 は,液 化温度が 一

250℃ と低 いため に特殊 な容器 が要 るこ と,熱

が入って くる と,自 動車 を走 らせ ないで も蒸発

して しまうとい うことですが,容 器の改 良 もど

ん どん進 んでいて,ド イツで は非常 に良い容器

が開発 されてい ます。サイズ に もよると思 いま

すが,比 表面積 を小 さ くした大型車,あ るいは

長期 間多量 に貯蔵する という大型 タンクの場合

には当然使 われ ると思 います。材料 開発 もか な

り最近進 んで きてい ます。
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③ の媒体貯蔵方式 も,安 全性や取 り扱 いが比

較的簡単 で注 目されてい ます。私 も水 素貯蔵材

料 の研究 に20年 以上携 ってい ますが,そ の 目標

値 が非常 に高 い ものですか ら5年 前 まで は 「こ

れ をク リアす るなんて とんで もない」 と思 って

い ました。 ところが,最 近 は目標値 をクリアで

きる可能性が出て きました。それだけ技術 開発

が進 んで きたのだ と理解 してい ます。

その他,ナ トリウムボロハ イ ドライ ト(SBH)

とか は水 と反応 させれ ば水素が 出て くるの で,

ナ トリウムボロハイ ドライ トを安 く作 る方法 を

開発 して,そ れ を媒体 に して蓄 えてお くとい う

ことも考 えられています。

[求め られるガソリンと同等の利便性]

司会 自動車に水素を積 むとい う目的に限定

します と,複 数のオプションがあるという藤

井先生のご指摘ですが,自 動車業界の立場か

らはどうお考えで しょうか。

渡辺 あるべ き姿 と しては,今 我々が使 ってい

るガ ソ リンと同 じよ うに使 え る とい うことで

す。車 の場合 です と,す ぐに使 えて急激な変化

にも対応 で き,す ぐに停 まる ということが要求

され ます 。そ うい う意味では,化 学反応 を伴 う

貯蔵放 出の形態,外 か ら熱 を供給 しなければい

けない形態 というの は,自 動車 向けの貯蔵媒体

として採用 しに くいのではないか と思い ます。

藤 井 博 信

麟 灘 灘 翻 ンタり

水素 をエ ネ ルギー の輸 送媒体 として捉 え た

場合 に は,一 概 に 自動車 向 けの貯蔵 だけ に目

標 を絞 るので はな く,も う少 し色 々 な形 態で

の貯蔵 ・輸 送 とい う選択肢 を考 えてい く必 要

があ ると思い ます。

総合 的に見て,今,高 圧水素が一番使 いやす

い とい うこ とで実 用化が一番進 んでい ますが,

製造 ・輸送,自 動車へ の充填 ・貯蔵,使 用 とい

うところまで見 ると,液 体水素 とい うのがかな

り有力 ではないか と個人 的には思 ってい ます。

問題 は,車 を停めている問で も液体水 素が蒸発

して気体化す る(ボ イルオフ)と い うことです。

しか し,水 素 を家庭で も使 うということになれ
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ば,車 を停めてお く間に出て くる水素 は家庭で

消費す るとか,貯 蔵 スタン ドでのボイルオフ分

はス タン ドで消費す るエ ネルギーの発電 に使 う

とい うこ とが あ り得 る と思い ます。 そ うい う

色 々な利 用形態 が混 ざって くれば,液 体水素 も

今後有望かな と思い ます。

[液体水素による輸送 ・貯蔵]

司会 目的に応 じて色々な手法の可能性があ

るとい う話で したが,最 後の ところで液体水

素の話があ りま した。それに関連 して神谷 さ

んか らお話を伺えますでしょうか。

神谷 製造,輸 送 ・貯 蔵,利 用 とい う流 れが

あ りますが,ど うい う輸 送形 態 が最 適 か は,

そ の後 に来 る利用 系 の用 途 で変 わる と思 い ま

す。今,水 素 エ ネル ギー は主 に自動 車 を対 象

に してい ます が,将 来,利 用 系 が電 車 や船,

航 空機 に拡大 した場 合,そ れ ら利用系 に適 し

た輸送貯蔵方式 が要求 され ると思い ます。

今,液 体水 素の話があ りま したが,液 体水 素

の技術 は,米 航空宇宙局(NASA)の ロケ ッ ト

燃料 と して1960年 代 の アポロ計画 の頃か ら始 め

られ た,あ る意味,古 い技術 です。 ただ,非 常

に大 きな液化動力 を消費する とか,コ ス トが高

い とかで民 間で使 えるまでにな ってい ませ ん。

それ で,液 体水 素 を今後広 めてい くため には,

システムエ ネルギー効率 を高 めること,ボ イル

オ フを最小限 にす ることが欠かせ ません。 ボイ

ルオ フを最小限 にする断熱方法 として従来 と異

なる新材料が開発 され,新 しい コンセプ トの断

熱 シス テムが出現す るか も知れ ません。

司会 以前,WE-・NETの 時代 に,カ ナ ダか ら

液化水 素 をタ ンカーで大量 に持 っ て くる とい

う構想 が あ りま した。そ うい った こ とに関す

る技術 的な展望 はいかが で しょうか。

神谷WE・-NETで は,液 化 天然 ガス(LNG)

の技術 をベ ース に液体水 素 を タ ンカー で運 ぶ

ための技術 的課題 を検討 しま した。

渡 辺 正 五

購 漕響 鰍 ンター)

液体水素の断熱は,貯 蔵量が小容量 よりも

大容量のほうが容易です。貯蔵容積当 りのタ

ンク表面積が小 さ くなり,単 位貯蔵量当 りの

入熱が少な くなるからです。LNGの 液化に必

要 な温度 は一160℃,液 体水 素の場合 は一

250℃ です。液体水素タンクは,LNGタ ンクの

10倍断熱性を高める必要があ りますが,そ れ

は基本的に難 しい話ではないと思います。

燃料電池車に搭載す る小 さい タンクを大量

に且つ安 く作 る方が技術的には難 しい と思い

ます。

司会 以前,ド イ ッの 自動車 メーカーBMWの

展 示会 に参 りま した ら,3cmぐ らいの厚 さの

断熱材 の タ ンクを展 示 して あって,ポ リスチ

レ ンに換算 して9mぐ らい の断熱 能力 が あ る

と言 ってい ま した。今 の お話 だ と,新 素材 で

作 る と もっ と新 しい展 開 も期 待 で きる とい う

こ とです ね。

神谷 私はそう思います。

[開発 が進 む水 素吸蔵材料]

太 田 水素がメ タルハ イ ドライ ドに重量パ ーセ

ン ト(wt%)で いっぱい入 るようになった と聞

いています。私が勉強 した頃は1%台 だったの
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ですが,今 は どの くらいまで可能 なのです か。

藤井 今,世 界が 目標 に しているのは前述 の と

お り9wt%で す。 また,反 応速度 も速 くなって

きてい ます。ですか ら,私 は水素貯蔵材料 の開

発 に関 して は今 が黎明 期 だ と言 って いる ので

す。色々 な化合物 を混ぜ合わせ る 「ボール ミリ

ング処 理」 と言 う手法で,ナ ノメーターの世界

で化 合物 を接触 させ てい きます(図4参 照)。

リチ ウムなどの軽い元素 を含 む化合物は融点が

100℃ ～200℃ になって きますか ら,化 合物 とし

ての形 を保 ちなが ら,非 常 に軟 らか くな り,分

子が100℃ 以下で さえ ナノ複合化材料 の中で動

でへ ち臨 礁 き

/
＼い、

、 ＼

欝
遊星ボールミル装置 し 〉 ナル ベル複合イヒ

図4ボ ール ミリング処理の概念図
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いているのです。良い触媒 を見 つ けると,分 子

間の反応速度 も非常 に加速 されて きます 。最近

では 日本 で も200℃ 以下で水 素 を吸放 出す る6

～9wt .%の 材 料 も見 つか ってい ます。非公開

情 報 で すが,ア メ リ カで は100℃ 以下 で7～

8%程 度 の材料 が出て きてい ると聞 いて い ま

す 。ただ,反 応速度は まだ まだ改善 しない とい

けないと言 われてい ます(図5参 照)。

日本 で もア メ リカ,ヨ ー ロッパ,シ ン ガポ

ール で も
,精 力 的にや って お り,い わ ゆ る貯

蔵材 料 の開発競 争 とい うのは非常 にエキ サ イ

テ ィングな状況 になって きてい ます。

太 田 太 陽電池 で発 電 して水素 を作 った時 に,

その水素 を蓄 え ない といけな い とな ると,メ

タルハ イ ドライ ドやケ ミカルハ イ ドライ ドに

吸蔵 させ る 方法 もある と思い ます 。そ うい う

のを含 めて,私 の想像以 上 に技術 が進 歩 して

い ます ね 。昔,私 は授 業で アル カリ金 属 のハ

イ ドライ ドに ついて,「 イオ ン結合 が 強いか ら

なか なか分 解 しない」 と教 えてい た ものです

が,最 近 は どう もそ うでは な さそ うな雰 囲気

です ね。
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図5ナ ノ複合化 した水素貯蔵材料の新展開
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藤井 確 か に,イ オ ン結合 は強 いので,そ の

ま まで は容 易 に分解 しませ んが,極i生 の ある

分子 を近づ ける と分解 し,水 素 を放 出 し,新

しい化 合物 とな り,そ の 間の反応 が可逆 的 に

なるので す。最 近で は,マ グネシ ウム化 合物

の水 素が室 温で5wt%程 度,15秒 ぐらいで 出

る もの も見 つ か って い ます 。 そ うい うもの を

例 え ば液体水 素 の ボイル オ フ水素 の発 生す る

とこ ろへ もって来 る と1気 圧 で水 素が吸 蔵 さ

れ ます。 ただ,放 出 させ るには300℃ の温度が

必 要です が,別 の余剰 熱源 を使 う形で,水 素

を無 駄 な く使 うため の材 料 と して有 望 であ る

と思 い ます 。使用 側 か ら要 求 された材料 をい

か に設計 す るか,と い う時代 が これか ら来 る

とい う気が してい ます。

神谷 ま さ し くそ うだ と思 い ます 。例 えば,

船 であれ ば,多 量 のバ ラス ト(お も し)を 必

要 とす る場合 もあ ります。 だか ら,用 途 によ

って貯 蔵方法 を変 えない とい けませ ん。

渡辺 先週 ワ シ ン トンDCで 米 エ ネル ギ ー省

(DOE)の プ ログラム レビュー作業 部会が あ り

ま した。 そ こで貯蔵 の部 分 を傍 聴 して きたの

ですが,藤 井 先生 がお っ しゃ った ような リチ

ウム,マ グネ シウムの研 究 を非 常 に広 範 囲 に

や ってい ま した。 モデ ルや分子 の設計,反 応

メ カニ ズ ムです とか,基 礎 的 な ところ に相 当

力 を入 れて研 究 して い る とい う感 じで した。

そ うい う貯蔵 に関す る根本 的 な課題 の解 決は,

高 い リス クを伴 い ますが,総 合 的 な取 り組 み

が ア メ リカで は なされて い る。 日本 もうか う

か してい られない とい う印象 を持 ち ま した。

水素利用技術一最近の動向

[大規模実証が始まる定置用燃料電池]

池松 今年 は定置用燃料電池 にとっては画期

的な年です。向こう3年 間をかけた大規模実

証がいよいよ始 まるからです。経済産業省 の

強い後押 しをいただいて,一 気 に燃料電池を

400台 実証 し,そ れを3年 間で数千台規模に引

き上げていこうとい う計画です。我々がこの

計画 に非常 に期待 しているのは,太 陽電池の

成功事例があるか らです。 日本の太陽電池の

生産量がアメリカの半分以下だった十数年前,

政府が住宅 に太陽電池 をつけるのに思い切っ

た助成 を行 うとい う普及政策を とりま した。

普通です と,技 術 開発支援な どの研究費 を出

していただけるんですが,機 器を取 り付 ける

側を支援 していただいた。 これによって太陽

電池が一気 に使われるようにな りました。す

ると技術が進歩 し,値 段 も下がってい きまし

た。私の記憶では,日 本 は今,ア メリカの3

倍 ぐらいの太陽電池を製造 している世界最大

の太陽電池生産 国になっている と思 います。

それ と同 じような成功事例を燃料電池でもや

っていきたい と思っています。

これは,恐 らく各ご家庭で実際に水素が利

用 される初のケースで もあ ります。各ご家庭

の身近 な場所で水素か ら電気,熱 がで きると

いうことです。東京ガスは都市 ガス用 の燃料

電池 を今年2月 に実用化 し,今 年200台 の設置

が予定 されています。私 どもはLPG(実 証用

プロパ ンガス)を 用いて今年3月 に実用化 し

て,今 年度は,LPG燃 料電池150台 を関東圏を

中心に展開 したい と考 えています。正直言 う

と,コ ス ト,耐 久性でまだまだ大 きな技術課

題 をかかえていますが,本 年を突破口に実証

試験が終わった2008年 には,自 立に近い形が

できるようにしたいと思います,こ の3年 間

の技術開発が非常に重要です。

司会 燃料 に関 しま して は今 の フェーズで す

と,LPGと 都 市 ガスが先行 しているのです ね。

池松 各 ご家庭へ のエ ネルギ ー供給 を考 えま

す と,今 使 わ れてい るエ ネルギ ー を有効 活用

して水 素 にす るのが一番 現実 的です。理 由は,

供給 イ ンフ ラが既 にで きてい るか らです 。供

給 イ ンフラ を作 り替 える となる と実用 化 まで

には30年,50年 かか って しまい ます。
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そ れか ら,容 積 当 た りのエ ネル ギー密度 が

供 給 に とって は とて も重 要で す。例 えば,車

の ガソ リン タンク(60の に貯 め る こ とがで

きる水 素 は350気 圧 条件 でlkgで す 。それ に対

して60eのLPGか ら,水 を混ぜ て水 蒸気改 質

を行 うと約20kg,約20倍 の水 素 が取 り出せ る

わ けです。 で きるだ け水 素 を含有 したエ ネ ル

ギ ーキ ャ リアで利 用サ イ トまで運 び,一 気 に

水 素 を作 って使 った方 がエ ネル ギー効率 がい

い,経 済的だ と思い ます。

[コ ス ト高が課題の 自動車用燃料電池]

渡辺 定置 用燃料 電 池の大規 模実 証が始 まっ

た とい う ことで,当 然 燃料電 池車 の導入促 進

へ の期待 が非 常 に高 ま ってい ます 。 しか し,

今 の ところ,自 動 車 の場合,定 置 用燃料 電池

ほ ど踏み込 んだ取 り組 み はで きませ ん。定置

用 です と必 要 な出力 はlkWの レベ ルですが,

自動車 で は100kWの 数 字 にな ります 。 当然,

1台 当 た りの コス トが補助 金 では埋 め られ な

いほ ど高 くなるのです 。

自動車 メー カーが 今や っ てい るこ とは,コ

ス ト削減 に向け た,燃 料 電池 の材 料部 分 の開

発 です 。電解 質 に使 われてい る フ ッ素系 の膜

に代 えて炭化 水素 の膜 を使 うとか,触 媒量 を

減 らす,あ るい は代 替触 媒 を使 うとか,セ パ

レー ター に して も低 コス トな材 料,加 工 方法

な どにつ いて,も う少 し じっ くり取 り組 んで

い くとい う局面 に入 った と思い ます。

今 まで燃料 電池 で車 が動 くとい うこ との実

証 が重要 な取 り組 みだ ったので すが,そ のあ

た りは済み ま した。や は り,こ の先 に コス ト,

耐 久性,信 頼性 とい った ところ に もう一度立

ち戻 り,そ この ところ を見 極 めた上 で,定 置

用燃 料電 池 の大規模 実証試 験 の後 を追 お うと

い うのが,今 の 自動 車業 界 の取 り組 み方 だ と

思い ます。

司会 水素 の流れの中では一番下流である利用

部分で,例 えば,水 素の純度,コ ス トの ような

諸 々の要求事項が出て くる とい うことですね。

[普及に欠かせない安全性の確保 ・理解]

太田 家庭では,水 素の触媒燃焼で温度コン ト

ロールをするという使い方が考えられます。水

素の燃焼特性 を活か しては どうか と思 うので

す。ただ,利 用のときには安全性が非常に大事

です。今度の定置型燃料電池の大規模実証試験

の中では,安 全性はどうなっているのですか。

池松 実 は,家 庭 用の燃料 電 池 につ きま して

は,も う3年 ぐらい前 か ら色 々な条件 で フィ

ー ル ドテス トも行 ってお り
,か な りフェー ル

セ ー フに設計 してい ます。水 素 は拡 散性 が高

い ので,滞 留 させ ない限 り爆 発性 は あ りませ

ん し,扱 い方 に よっては必ず しも危 険 では な

い と我 々は認識 して い ます 。事実,弊 社 の石

油精 製工場 で は35年 以 上水 素 を大 量 に作 って

い ますが,今 まで水素爆 発 を起 こ した こ とは

あ りませ ん。

ただ,横 浜市旭区 に水 素ステーシ ョンを作 っ

た ところ,大 分離れ た所 にある民家 に訪ねて行

って,「 すみ ませ ん。水素 ステー シ ョンが で き

ます」 と言 うと,ど の ご家庭 も 「総論賛成,各

論反対」で,異 口同音 に水 素爆発へ の懸念 を言

ってお られ ました。 当然,水 素爆発 の確率 はゼ

ロではあ りませ んが,ほ とん どあ りませ ん し,

仮 にあって も水 素の場合,む しろ上方 に向うの

でお宅 の方 にこうこうこうい う理由で行 きませ

ん よと,か な り丁寧 に説 明す る必 要があ りま し

た。そ うい うのは恐 らくこれか ら非常 に重要 に

なると思 います。なぜ だか水素爆 発の恐 れが必

ず出て くる。今後,教 育 も含 めて非常 に重 要な

課題かな と思い ます。

司会 太 田先生 が ご指 摘 され た安 全性 とい う

こ とは確 か に議題 と して非 常 に大 きな部分 で

あ る と思 い ます。 それ か ら,池 松 さんか らお

話 しいた だい た教育 も非常 に大 きな分 野 だ ろ

うと思 い ます。IPHE**の プロジ ェク トの タス

クフ ォー一一・スの1つ にソ シオエ コノ ミクス(社

会経 済)的 なアプ ローチ を検 討す る ものが あ

りますが,そ の大 きな柱 が教 育 なのです 。教
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育 とい うの は必 ず しも小 学校 で燃料 電池 の模

型 を見 せ る とい う・こ とで はな く,水 素 の物性

な どにつ いて よ くご理解 い た だ くとい うこ と

も含 まれ ているよ うに思 われます。

インフラの実証状況,規 制再点検,基 準 標準

[定置用水素 ステー ションの実証状況]

司会 次 にインフラの実 証状 況,規 制再点検,

基準,標 準 に移 りたい のですが,安 全 に関 し

まして もコメ ン トをいただければ と思い ます。

池松 例 えば,500万 台 の燃料電池 自動 車の普

及の ためには水素 ステー シ ョンが3,000カ 所 要

る とい うことにな ります。 しか し,現 実 に 日本

の ように土地代 の高い ところで,ロ ー ドサ イ ド

の一等地 に これか ら水 素ス テー シ ョンを3,000

カ所作 る,イ ンフラ整備 を図 るとい うのは,極

めて難 しい課題です。 日本の 自動車の保有台数

が7,000万 台以上 ですか ら,500万 台の燃料電池

自動車が あって も既存車 と燃料電池車が併存す

る時代がか な り長 くあ るわけです。そ うす る と,

既存 のガソ リンス タン ドに水素ステー ションを

併 設 して,言 わば 「エ コステーシ ョン」 として

活用 して,同 じ人が供給す る と人件 費の削減 に

な ります。 それが期待 に応 え られ る一番現実 的

な方策だ と思い ます。全 く別 に水素ステーシ ョ

ンを作 る となる と,非 常 に コス ト高 とな り,非

常 に高い価格の水素 になるのではないか と危惧

します。そ うい った点か ら,併 設 して も安全 で

あることを確認 してい くのが これか らの大 きな

課題だ と思 います。

[自動車用水素 ステーシ ョン]

司会 渡辺 さんは安全,自 動 車 を中心 と した

安全,規 制 再点検,基 準,標 準 とい うすべ て

の こ とに 中心 的 に関わ ってい らっ しゃ る と思

い ます が,そ の辺 の ところで コメ ン トい ただ

け ます か。

渡辺 規制再点検 の話が始 まる以前 の2000年

度 か ら我 々は新エ ネ ルギー ・産業技術 総合 開

発 機構(NEDO)の 「ミレニ アム プロ ジ ェク

ト」 で標 準化,中 で も安 全性 の評価 に取 り組

んで きま した。我 々 も水 素 の安 全性,特 に車

の場合,高 圧 の水 素容器 の安全性 の評価 に5年

ほ ど前 か ら取 り組 み始 め ま した。最 初 は,外

国 の試 験機 関へ行 って,相 当,過 激 な試 験 も

実証 してみ ま した。その結 果,「 水素 は危険 だ」

とい う部分 と 「安 全 だ」 とい う部分,両 方 の

経験 を してお ります。 「通常 の環境 の 中で は,

水素 とい うの はほ とん ど安全 だ」 とい う実証

結 果 を得 て い ます。 具体 的 には,火 災 時 に容

器 が破裂 す るか ど うか とい うこ と もや って き

ま したけれ ど,そ の ような こ とは1回 もあ り

ませ ん。衝 突 時の実験 もして きま したが,衝

突 では容 器が破 壊 される こともあ りませ ん し,

配管 が損傷 して 中の水 素が 漏れ て も空気 中に

速 や かに拡散 す るので,大 きな事 故 は起 きな

い とい うことを確認 して きました。

最終 的 に,茨 城県 城里 町で水 素燃料 電池 の

総 合的 な安全性 評価 が で きる試験 場 を2年 が

か りで作 りま した(図6参 照)。 そこではかな

りリス クの高 い,爆 発 が起 こる ような条件 を

設 定 して も外 部 に影 響 を与 えない堅牢 な建 物

を作 り,そ の中 でい ろん な評価 が で きる体 制

を作 ってい ます。

実験結 果 を一般 の人 に どうい う形 でお伝 え

して い こうか と考 えて い る ところです。確 か

に条件 が そろ え ばか な りの爆 発 が起 きます 。

た だ,そ の条件 は起 こ り得 ない ものだ とい う

こ とをい か に伝 えてい くか とい うのが,な か

なか 難 しい。今,私 は水 素推進 派 の方 に過激

な映 像 もご覧 い た だい て ご意 見 を伺 った り,

一般 的 な人 も参加 す る シンポ ジウムで もそ う

い うことをお伝 え してい ます 。私 が心掛 けて

い る の は,天 然 ガ ス や ガ ソ リ ンの よ う に,

我 々が今使 ってい るエ ネ ルギー と水 素 は,必

要 な知識 を身 につ ければ,安 全性 にお いて そ

**IPHE(lnternationalPartnershipfortheHydrogenEconomy:水 素 経 済 の た め の 国 際パ ー トナ ー シ ップ)
。米 国 の 呼 び か け に よ

り,わ が 国 を含 む15力 国 お よ び欧 州 委 員 会(EC)が 参 加 して い る 。
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図6城 里テス トセンター(燃 料電池自動車安全性評価試験棟)の 全景

れほ ど変 わ る もの では ない とい うこ とをお伝

え してい きたい と思 ってい ます。

司会 国際 的 に も日本発 の標準 化,あ るいは

基 準 の発 信 をす る,あ るい は外 国 か らの受信

も相 当な さってい らっ しゃるわけですか。

渡辺 国内です と 「高圧ガス保安法」,「道路

運送車両法」 という2つ の大 きな自動車関連

の保安基準 ・技術基準 を新 たに作成するため

に,こ の2年 間は忙 しく仕事 をや らせていた

だきました。

水素製造 ・利用の新技術動向

光触媒による水素製造

司会 水素製造 ・利用の新技術動向に関して,

将来のお話 をいただければ と思 うんですが,

光触媒 による水素製造 について,堂 免先生,

お願いいたします。

堂免 光触媒 を使 って水 を分解 して水素 を作 る

とい うことに取 り組んでいます。非常 に簡単 に

言 うと人工光合成的な ことをや りたい と思 って

い ます。その場合,CO2を 吸収す る必要 はない

ので直接水 を分解 したい とい うこ とです(図7

参照)。 使 う一次エ ネルギー は太陽エ ネルギー

です。既存 の太陽電池 にはかな りエ ネルギー変

換効率が高いのがあ りますので,我 々が 目指 し

ている光触媒 では,そ の太 陽電池 とは若干違 う

使 い方 を したい というのが1つ あ ります。 とい

うのは,最 終 的に太陽エ ネルギーを使い こなす

には広大 な面積 が必要 なので,そ の時 に,光 触

媒が太陽エネルギーの大規模 な利用 に向い てい

る とい うのが我 々の考 えです。

これがす ぐで きない理 由 は,一 番大 きな問

題 と して,直 接 水 と接 触 して も安定 な材 料 が

見 つ かっ ていなか った こ とです 。太 陽光 の中

の可視 光 を吸 収 し,な おかつ水 を分解 して安

定 性 を保 つ材料 が 要求 され ます 。今 か ら20年

ぐ らい前 に光触 媒 や光電気 化学 が かな りブー

ム にな った こ とが あ るのです が,そ の後,下

火 になったのは このためです。

最近,我 々,新 しい タイプの材料 を見 つ け

ま して,そ の材料 で実 際 に水 の分解 をで きる

よ う研 究 してい るわ けです。 です か ら,来 年
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ただ,そ の磁性体 の性能が室温側で良 くあ り

ませ ん。低温では非常 にいい ものができてい

ますので,今 までの気体冷凍 と磁気冷凍を組

み合 わせた方式が出て きて,最 終的には全部

が磁気冷凍になってい くだろうと思 っていま

す。問題 として,磁 性体の劣化や再現性,磁

場 を加えるためにエネルギーを要す るわけで

すか ら磁気熱量効果のいい ものを開発する必

要があ りますが,「 磁気冷凍」は非常 に期待が

持てる技術だと思います。

窃猛

坂 田 興

(働 エ ネルギ ー総合工学研究所 プロジェク ト試験研 究部副主席研究員(プ ロジェ ク トリー ダー))

とはいか な くて も,そ れ ほ ど長 い時 間 をか け

ない でか な り高 い効 率 で水 を分 解 で きる材 料

が出て きそ うです。

そ の後,そ れ が現実 の世界 で使 え るか,実

用 化 され るか とい う ことに関 しては,エ ンジ

ニ アの方 々 に加 わ ってい ただい て研 究 開発 し

なければ な らない話 だろう と思 います。

新 しい液化技術の研究動向

司会 材 料 が見 つか って くる と大 きなコス ト

ダウ ンにつ なが る可能性 が あ る とい うこ とで

すね。

藤 井 私 も磁 性 の研 究 を色 々や って きたので

すが,ヨ ー ロ ッパ,ア メ リカあ た りで磁気 冷

凍 の ため の良い材料 が どん どんで きてい ます。

です か ら,こ れ は期 待 が持 て る技術 で あ る と

思 ってい ます。

司会 神谷 さんがおっしゃった ように,磁 気

冷凍では低温でいい材料がだんだん見つかっ

て きています。磁気冷凍の適用で きる温度 を

室温付近まで もってい くのはまだまだこれか

らですか。

「磁気冷凍」への取 り組み

神谷 液化 の原 理 は水 素 ガス を圧 縮 して断熱

膨 張 させ て液化 す るこ とです。膨 張 ター ビ ン,

ガス圧 縮機 等の改 良 で,現 在 約30%の プロセ

ス効率 が これか らだんだ ん上 が って くる と思

い ます。

一 方
,米 国や 日本 では,ま った く新 しい原

理 で液化 す る手 法 「磁 気冷凍 」へ の取 り組み

が な されてい ます。 これ は,磁 性体 に磁 場 を

印加,ま た は除 去 して,冷 熱 を発 生 させ る方

法 です。 これ をや ります と,40%,50%ぐ ら

い まで効率 が上が るだろ うと言 われてい ます。

神谷 室温付近の磁気冷凍の研究がされて き

てお りますが,ま だエネルギー効率的に劣 り

ます。室温か ら水素温度 までの広範囲の冷凍

液化に適用できる効率の高い磁性体の開発は,

なかなか難 しいですが,磁 気冷凍の適用温度

範囲を段階的に広げていけば期待で きます。

炭素隔離技術,新 触媒の開発 も重要

池松 私 も,太 田先生 もおっ しゃった炭素 隔離

は重要 な技術 だ と思 い ます。 アメリカ も最近非

常 に力 を入 れてい る。産業技術 総合研究所 で開

発 しているカル シウムに固定 させ る方法 は,面

白い と思 います。理 由は2つ あ ります。古代 の
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大気 はCO2濃 度が高 かったのですが,そ れを固

定 した主 な物 質 は珊瑚 だ ろ うと言 われ てい ま

す。カルシウム固定は 自然界で古代 か らあった

わけです。 それと,我 々の業界 のように,大 規

模 に熱 を使 って水素 を大量発生 させている とこ

ろでは,熱 源 と排 ガスか ら硫化物(SOx)や 窒

素酸化物(NOx)を 除 く排煙脱臭や脱硫 の技術

があ ります。 カル シウムでカーボンを固定す る

方法 は,固 定す る量が全然違い ますが,ひ ょっ

とす る とかな り似 通 ったプロセス になる可能性

があ り,現 実味 があ ります。

炭 素 を将 来 の資 源 と して活 用 で きる まで,

あ る程 度 リザ ー ブ してお い てい い はず です 。

だか ら,炭 素隔離技術 には期待 してい ます。

太 田 水素エ ネルギーシス テムのすべ ての要素

について,い い材料が 出て きたら実用化 に弾み

がつ くと思い ます。例 えば,燃 料 電池 では触媒

として 白金 を使 ってい ます。1kWの 燃料 電池

に約lg使 う とす る と,白 金の賦存量 か ら して

世界 で2億 台の車 しか作れ ませ ん。現在 で も8

億台 とか走 っているわけですか ら,あ まりメジ

ャーにな らない感 じが します。で,白 金 に代 わ

る触媒 を見 つける研究が必要 と思 っています。

司会 この辺 の部分 につい ては努 めて デー タ

を集 めて共有化 で きる仕 組み が必要 と思 って

お ります。

水素社会実現のためのシナリオ提言

してい ます 。小 規模 で もい いです か ら,水 素

を輸送 して使 ってみ る。副生水 素 に興味 を持

って くれている地 方 自治体 で使 って もらって,

技術 支援 を積極 的 に行 う。 そこで,「 これ はい

い な」 と思 っ て もらえれ ば,次 のステ ップ に

進 む ことがで きる と思い ます。

先週 中国 の 田舎 町 に行 きま した。 そ こで電

動 ス クー ター ら しき もの をい っ ぱい見 たので

す。鉛 のバ ッテ リーで動 い てい る らしい ので

すが,も しニ ッケル水素 電池 を使 うとなる と

これ は水 素利 用 の一端 か な と思い ます。 電気

分解 で水 素 を作 っていい吸蔵材料 に貯蔵 して,

1日30kmと かの走行 距離 な ら,日 本で も実現

す る話 だ とい う気 も してい ます。

例 えば,車 椅子 とかで燃料電池 を使お うとい

う会社が あるわけですが,そ うい う動 きも積極

的に推進 してあげる。 そ うす ることに よってだ

んだん世 間の認識が得 られればいい と思 うので

す。池松 さん も述べ られたように,今 年か ら始

まる定置型燃料電池 の大規模 実証試験で どの家

庭 の奥 さんも 「これはいいね」 と言 って くれ る

ようになれば素晴 らしいです ね。

早 く実用的なものを世に送 り出す努力

国家 レベルで水素のテス トが必要

太 田 水 素社会 実現 のた め には,水 素 のテ ス

トを しなけれ ばい け ませ ん。 アイス ラ ン ドや

カナ ダで は,国 家 レベ ルで それ に取 り組 ん で

い ます。 カナ ダで は,「 水素村」 とか 「水素ハ

イウ ェイ」 とい う構想 が 出て きてい ます。 日

本 で も水 素 ス テー シ ョンが で きてい ます が,

もう少 しこれ を広 げる必要 が ある とい う気 も

藤 井 スケ ール は小 さ くて もいい か ら水素社

会 の実 現 に向 けて どん どん動 いて い くこ とが

重 要 であ る と考 えてい ます。 もちろん,規 制

緩 和 や安 全性 の ア ピー ル も大 い に しなが ら,

我 々 はな るべ く早 く実用 的 な もの を世の 中 に

出 してい く努 力 を していか なけれ ばい けない

と強 く感 じます。

これは 日本 だ けで な く,世 界 が やは りこう

い う問題 に取 り組 んで い くと,そ うい う姿 勢

が問 われ てお り,確 かに現実化 して きてい る

と感 じてい ます。

最近,私,英 国や ノル ウェー と共 同研 究 を

してい ます が,そ こでは北海 油 田の枯渇 問題

が深刻 な問題 として捉 え られて いて,北 海原

油 に換 わる ものは水素 で ある と認識 されて い

る と理解 して い ます 。そ こで,水 素 関連 予算
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が どん どん増 加 して きてい ます 。 イギ リスは

特 に積極 的 で,で きるだけ早 い時期 に世 の中

に実用 的 な もの を出 してい こ う とい う姿勢 が

うか が えます 。 ですか ら私 はそ うい う観 点で

これか ら,国 もです け ど,我 々 自身 も努力 を

してい くとい うこ とが 大事 か な とい うふ うに

思 ってお ります。

「産官学」 に加 え 「民」 か らのニーズが必要

渡辺 水 素 を導入 して い く上 で 「産官 学 の連

携 」 とい うこ とが よ く言 われ ます。実 用化 を

推 進す る産業界 の努 力,基 礎 的 な ところでそ

れ を支 える大学 の研 究,そ して規 制 の見直 し

とい う政府 の役 割が必 要 とい うことです。

先 ほ ど話題 になった安全 性 な どを考 える と,

例 えば,「 民」,す なわち,一 般の人々か ら 「も

っ と水素 を使 いたい」 とか,「 使 って もいい な」

「使 い たいな」 とい うニーズが 出て くれば,も

っ とそ ういった政策や技術 開発が進んでい くと

思い ます ので,あ ま り恐 れず に,も っ と普通 の

人 々に も水 素 の利用 技術 につい て積極 的 にPR

してい く取 り組みが必要だ と思 ってい ます。

エネルギー総合工学研究所への期待

導入期の今,失 敗 しない選択を

司会LCAに 関 しま しては,当 研 究所 も真摯

に研究 の中に取 り込 もうとしてい ます。

市場で流通する技術 を

神谷 日本では 「水素 シナ リオ=燃 料電池 シナ

リオ」 と思い ますが,も うち ょっと長期 的視野

に立ち,例 えば,船 舶,鉄 道,航 空機等 の輸送

機 器の実用化 を含めて,2030年 頃 にどの ぐらい

水素が必 要か とか,も っと幅広い定量 的な水素

社会 を考 える必要がある と思い ます。

それか ら,水 素 と電気 のベ ス トミックス 的

な検討 も必要か と思 い ます。

いず れ に しろ市場 に流通 していか ない とい

け ませ ん。私 が アルゼ ンチ ンに行 った時 に非

常 に印象 的 だった のは,天 然 ガス車 の導入 の

経 緯です 。彼 らはオイル シ ョックで1984年 ぐ

らいか ら天然 ガス を導入 して,今 は天 然 ガス

自動 車数 が120万 台 に達 してい ます 。 日本 は

1980年 代 に導入普及 に努 めて,た った1万 台で

す。 アルゼ ンチ ンで は政府 か らの補助 金 な し

で これだ け普及 してい ます。そ うい う意 味で,

やは り市場 の 自立性 は重要だ ろうと思い ます。

堂免 燃 料 電池 に して も,触 媒 に して も普 及

まで に は非常 に大 きな技術 的な ギ ャップがあ

ります 。化 石資源 が十分使 える 問に,で きる

だ けそ このギ ャ ップを埋 め てい くような研 究

を進 めて いっ て,使 える段 階 に もって い くの

が非常 に大事 と考 えます。

池松 エネルギー総合工学研究所 には期待 いて

います。水素 には未来のエース として非常 に期

待 してい るんですが,そ の取っかか りの ところ

で蹟いてはいけませ ん。ですか ら,ラ イフサイ

クルアセスメ ン ト(LCA)的 にエネルギー効率

の高い ところか ら着実 に伸 ば してい く導入期 が

非常 に大事だ と思 います。LCAの 分析,全 体 を

見通せ るエネルギー動向 とい うベース をエ ネル

ギー総合工学研究所 に作 っていただ くと,我 々

として も水 素の導入ス テ ップや開発 シナリオが

書 きやす くなる と思い ます。

将来 の利用形 態,用 途 につい て

幅が拡がる水素利用の形態

司会 今 日,大 きな話 題 と しては取 り上 げな

か ったの ですが,水 素 の利用 の可 能性,大 規

模 だ と水素 を使 った ター ビン とい う話 もあ り

ます し,小 規模 です と携 帯電 話 やパ ソ コン用

に とい う話 もあ ります 。 それか らロボ ッ トの
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よ うな新 し く起 こる産業 に使 われ る可能性 も

あ る と思 い ます 。そ うい った ところ も含 め て

ござい ま した らよろ しくお願い いた します。

太 田 利用 の幅 は もの す ご く沢 山あ ります。

しか し,も と もと水 素 エ ネルギ ーが注 目され

た時 には,利 用形 態 につい て は化 石エ ネル ギ

ーをベ ース に した今 の シス テ ムを変 えな くて

も良い だろ う と考 えが あ った と思 い ます 。 日

本 は燃料電 池 に ターゲ ッ トを絞 り,そ の導入

を図 ろ うと してい ますが,水 素 ター ビン,水

素デ ィーゼ ル も研 究課題 としてあ ります。

池松 燃料 電池 は,こ れ まで戸建 て世帯 へ の

設置 に努 めて きま したが,集 合住 宅向 けには,

セ ン トラル改質 で水素 を作 っ て,集 合住 宅 内

で水 素配管 を し,各 世帯 に置 くの は燃料 電池

の セルス タックだ け とい う形 が考 え られ ます。

そ うす る と,セ ル ス タ ックは,入 口のガス メ

ー ター に入 る くらい コンパ ク トにで きそ うで

す 。問題 は,集 合住 宅の 中 を水素 配管 してい

いか どうかです 。

につい て,ヨ ー ロ ッパ のエ アバ ス社,ア メ リ

カの ボー イ ング社等 が概念 設計 を行 って い ま

す。動 力 は,内 燃機 関 です か らマ イナ ーチ ェ

ンジす れ ばいい話 なの ですが,燃 料 の液体水

素 は容 積 あた りのエ ネルギ ー密 度が小 さいた

め,搭 載す る液体水 素 の容積 が、通常 の航 空

燃 料 の約4倍 必要 と します ので,ど の よ うに

大 量 の液体水 素 を機 体 に貯 めるか問題 にな り

ます。

司会 「水 素社会 の実現 を 目指 して」 とい う

こ とで議 論 をい ただ い たわ けで す けれ ど も,

個 別 に見 えて きてい る部 分 と,少 し先 の部 分

とが あ って,そ れ に対す る技術 も相 当 リス ト

はそろ って きてい ます 。攻 めやす い ところか

ら攻 めて い くとい うのが実現 を目指 す一番 力

強い方法だ とい う感 じを受 けま した。

どう も今 日は本 当 にあ りが とう ござい ま し

た。

太田 法律的な問題はないのですか。

池松 まず は実証実験 でや ろう としてい ます。

こうい う工夫 が将来 に向 けた入 口で,LCA的

に も十分 成 り立つ,と 思 い ます 。 あ とは安全

性 です が,十 分注 意 してやれ ば大丈夫 だ と思

い ます 。水 素 ス テー シ ョンをせ っか く作 って

も,車 があ ん ま り来 ないので水 素が 「宝 の持

ち ぐされ」 に なってい る。 そ こで水 素ス テー

シ ョンを活用 して地域 の水 素供 給拠 点 にで き

な いか と考 え てい ます 。少 しずつ実 証 の範囲

が広 が りつつあ ります。

司会 さっ きの神 谷 さん のお話 では,航 空機

とか船舶 とか,そ うい うこ との研 究 とい うの

は どの程度行 われているので しょうか。

神谷 日本は全然やっていません。水素飛行機
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[寄稿]

水素利用技術の難題
一水素は如何に材料の強度を弱めるか

村 上 敬 宜(九 州大学工学研究院 教授) '
㈱

1.背 景

人類 は長年にわたって,地 球の多 くの資源

を食いつぶ してきた。

色々な調査 によって,石 油が使えるのはあ

と40～50年 といわれている(図1)。 日本 は近

い将来,エ ネルギー確保 において大変厳 しい

状況 に置かれることは目に見えている。一方

で,地 球温暖化 も進行 している。エネルギー

問題 も地球温暖化問題 も各方面で議論 されて

いるが,両 者 ともに台風や地震被害の ように

一過性の ものではないことを認識 しなければ

ならない。問題が顕在化 した ときには後戻 り

が不可能である。にもかかわらず,今 日明 日

の問題でない との認識で毎 日少 しずつ破局へ

と向か うのが人間の習性である。 この ような

事情で水素をエ ネルギー として利用する社会

へ向かうことが必須 となっている。

しか し,水 素利用社会実現には多 くの科学

的 ・技術的課題がある。一方で,社 会受容性

を高める啓発活動 も必要である。国民(一 般

市民)の 協力な しに安全 な水素利用社会実現

はあ り得ない。定置用燃料電池システムの普

及にはパイプラインの安全確保が必要であ り,

車両用燃料電池 システムの普及には車両その

ものの安全対策の他に利用者の使い方,ト ン

ネル,地 下駐車場,水 素ステーシ ョンな どの

インフラの安全確保が必須である。安全 にか

かわる純粋 な技術 的対策の他 にマン ・マシン

システムか らみた安全対策や啓発が必要であ

る。
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図1主 要なエネルギー資源 ・鉱物資源の残余年数

この よ うに考 えて くる と,水 素社 会実 現 の

た め には基礎 か ら実証 まで の科学 的 ・技術 的

研 究 開発 と並 行 して 国 をあげて の国民 の理解

を得 る活動 を早期 には じめ る こ とが重 要で あ

るこ とが わか る。エ ネル ギー と地球 環境 問題

は,内 閣府 の主 要政策 で も取 り上 げ られて い

る。 日本 の将来 の根幹 にか かわ る問題 なの で

あ り,ナ ノ,バ イ オ,IT,ロ ボ ッ トな どの

科学 ・技 術問題 とは次元が異 なる ものである。

この問題 の重要性 について は吉 田邦夫氏(1)

に よって も論 じられ てい る。本稿 で は,水 素

利用技 術 の基盤 を支 え る水素 と材料 に関わ る

技術 的問題 を取 り上 げる。
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2.水 素 はなぜ材料 の強度 を弱 め るか

私たちは水やお湯 をパイプに流 して も重大 な

事故の心 配は しない。漏れる ことはあ ま りない

し,漏 れた と して も危 険が少 ないか らで ある。

高温高圧 の蒸気や プロパ ンや天然 ガス などが漏

れ ると事故 につ なが るが,そ れで も防止法は確

立 している。これ に対 して,水 素 は大変やっか

い者である。他の ガス よ りはるかに少 ないエネ

ルギー で着 火す る。 空気 中の濃度 も薄 い状態

(4%)か ら濃 い状態(75%)ま でが可燃範 囲で

ある。 ゴム風船 に入れてふ くらませ て も翌 日は

しぼ んで しまうのは,水 素が ゴムの分子の間 を

抜 けて外 に出るか らであ る。水素が素通 り,あ

るい は侵 入するのはゴムだけではない。金属 に

も侵入するのであ る。

金属 に水 素が侵入す ると,強 度が著 しく低 下

す ることが知 られてい る。破壊 を起 こ したとき

の状況はマ クロ的には一見金属 が脆 く壊れた よ

うな様 相 を呈す るので 「水 素脆化」 とい う用語

が使用 される ようになった(図2)。 ところで,

金属 に侵入 した水素 は,金 属 中で どのような振

る舞い をするのであろうか。残念 なが ら正確 な

こ とは未だわかってい ないのである。 よ く知 ら

れた実験 は次 のような もので ある。

「金属 を水素 ガス 中で極 め てゆ っ くり引張

る と,空 気 中で引 っ張 った場合 と比べ て伸 び

が著 し く減少す る」

この現 象 の解 釈 につ いて も議論 が分 か れて

引張応力

↓
SUS304ス テンレス鋼水素チャージ材で
引張 り試験で登生したき裂

拡 大 図

図2水 素チャージ材の引張り試験によるき裂

い るが,水 素が い たず ら してい る こ とは明 ら

か な事実で ある。

もう1つ の よ く知 られ た実験 に よる現 象 と

して次の ような ものが ある。

「切欠 きあ るい は き裂 を付 けた鋼 の試験 片

に水 素 ガス 中で荷 重 をか ける と,荷 重 が一定

値 で も時 間の経 過 とともに き裂が ゆ っ くり進

展 し,最 終 的 には試験片 は脆 く破 壊す る」。 こ

の現 象 には 「遅 れ破壊 」 とい う名 前が つ け ら

れ てい る。

上 記2つ の例 にはいずれ も 「極 め てゆ っ く

り引 張 る と」,「時 間の経過 と ともに」 とい う

時 間の フ ァク ターが 関係 してい る ところが特

徴 であ る。 この こ とは現象 の解釈 に多 くの誤

解 を生 む原 因に なってい るが,こ こで はそ の

こ とには触 れない。

上 に紹介 した2つ の例 は比較 的古 くか ら知 ら

れている もので,燃 料電池 システムでは な く多

くの化 学プラ ン トや原子 力 プラ ン トで話題 にな

って きた。 これ らの機器では,水 素が金属 中に

侵入す ることで き裂が発 生 し荷重負担能力が低

下 し,破 壊事故 に至 ることが問題 とされた。 と

ころが,燃 料電池 システム においては水 素 と金

属の関係 は よ り直接的であ る。多 くの部品や機

器が直接低圧,高 圧の水素 に曝 されるのである。

しか も,こ れ らの部品には繰返 し荷重がかかる。

繰返 し荷重 を受 ける金属 の破壊 現象 は,「 金属

疲労」 と呼ばれている。金属疲労の研 究の歴史

は古 く,約150年 で あるが,現 在 で も破壊事故

の80～90%は 金属疲労が原 因である。多 くは空

気 中の実験 デー タについての研究が なされて き

たが,中 には液体 中やガス中での研 究 もあ り,

色 々な現象が解明 されて きた。

しか し,水 素が金属疲労 に及ぼす影響 につい

ては これ まで ほ とん ど研 究が なされ ていない。

それほ ど必要 にせ まられなか ったか らである。

それでは 「研 究 をすればす ぐ解決で きるので は

ないか」 とい うことになる。私たちは10年 ほど

前 か ら関心 を持 ち,特 に,こ こ数年 は集 中的 に

研 究 グル ープ の総 力 をあ げて研 究 を行 ってい

る。現在 の感想 は 「これは大変や っかいで難 し
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一23一



い問題」 ということである。燃料電池システム

に関わるほとんどの企業は,部 品や機器,装 置

の開発は従来技術の延長でいけると考えている

ふ しがある。これは全 くの誤 りである。「空気

中と水素中は別世界」 と考えて,技 術開発 に基

礎から取 り組むことが解決のへの近道である。

学問的裏づけもなく,部 品や機器を製作 しては

試験する,膨 大な試行錯誤はエネルギーの無駄

遣いであるばかりでなく,自 分たちが前進 して

いるのか後退 しているのかわからない状況には

まり込むことになる。

以下では私 たちの研究グループの最近の成

果の一部 を紹介 して,こ の問題について理解

をしていただければ幸いである。

3.水 素 と金属疲 労

(1)金 属疲労 とは何か:疲 労試験と現象

金属に力を繰返 しかけると,や がて破壊す

る現象が 「金属疲労」である。大 きい力 を繰

返す と少ない繰返数N(疲 労寿命 とい う)で

破壊する。繰返す力 を減 らしてい くと寿命は

延びる。 この試験 を疲労試験 というが,疲 労

試験 を永 遠 に続 け る わけ に はいか ない か ら,

どれほ どの繰返 し数 まで実験 して,長 期 間安

全 に使 用 で きる確 証 を得 るか が問題 とな る。

一般 には
,疲 労試」験はN=107(1000万 回の繰返

し)で 打 ち切 る。そ れ には理 由が あ る。 通常

使 用 され る鋼 の試 験 のデ ー タは図3の ように

なるか らであ る。N=107に 至 るまでにそ れ以上

繰返 して も破 壊 しない兆候 が得 られ るか らで

あ る。あ る限界 の力,正 確 には応力(単 位 面

積 当 た りが負 担す る力:記 号 σを用 い る)を
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図4金 属疲労の微視的過程 き裂の発生と進展
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永久 に繰返 しても破壊 しないと考えられる限

界の応力を疲労限度(σw)と いう。材料ごと

に疲労限度 を求めることは大変重要なことで

ある。疲労限度は機器 を長期間使用 しても破

壊事故が起 こらない ように設計するためには

欠かせない重要な量である。

ところで,「疲労限度」は金属疲労の長い歴

史の中で 「力を繰返しかけてき裂が発生する限

界」 と考えられてきたが,近 年の研究で確立さ

れている考え方は 「発生 したき裂が進展を停止

する限界」 というものである。「発生 したき裂

が同じ力を繰返 しても,そ れ以上進展せず停止

する現象」は大変奇妙な現象であるが,金 属疲

労の理解に欠かせない重要な事実である。

疲労限度より大きい力を作用させたとき破壊

に至るまでの材料内で起こる現象はどのような

ことであろうか。破壊の原因となるき裂の発生

は破壊直前に発生するのではない。き裂は疲労

試験開始後の早い時期に発生,そ れが繰返 しと

ともに徐々に拡大していく。図4は この様子を

観察した1つ の例である。 き裂は疲労寿命Nfの

数パーセントの時期に発生 していることがわか

る。巨視的には破壊直前 まで何の変化 も起こっ

ていないように思えるので,疲 労破壊は突然起

こるように思われているが,実 際の現象はそう

ではないことを理解することが事故防止にも重

要である。このように 「金属疲労」という現象

は 「き裂発生までの過程」と 「き裂進展 ・拡大」

の過程から成ってお り,特 に巨視的には気づ き

難 い微小 き裂進展 の過程が寿命 の大半 を占めて

いるのであ る。金属疲労 は材料 が全体的 に くた

びれた状態 になるので はな く,局 所的 なき裂 の

発生,進 展現象 なのである。

一般 には
,疲 労試験の結果 とミクロな現象 は

図3,図4の ようになるが,近 年高強度の鋼 を

N=107回 を超 えて疲労試験す る と,疲 労 限度 の

消滅現象が起 こることが報告 されるようになっ

た。疲労限度 が存在 しなければ機器の設計 は大

変 困難 になる。繰返 しを継続す ればいつかは破

壊す るか らである。 この ようなことか らN>107

での疲労強度 を決定する ことが必要 になって き

た。最近で はN=109やN=1010ま での実験 もなさ

れる ようになった。N=109の 試験 には100Hzの

繰返 し速度 で も4カ 月を要す るのでN>108の 試

験 には20kHzで の超音波疲労試験機 も利用 され

るようになって きた。

高 強度鋼 のN>107で の疲労破 壊 は超 長寿命

疲労 あ るい はギ ガサ イ クル疲 労 と呼 ばれて い

る。低 い応力 を負荷 してN>107で も疲 労限度

が得 られず,破 壊が生 じる現象 については鋼 中

の非金属介在物が トラ ップ している水素が影響

している と考 え られている(2)。N>107で の高

強度鋼の疲労試験の破壊の起点が非金属介在物

であ り,非 金属介在物の まわ りに水素の存在 が

確 認 され てい る。図5(a)は 疲労破壊 起点 に観

察 された非金属介在物で あ り,(b)はSIMSに よ

る水 素の検 出結果で ある(3)。 これ らの破壊起

点 には顕 微 鏡 で観 察 す る と黒 く見 え る領 域
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(b)SIMSに よる介 在物 にトうップされた

水素 の2次 イオ ン像

図5疲 労破壊起点となった非金属介在物の金属顕微鏡写真とSIMS像

第28巻 第2号(2005)
一25一



(ODA/OpticallyDankArea)が 見 られるのが特

徴である。介在物 と同程度の寸法の微小な人工

欠陥を導入した場合や他の組織から破壊 した場

合にはこのような領域は見られない。1ppm程

度の微量な水素でも,長 寿命の疲労試験ではこ

れほどの重大な影響 を及ぼすのである。

燃料電池システムでは種々の機器が直接水素

に曝されるから,こ れらの機器の疲労強度につ

いては,長 期間使用中の水素の影響を解明する

ことが必要である。残念ながら,現 在のところ,

水素が金属の疲労強度に及ぼす影響について系

統的に実験 したデータは世界中にない。

次下では,著 者 らのグループが得たい くつ

かの例を紹介 し,水 素が金属疲労 に及ぼす影

響がいかに重大かを示す。

(2)蓄 圧器材料=ク ロモ リ鋼(SCM435)

SCM435は 蓄圧 器用 や水 素圧縮機用材料 とし

て使 用 され る。 これ らの機器 を長期 間使 用す

る とどれほ どの水 素 が材 料 中 に侵 入す るか は

まだ デー タが ない。 そ こで,人 工 的 に水 素 を

チ ャー ジ した試験 片 につ いて疲労試 験 を行 っ

た。図6に,疲 労試験 の結 果 を示す(4)。 水素

チ ャージ量 が微量 で も著 しい疲労 強度の低下,

疲労 寿命 の減少 があ る こ とがわ か る。初期 の

水 素量 が10ppmの 場合 には水 素チ ャー ジ しな
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図6疲 労試験データで見る水素の影響

い場 合 にN=108ま で耐え る繰返 し応 力の下で も

N=104～2x104程 度 の寿命 しか ない。寿命 は1

万分 の1程 度 に縮 まるので ある。疲労 試験 中

に水素 は試験 片 か ら抜 け出 て しま うので,実

際 の水 素量 は10ppm以 下で あ る ことに も注 意

しなけれ ばな らない。 この こ とか ら,材 料 が

長期 間(5～10年)高 圧水素 に曝 される とどの

程 度 の水 素 が材料 中 に侵 入す るか を把 握 す る

試験 が極 めて重要 になる。

この問題 に関 して,典 型的 な誤解 は 「高 圧

水 素 中で疲労試験 を実 施 し,5～10年 分 の繰返

し数 に耐 えたか ら大丈夫 」 と考 える こ とであ

る。高 圧水 素 中で疲労試験 を実験 し,1万 回

や10万 回繰 返す の は1日 かせ いぜ い数 日 しか

要 しない。 この ような実験 で は,水 素 は まだ

十分 に材 料 中 に侵 入 してい ないの で水 素 の影

響 は考慮 してい ない こ とになる。 この問題 に

つい ては多 くの研 究者,技 術者 の誤解 が あ る

ので注意が必 要であ る。

(3)ス テ ン レス鋼(SUS304,SUS316,

SUS316」SUS405)=配 管系,バ ル ブ,

ばねの材料

ス テ ン レス鋼 は燃料 電池 システ ム,水 素利

用 機器分 野 で重要 な材料 であ る。著者 らの グ

ルー プの実験 に よれば,平 滑試験片(切 欠 き,

穴 な ど欠 陥 の ない丸棒 状試 験片)を 使 用 した

場 合 は,水 素 をス テ ン レス鋼 にチ ャー ジ した

場 合 も,水 素 雰囲気 中で実 験 した場合 も寿命

に さ ほ どの 影 響 は 見 ら れ な い 。 しか し,

suS304やsus316で 初期 か ら微小 な人工 欠陥 を

導 入 した試験片 で は,水 素 チ ャー ジ した試験

片 の寿命 が水 素チ ャー ジな しの試 験 に比べ て

著 しく短 くなる。 この原 因 は,人 工欠 陥 を導

入 した試験 片 で は,試 験片 の ご く初期 に き裂

が発 生 し,ほ ぼ全寿命 が き裂進展 に費 や され

る こ とと,水 素が材料 中に侵入 してい る と疲

労 き裂 の進展 が著 しく加速 され るこ とである。

図7に 実験 結果 を示 す。 この現象 はSUS316L

やSUS405で は目立 ってい ない。 この差 につ い

ては,SUS304やSUS316の 組織が繰返 し応力 を

一26一
季報エ ネルギ ー総合工学



1000

90◎

(800

旦700ミ

6。。

500

竈400

驚300

200

100

{か
cr・・280MPa

R隅 一1

ノ融.2Hz

▲

▲ ◎

◎

◎

▲ ◎

〇
一.ひ▲

水楽チャージ ▲

◎(3
,7PP翼簸)

む

▲ ◎ 鳳㌦ 未チャ_ジ

む

t。50(2・2ppm)

穴 径d=lo◎ μm

5000裏0000

繰返し数2>

(a)SUS304

1000

900

(800

塁700

》
Pt600

ヨ　

竈4◎o驚

300

200

100

σ醤260MPa

R繍 瞳

ノ篇1.2Rz

▲

▲

ノヲ▲水素チ
ャージ

(5.5PP勲 ユ)▲

▲
◎

▲ 合 ◎ ◎ ◎
e↓

穴 後

0

◎

◎

◎

ψ

＼
◎ 未チヤージ

(3.4ppm)

d・lo◎ 陶

o 5000玉0◎001500◎

繰返し数N

(b)SUS316

鐙00

900

(800

97。 。

蕊600

う　

蓄4。 ・
葡300

200

100

σ=260MPa

R・・-1

∫"5Hz

水楽チヤージ

(4.3ppm)一

穴 楼

d=亘0◎ μm

▲◎

来チャージ

(z7P圃 ～ ま◎

丸

む

合幽・◎

0 100000200000300000

縁返し数N

(c)SUS316L

10◎0

900

　　

竃7◎ 。

冨6◎ 。

500

接400

驚30◎

2◎0

1◎0

図7

0 5◎0001000001500◎020◎000

縁返し数N

(のSUS405

(a)(b)(c)は オーステナイ ト系 ステ ンレス鋼,(d)は フェライ ト系 ステ ンレス鋼

人 工 微 小 穴(直 径100μm)か らの 疲 労 き 裂 進 展 に 及 ぼ す 水 素 チ ャ ー ジ の 影 響

受 ける と変 態 してマ ルテ ンサ イ トに なる傾 向

が ある こ と,こ の傾 向は水素 の存在 に よって

強 くなるこ とが関係 してい る。

しか し,こ れ らの実験 は加工 を受 け てい ない

材 料 か ら試 験片 を製作 した結 果で あ る。 多 く

の機 器 は通 常、 製作過程 で大 きな加 工(塑 性

変形)を 受 けるか ら,SUS316Lな どについ て

も今後 は加工 の影響 を調べ る必要が ある。

紙 数 の制限 か ら詳細 な説 明 は省 くが,結 論

を要約す れば,SUS316Lは,SUS304,SUS316

に比 較す る と,相 対 的 には耐水素 性 に優 れ て

い る こ と,し か し,水 素 チ ャー ジ量 を増 し,

その後加 工 を受 けた材 料 の き裂進 展特性 につ

いては,さ らに研 究が必 要であ る。

(4)ア ル ミニウム合金=高 圧 水素容器 のライ

ナー材

車載用35MPa高 圧水 素 タンク(図8)の ラ

イナ ー(タ ンクの内張 り)に はA6061-T6ア ル

ミ合金 が使用 され てい る。 タ ンクの外 周 は繊

維 強化 プラス チ ック(CFRP)で ある。 ライナ

ー はス ピニ ング加工 で製 造 され る(こ の方 法

を採 用 しないメー カー もあ る)。 ス ピニ ング加

工 す る と多 くの場合,口 金部 に しわが生 じる

(図9)。 この しわ の存在 は耐圧 テス トの際 に

は目立 った影響が見 られ ないので現在 の とこ

ろ特 別 な注 意が払 わ れてい ない。 しか し,疲

労強 度 には著 しい影響 を与 え るこ とに注意 し

なけれ ばな らない。

第28巻 第2号(2005)
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(a)外 観

も
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(b)構 成
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(出所:鬼 鞍宏猷21世 紀COEヅraグ ラム「水素利用機械システムの統含技癒」澱動報告書(2◎◎3～2004>)

図8高 圧水素容器の外観 と構成

図10は 試験 片 に100Ptmか ら1mmま での人工

微 小穴 をあ けた試験 片 の疲労試 験結 果 を示 し

て いる。1mm程 度 の欠陥 は引張 り強度 には ほ

とん ど影響が ないが(表1),疲 労試 験 では欠

陥が ない場合 に比べ て寿命 が10分 の1以 下 に

なる ことに注 意 しな ければ な らない。規定 と

な ってい る 「耐 力 の1.5分 の1の 繰 返 し応 力 で

Nf=11,250の 保 証」 の根拠 が危 うい のであ る。

A6061-T6は 水素侵 入が少 ない材料 とい われて

い るが,そ の こと を詳細 に調べ た研 究 は未 だ

ない。長期 間使 用 での水素侵 入 と欠陥 や き裂

が存 在す る状態 で の疲 労強度 へ の影響 は十分
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図9高 圧水素容器の外観 と構成

追跡調査をする必要がある。

高圧水素用容器 については近い将来,安 全

基準が告示 ・施行 される予定である。その内

容の大部分は高圧天然ガス用例示基準 に準ず

るものになるであろうが,水 素 と他のガスの

決定的な違いが考慮 されていない ことには注

意を要する。水素 を天然 ガス に置 き換 えて実

験 したとして も,規 定の繰返 し数を満足すれ

ばそれ で よい とい う訳 で はない。例 えば,

N=11,250回 の規定の繰返 し数 を繰返すテス ト

は1日 か長 くて も数 日で終了す る。 この よう

な短時間で繰返 し速度の速い試験では水素は

材料 中,も う少 し具体的には き裂 などの先端

には十分侵入 していないか ら,10年 程度の長

表1試 験片の 引張 り強度(A6061-T6)

σB【M珂

平滑試験片 318

人工穴付試験片

(穴径雄1㎜)
323
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期 間に水素が材料 中に侵入 した状態の影響 を

調査 したことにはならない。実物 と同 じもの

で規定の繰返 し数だけテス トして基準 を満足

すれば可 と判断するのが典型的な誤解である。

多 くの企業の技術者が,こ の ような考 えのも

とに製品開発 を行 っているが,今 後はこの問

題 を正 しく認識 して もらいたい ものである。

この問題 は圧力容器 に限 らず,水 素関連 シス

テムの機器全般にかかわる問題である。

4.結 言

して は安 全 な水 素社 会 の実 現 はあ り得 ない 。

ひ とたび事 故 が起 これ ば,日 本 のエ ネル ギー

政 策 に致命 的 な打撃 となる こ とを技術者 の共

通認識 に したい。

人間 は機 械が 昨 日まで何事 もな く運転 され

てい る と,今 日も,明 日 も無 事 に運転 され る

もの と思 い込 む習性 を持 ってい る。金属 疲労

の世界 で はそ れはあ り得 ない。破壊 は ミクロ

な ところで静 か に進行 してい るのであ る。 こ

の こ とを認 識す る こ とが事故 を起 こさない一

番 の対 策であ る。

紙数の制限のために限 られた材料 について

限 られた条件下での水素 と疲労強度の問題 に

ついて述べたが,今 後行 うべ き最 も重要な研

究は,「材料が長期間水素に曝 されたとき,ど

の程度の水素が侵入するか」 を予測すること

である。そ して,一 方で 「既知の水素量 を含

む材料 の疲労強度や トラボロジー*特 性 を明

らかに し,そ れをもとに水素機器の長期間の

安全 を確保する技術 を確立すること」である。

地味な研究ではあるが,こ のような研究な く
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[寄稿]

燃料電池用水素製造技術の開発*

安 田 勇 麟欝 讐 トーヂ

@/①@/㊦ ◎⑤(iン⑤

は じめに

燃料電池には家庭用の据置型燃料電池 と自

動車用燃料電池があ ります。本 日は,燃 料電

池車向け燃料 としての水素製造技術 とその技

術開発の最新状況をご紹介 します。

内容は,① 化石燃料 からの水素製造 と燃料

電池システム,② 定置用燃料電池向け燃料処

理技術,③PSA方 式による水素製造の開発 と

実証,④ 水素分離型 リフォーマーによる水素

製造技術,最 後に,今 後の展望についてです。

化石燃料からの水素製造と燃料電池システム

か ら水素 を取 り出す とい うことです。私 は,

産業界が出 している 「副生水素」 を利用す る

方法 と 「化石燃料」か ら水素を作 り出す方法

の2つ が主流 になってい くと思います。副生

水素は基本的に水素 とい う形で出てきますの

で,こ こでは化石燃料か らどうやって上手 に

水素を作るかに焦点を絞ってお話 しします。

「化石燃料」から水素を作 り出す方法 として,

既 に工業用 に使われている 「水蒸気改質法」,

「部分燃焼法」,「オー トサーマル改質法」の3

つがあ ります。化石燃料 というのは通常,炭 素,

水素,酸 素等が結合 した炭化水素ですので,炭

素 と水素の結合を切って水素 を取 り出すことに

なります。その時に何 と反応 させて結合を切 る

のかによって分類されます。水蒸気 と反応 させ

る場合は 「水蒸気改質」,酸 素と反応させる場

合は 「部分燃焼」,両 方の利点を合わせた反応

は 「オー トサーマル」 と言います。

化石燃料からの水素製造～3つ の方法

自動車燃料用水素製造の課題と先進技術

色 々なエ ネルギ ー源 か ら様 々なプ ロセ ス を

経 て水 素 を作 る こ とが で きる とい うのが,水

素 エ ネル ギーの大 きな特徴 です 。再 生可能 エ

ネル ギーか ら作 り出す水 素が究極 の クリー ン

エ ネル ギ ー と して期 待 され る と ころです が ,

や は り再生可 能エ ネル ギー は,安 定供 給 の側

面 や コス トの側面,技 術 の側 面で課題が あ り,

一足飛 びに実現 しそ うにあ りませ ん
。

では,現 実 的なオプシ ョンと して何 か ら水素

を作 るのが 良いか。1つ が,実 績 の あ る燃料

上述の3つ の方法は工業用の水素製造 につ

いては成熟技術ですが,エ ネルギー としての

水素製造 を考えた場合,い くつかの課題があ

ります。

まず,大 規模 な工業 プラン トと車に水素を

供給するための設備 とでは当然求め られる大

きさが異なってきます。設備の外観 も威圧的

であっては一般ユーザに受け容れられません

ので,で きるだけ小 さくシンプルに格好 よく

*本 稿 は、今年2月25日 の当所 月例研究会(第232回)に おける ご講演 を本誌 掲載用 にテープ起 こしした ものです。
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表1化 石燃料からの水素製造技術

成 熟 技 術

・水 蒸気 改 質

・部分燃 焼法

・オー トサ ーマ ル改 質

技術課題

・小 型 化

・シ ン プ ル 化

・高 効 率 化

・低 コ ス ト化

先 進 技 術

・熱 分 解 法

・SorbentEnhancedReforming

・メ ン ブ レ ン リア ク タ ー 法

一 水 素 透 過 型

一 酸 素 透 過 型

・プ ラ ズ マ 分 解 法

・マ イ ク ロチ ャ ン ネ ル 改 質 器

表2水 蒸気改質反応

反献C,Hm+・H2・ 一一・nC◎ ÷(轟+嬰)H2:囎 鵬

原料 が メタン(CH4)の 場合の反応式 は

CH4+H20→CO+3H2=206.2kJ/molの 吸 熱 反 応

さ ら に 以 下 の 平 衡 反 応 が 速 や か に 生 じ る 。

CO+H20・ →CO2+H2=41.2kJ/molの 発 熱 反 応

見 せ る と同時 に,高 効率且 つ低 コス トで の水

素製造 な どが技術課題 にな って くるわけです。

こういった技術課題 を解決 すべ く,色 々新 し

い水 素 製造技 術 が研 究 開発 され て い ますが,

い くつ か例 を挙 げ ます 。 まず,直 接炭 化水 素

を,温 度 を上 げ て分 解 して炭素 と水 素の結 合

を切 る熱分解 法,水 蒸気 改質 の一種 のバ リエ

ー シ ョン と して吸 着 剤 で反 応 を促 進 させ る

SorbentEnhancedReforming(炭 酸 ガス吸 着型

促 進改質法),反 応 と分離 を一緒 にや るこ とで

水 素 製造 の効 率 を高 め るメ ンブ レンリア クタ

ー法
,あ とプ ラズマ 分解 法 な どが あ ります。

これ らを表1に 示 します。

今後の主要技術～水蒸気改質法

水蒸気改質法は最 も経済性が高 くかつ効率

よく水素を作 り出す反応です。そのため,さ

まざまな工業プロセスや燃料電池用の水素 を

作 る方法 として広い実績があ ります。今後 も

主要な水素製造形態であ り続けると思われま

す ので,や や詳 しく紹介 してお きます。

炭 化水素 と水蒸 気 を反応 させ る反応式 を表

2に 示 しま した。最 も簡単 な炭化水 素 であ る

メ タンの場 合,メ タン1と 水1を 反応(水 蒸

気改 質反応)さ せ る と一酸化炭素(CO)1つ

と水 素3つ が作 られ ます。 で きたCOは さ らに

水蒸気 と反応(CO変 成反応 また は水成 シ フ ト

反 応)し てCO2と 水 素 に な ります 。 つ ま り,

炭 化水 素 か ら水 蒸気 改 質 反応 で作 る水 素 は,

炭 化水 素 に縛 られてい た水 素 と水 か ら持 って

きた水 素なわけです。

この2つ の反応 の大 きな違 い は,水 素 を取

り出す一段 目の 「水 蒸気 改質 反応」 は吸 熱反

応 で,「 水成 シフ ト反応」 は,発 熱反応 であ る

とい うこ とです。

さらに,反 応 温度,反 応圧 力 な どの操作 因

子 をうま く組 み合 わせ る ことに よって水 素 を

大量 かつ効率 よ く作 っているわけです。

今 出て きた水蒸気改 質反応 で,ど の ぐらいの

濃 度 の水 素 が どうい った 条件 で で きるのか,

計 算 で 求 め ま した 。図1は,圧 力 が0.IMPa
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図1

(1気 圧)で す か ら常圧 です。原料 はメタンで,

ス チーム比2,3,4の 順 に,添 加 す るスチ

ー ムの メ タンに対 す るモ ル比 を上 げてい ます。

右下 が りにプ ロ ッ トされてい るのが メ タ ン濃

度。右 上 が りにプ ロ ッ トされてい るのが転化

率 で,メ タンが反応 した割合 です。 右 に フラ

ッ トになってい る プロ ッ トが 製造 ガス 中の水

素濃度 にな ります。反応 温度500℃ ぐらいか ら,

反応 ガス 中の メ タン濃度 が下 が って きて転化

率が上 が ってい きます。 その結 果,水 素濃度

も上が ってい きます 。700～800℃ になって く

る と,反 応 ガス 中の メ タンはほ とん どな くな

ります し,転 化率 も95%を 超 え100%に 近づい

て い く,そ の結果,水 素 濃度 も飽和 して くる
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0.1MPa(常 圧)で の 水 蒸 気 改 質 反 応

1000

とい うことにな ります。

「水蒸気 改 質反応 で水素 を作 る反応 とい う

のは700～800℃ で行 うのがい い」 とよ く書 か

かれて い ます けれ ども,そ の理 由は この デー

タを見 ればお分 か りいただける と思 い ます。

圧力 を上 げる と,図2の よ うにか な り様子

が 変 わって きます 。1MPa(10気 圧)ま で圧

力 を上 げた場合,メ タンか ら水素 を作 り出す

反 応 で は,転 化 率 の カー ブが 図1に 比 べ て,

かな り下 が ってい る ことにお気づ きいただ け

る と思 い ます 。圧力 を上 げ る と反 応が 進み に

く くなるのです 。つ ま り,転 化率 を高 くしよ

うと思 えば,圧 力 は低 い方 が い いわ けで す 。

しか し,同 じ容 積 の反応器 だ と圧 力 を高 くし
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燃 麟電 池

(PEFC)

H2◎

天然ガス

(c嚇
ろ

改 質

コL二.ツ

ト
=

改 質 ガス

N255

α ㌔29ら

__CO27%

C◎1◎%

H2◎26%

孜質 ガス懲 鑛 慧

C◎低減ユニット

(CO変 成器&
C◎避択酸鋤

純 水嚢供 給盤

水素精製ユ畿ツト

1駈カスイング吸慧
または水素透過膜)

蕪回
瀦蕪 蟹
＼夢

図3改 質ガス供給型と純水素供給型

た ほ うが原料 を よ り多 く詰 め込 め るので,圧

力が高い方が反応器 をコンパ ク トにで きます。

とい うこ とで,実 際 には,様 々 な因子 を同時

に考慮 して反応圧力が選 ばれてい るのです。

この よ うに して取 り出 した,水 素 が高 い比

率 で含 まれ る改 質 ガス(水 素 リ ッチ な改 質 ガ

ス)の 典型 的 な組 成 は,図3に 示 す よう に,

水素55%,水26%,残 りが メ タン,CO,CO2

とな ります。 ところが,改 質 ガスの ままでは

燃料 電池 を動 かせ ませ ん。改質 ガス に含 まれ

るCOが 燃料電池 の電極 を痛 めて しま うか らで

す。そ こで,残 ってい るCOを 燃や して除去す

る選択 酸化 な どを行 った うえで,燃 料 電 池 に

供 給 して発 電 し,熱 を取 り出 しています。

一方
,自 動車 に供給す る水素 はさ らに高純度

で なけ れば な りませ ん。 そ こで,改 質 ガス を

精製 して99.99%以 上 の高純 度 に して車 に供給

してい ます。

燃料電池システムの構成と導入イメージ

図4は 定置型家庭用燃料電池の場合のシス

テム構成 と導入のイメージです。民家のす ぐ

側 に燃料電池 を置 き,燃 料電池で発生する電

力 とお湯を家庭内で利用 します。ただ し,燃

料電池1台 で家庭内の電力需要をすべて賄 う

わけではありません。燃料電池の設備容量は,

家庭の電力需要のピークに合わせて決められ

ているわけではあ りません。そ うするとピー

ク時以外での燃料電池の利用率が低 くなって

しまうからです。燃料電池 は利用率が最 も高

くなるように設定 されますので,ピ ーク需要

時 には電力が足 りな くな ります。その足 りな

い分は電力会社から買うことになりますから,

燃料電池は電力会社の系統 と連系 して運用 さ

れることになるのです。

〈システム構成 〉 〈導入のイメージ 〉

バ ックアップ

匝]凶

鷺力

瞬

藻磯湯

鑛讃

図4家 庭用燃料電池 コージェネの構成
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一燃落綴 κよる翻 拳鷺ン砂磁

定置用燃料電池向け燃料処理技術

3段 階のプロセスと高い燃料処理効率

私 ども東京 ガス で開発 して いる定置用 燃料

電池 向けの燃料処理技術 をご紹介 します。

原 料 は都 市 ガス です。都 市 ガス には,ガ ス

漏 れの 時 にす ぐわ か るよ うに硫黄 化合物 を入

れ匂 い が付 け られ てい ます。 まず,そ の硫 黄

化合物 を取 り除い て,700℃ くらい で水蒸気改

質 反応 を行 いメ タ ンを分解 し水 素 を取 り出 し

ます。 出て くるCOは200℃ で水蒸 気 と反応 さ

せ てCO2に し,そ れで も残 っているCOを150℃

で選 択酸化 反応 させ燃 や します 。 こ うい った

3段 階 の化 学 反 応 プ ロセ スが 入 っ てい ます 。

しか も温度 レベ ル がか な り違 ってい るため,

この間 で熱の や りと りを上 手 に しなけれ ばな

りませ ん。 これ を うま くや るため には,図5

の点 線 で囲 ってあ る部 分 を一体 的 に まとめ上

げ,す べ ての反応 を効 率 よ くや る とい う技 術

開発 が行 われ てい ます 。 その例 が図6の 円筒

形 の反応 器です 。容積 は194,で テニス ラケ

ッ トと同 じぐらい の大 き さですが,こ れでl

kWの 燃料電池 に相当 します。

燃 料処 理効率 を図7に 示 しま した。負 荷が

100%(lkWの 電力 出力相 当)だ と燃料 処理

効率 は80%ぐ らい です。 それか ら,負 荷 を下

げてい くとや や下が ります が,そ れ で もか な

り高い燃料処理効率 を維持 で きています。

図5燃 料処理装置の構造一体化

発売になった定置用燃料電池パッケージ

このような燃料処理装置を使 った定置用燃

料電池のパ ッケージを2005年2月8日 か ら,

限定的なが ら市場投入 を開始 しま した。図8

がその 「初期市場投入機」の実物写真です。

貯湯ユニッ トの奥 にあるのは,お 客様の温水

使用量が燃料電池か らの熱だけでは賄いきれ

ないほど多い場合 に湯切れを起 こさないため

従来型 改良型

構造 10露 管 4璽 管

体積 鳴 19し 19L

翼量 営 3◎kg 窪7kg

實断熱材を含む

・構造のシンプル化

・製造 コス ト低減

⇒ 覆原バ ラー ド社にライセンス供与 磁 麟鋤夕臓 〉

9◎

ξ8◎

蚕
蒔

蘇7e

箋6◎

図6一 体型燃料処理装置の改良

50

20%40%6◎%80%100%120%140%

1kW発 電出力条件に対する部分負荷率

(1kW発 電出力祭件ではスタックでOBsNm3〆hの 水素を消費)

図7一 体型燃料処理装置の効率特性

の 「バ ック ア ップバ ーナ」 を備 えたユ ニ ッ ト

です。

主 な効率 の仕様値 に示 したT/D(タ ー ンダウ

ン)と は,ど の ぐらいの部分負 荷 まで運転 で

きるか とい う値 です。定格発電容 量 は1kWで

設計 され てい ますので,最 低 出力300Wの 条件

まで運転で きる仕様 になってい ます。

最初 の2台 は小泉 首相 の公邸 に納 入 されて

い ます。今後,一 般 ユ ーザ ー に もお使 いいた

だ ける よう準 備 中です。 ユ ーザ ーには 「燃 料

電 池(FC)パ ー トナ ーシ ップ契約」 とい う10

一34一
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魯磯 壽

図8東 京ガスの 「初期市場投入機」

年 間 の使 用契 約 をお願 い して い ます 。最初 に

市場 投入 す る機 械 ですか ら,色 々 な情 報 を フ

ィー ドバ ック していた だ きた いか らです。 ち

なみ に,パ ー トナ ー シ ップ契約 でお客様 に ご

負担 いただ く金額 は10年 で100万 円です 。

PSA方 式による水素製造の開発 と実証

のか図9で 説明 します。3本 の塔の中に水素

以外の成分 を吸着で きる吸着剤が何種類か詰

めてあ ります。水素はそのまま出て きて,結

果 として高純度に精製 されます。

PSA方 式では,2つ の化学反応器 と1つ の

精製システムの合計3つ の機能が必要にな り

ます。

PSA方 式の技術の現状

PSA方 式の概略

PSA(PressureSwingAdsorption:圧 力 ス イ

ング吸着)シ ス テム をご紹 介 した い と思 い ま

す 。 この方式 の場合 は先 ほ どの と同様 に,天

然 ガス を脱硫 して水 を入 れて水蒸 気改 質反応

を700℃ ～800℃ で行 い,出 て きたCOを 転化 さ

せ るCO変 成 を200℃ ぐらいで行 って,そ の後,

水素 の純 度 を上 げる ため に,PSA装 置 で水 素

だ け を取 り出 してい ます。PSAが どうい う も

親行 拶SAシ ステム

都市ガス

(CH4)

図10が 実 際 のPSA装 置 の例 です。 これ は私

どもの関連会社 が実 際 に商 品 として,工 場等

で水 素 を使 うため の装 置 と して販 売 してい る

ものです。水素製造 能力 は毎時40rn3で,ミ ニ

プ ラ ン トとい った仕 上 が りにな って い ます。

3本 の塔 が建 ってい ますが,こ こが精 製工程

です 。水蒸気 改 質 は箱形 の炉 の 中で行 って い

ます 。現 時点で この装置 を使 って水 素 を供 給

す るときの コス トは,70円/m3と か,100円/

m3ぐ らいです。

～くツフアー タンク

騰 硫 器 改 質 器

(水蒸気改質反応>

CH4・FH20諺CO+3H≧

7◎◎～8◎0℃

C◎ 変 域 器

(シ フ ト反 応>

CO+HhOt-.CO2+H2

180～220℃

水 素 精 製 装 置

〈PSA圧カスイング畷蒼〉

純 水 素

銭2:>9辞。99%

図9PSA方 式の概略
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・都市 ガス ・LPGか ら水 素 を製造

・全 自動運転

●スキッ ドマウ ン ト方式

工場組立

・高純度(99 .999%)

・省エネル ギー ・低 コス ト

'

リジェネバーナー一適 用、スチー ム 自己製造 など6rw＼ 罫 ∴3va

フ数素製造 原価:70～ ・100円/Nm3孝 墾渡

鐙 孫 以 上 ⑳ 鍮

図toPSA方 式水素製造装置

この種 のPSA装 置が 実際 に自動 車燃 料用 の

水 素製 造装置 として使 われ てい る実績 が あ り

ます。 図11は 経済 産業省 の水 素 ・燃 料電池 実

証 プロジェ ク ト(JHFC)で 東 京都 と神奈 川県

に作 られ た10カ 所 の水素 ス テー シ ョンの所 在

地 を示 してい ます 。 この うち化 石燃料 系 の燃

料 を使 ってい るのは,メ タノール も入れ る と

6カ 所 にな りますが,す べ てPSA方 式 の水 素

製造装 置 を使 ってい ます。

千住水素 ステーシ ョン

例 と して,東 京 ガス の敷地 の 中に建 設 され

てい る千住水素 ステー シ ョンをご紹介 します。

図12の 奥 にあ る2つ の箱 が水 素製造装 置です。

左 側 がPSA方 式 でLPGを 燃 料 とす る装置 で,

右側 が新技術 で作 ったメ ンブ レ ンリアク ター

方式 の水素 製造装 置で,コ ンパ ク トで効 率 も

か な り高い ものです。

右側 の新 しい技 術 で作 った装置 の燃料 は都

市 ガス です。2つ の装 置 で作 った水 素 は左 側

の建屋 に送 られ,400気 圧 まで加 圧 され て,建

屋 内のシ リンダーに高圧水 素の形で貯蔵 され,

デ ィスペ ンサ ー(ガ ソリ ンス タ ン ドの給 油装

置 に相 当す る機械)を 使 って燃料 電池車 に水

素供給す る仕組 みになっています 。

2003年5月 にオープ ンして既 に2年 近 く運用

してい ますが,技 術面,安 全面 で もまった く問

題が な く,順 調 に運用で きてい ます。 自動車 も

トヨタ自動車 とダイムラー クライスラーか ら燃

料電池車 をリース して使 ってい ます。 トヨタの

車 を使い始めたのが2003年8月,ダ イム ラーは

2004年1月 か らで,今 まで に2万 ㎞ 程 度走 り,

普段使 う分 には非常 に快 適に使 えています。

千住 ステ ー シ ョンのオ ープ ン以 来(2003年

5月 ～2005年3月),車 の充填総 数 は546台 で

す 。月 当た り二十数 台で,供 給 した水 素 の総

量 が7,590m3で す。実 は,自 分 た ちが リース し

て使 ってい る2台 を充填 して いる とい うの が

実 態です 。滅 多 にお客 さんが来 ない とい うこ

とで少 し寂 しい思 い をしてい ます。

期薗:2◎ ◎2N2e◎5年 度

醗 ゴ℃V公 道走行試験÷水繋スう:bU…シyン実証試験

叢ケ蘭ス学～シ翼ン

〈水 素ボ ンベ移動 武〉
螺㍉

.!銭 ∀

千住ステー ション

(LPG改 鉛

青梅ス墜一シ簸ン

(都欝ガス改質移勲式1

携 残

糟模療ステー シ箏ン

〈アルカ リ水 電解)

伽 .齢

筏 群

編

メ、 ㌔㌦ ・.

㌦¥
、童 鰹払

雛漢 ス墜一 シ簸ン

〈ナ フサ 改質〉

泰野ス攣一シ黛ン

〈灯油i衷難 〉

虜萌ス攣一シ簑ン

(液体水繁 欝蔵 〉

㌔
塗

絆
。
畷

㌧

粥崎ステー一シ議ン

〈メタノ ール改質)

鶴髭ステーシ簸ン

倒 生水麹

、1轍博 糊

ギ

横漢大黒ス學一シ諭ン

(観硫 ガソ 琴ン改 質〉

。、 もも 餌
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図11JHFC水 素 ・燃料電池実証 プロジ ェク ト
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騨1羅 灘

艦

図12千 住水素 ステ ーシ ョン

水素製造効率の向上に向けた技術開発

JHFCプ ロジ ェク トの公 式 デー タに よる と,

水 素製造効 率 は,PSA装 置部分 で67%,400気

圧 に圧 縮す る ところで92%,デ ィスペ ンサ ー

で車 に供給 す る ところで99.8%と なってお り,

総合効 率 では約64%に な って しまい ます。 燃

料 電池 の メ リ ッ トで ある環境性 の 良 さで,ハ

イブ リッ ド車 を含 む他 の ク リー ンエ ネル ギー

カー に対 して圧倒 的 な優位 性 を出す に は,ま

だ まだ効 率 を高めていか なければな りません。

PSA装 置の効率 を上げ る方策 の1つ として,

PSA装 置 の小 型化 とい う技 術 開発 があ ります 。

これ は新 エ ネル ギー ・産業 技術 総合 開発 機構

(NEDO)か ら㈹ 日本 ガス協 会が受託 し,そ の

一員 として大阪ガスが 中心 になって行 ってい ま

す 。図13が 水 蒸気 改質 とPSAを 組み合 わせ た

30m3/時 の水 素製 造装置 です。か な りの小型

化 に成功 して非常 にコンパ ク トなパ ッケー ジに

ま とめ上が り,既 に大阪 ガスで2003年 に商品化

されてい ます。 この プロジェ ク トで は更なる小

型化の技術開発 を行 ってい ます。PSAに 改 質ガ

スを入れ る前段 にCOを 除去す る仕組み を入れ,

PSAのCO処 理 に求 め られる負荷 を減 らす こ と

でPSA部 分 を従来の3分 の1に 小 型化す る とい

う技術 です。間 もな くこのプロジェク トが終了

しますが,PSA部 分 は3分 の1に コンパ ク ト化

できた とい う成果が得 られ てい ます。

設置面積
5◎%肖織

と製造コ
ス ト低下

大阪ガスから商品化

命(2003年4月)

ゆ喩
30Nm3/h級 水素製造ユニ ツ トCO選 択酸化付き新PSAシ ステム

(CO選択酸イヒなし)(2004年 度末 までに試験機開努)

図13新PSA方 式による水素製造技術開発

もう1つ,効 率 を飛 躍的 に上 げる手段 と し

て,新 方式 の水素 製造技術 の開発 が行 わ れて

い ます。 「水 素分離 型改質器」 あるいは 「水 素

分離型 リフ ォーマー」 です。 これ につい て は

次項 で詳 しくご紹介いた します。

水素分離型 リフォーマーによる水素製造

原理 と開発 スケ ジュール

原 理 を図14に 示 しています。水素分離管 は,

水 素 だけが通 過 で きる性 質 を持 った材料 で作

ります 。 これ を触媒 槽 の 中 に入 れ てお くと,

改 質反応,シ フ ト反応 でで きた水 素が 反応 の

都度,こ のパ イプの中 に入 り込 んで い きます。
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水素分離管(Pd舎金膜)

触媒

都策 ガス(c}k)

⇒
水蒸気

纐熱

畢

水索

⑧

水 素分離型 リフォーマーの構 造

水蒸 気改質反}芯

C}{4÷ 翌・{2◎;=±C◎a3H2

co変 隣反 応 臓ら 分 離

C()十}{20こF=髭CO2di}{2

陶 公 離

傭ンパクト

・シンプル

臓効薬

図t4水 素分離型改質器の原理

図15開 発経過 と国家 プロジェク トスケジュール

要 す る に,反 応 と分 離精 製 とを同 じ場所 で一

度 にや っ て しま う とい う コ ンセ プ トです 。

PSA方 式で は,改 質器,シ フ ト反応器,PSA装

置 とい う3段 構 えが必 要 だ った わ けで すが,

新 方式 だ と,1段 の反応 で天然 ガス か ら水素

が取 り出せ るので,装 置 もコ ンパ ク トにな り,

効率 も格段 に向上する と期待 され ます。

こ の 技 術 開 発 は 現 在,NEDOの5年 間

(2000年 ～2004年)の プログラムで,㈹ 日本 ガ

ス協会 が受託 して開発 に取 り組 ん で きま した

が,こ の技術 自体 は1992年 頃か ら東 京 ガス と

三菱重 工 とが共 同開発 を し,か な りいい成 果

が出 て きたので,技 術 を高度化 すべ く国 のプ

ロジェ ク トとして採択 され た もので す。図15

に開発 ス ケジ ュール を示 します が,前 半 の3

年 間の フェーズ で効 率 を高 める技術 開発 を行

い,後 半 の3年 間で,40Nm3機 の 開発 を行 っ

て きた ものです。

図16に あ る ように,水 素 だけ を通 過で きる

パ ラジ ウム合金の薄 い膜(厚 さ約20ミ クロ ン)

を貼 り付 け た短冊 状 のモ ジュール(幅40mm,

長 さ460mm,厚 さ10m)を 利 用 してい ます 。

前 半 の フェーズで は,図17に 示す ように,モ

ジ ュール を立 て て円周上 に配置 して円筒型 の

反応 器 を構 成 して,20m3/hの 水 素 を発 生 させ

る試験 を行 い ま した。図18が 実 際の反応 器の

写真 です。右 端 の 白い断熱材 で巻 いて ある反

応器1段 で高 純度水 素 が出 て きます 。大 きさ

は,断 熱 材 を巻 い た状態 で直 径 が約700mm,

高 さが約1mと い う非常 に小 さい反応器です。

運転 結果 のデー タの一例 を表3に 示 します。

水素製造量 は20Nm3/hで 設計 した ところ,そ れ

を上 回 る21.5Nm3/hと な りま した 。 純 度 は

gg.999%と い うこ とで十分 高 いです 。肝心 の

効率 は70.3%。PSA装 置 だ と60～65%ぐ らい で

したか ら,そ れ よ りも5ポ イ ン ト以 上高 い数

字が出 てい ます。

透過膜(材 質:Pd合 金〉

、

＼舞
//

ステンレス製支持体

・膜 厚=2◎ μn似 下

●平 萄反型:摩嘉40x長 さ460× 厚 さヨ◎tnm

図16水 素分離膜モジュールの形状

,外筒
N

改質触媒 1 1

…

1:
=、量' 膜 モジュール本数
i託
曜

64◎m搬 φx鳩O◎

膜モジュール

火炉

燃焼排ガス
←

都市ガス ・⇒
→ 改質雛ガス

水蒸気 バーナタイル
圃/ 勧

窒気
璽P→ 塞漿

バーナ 鈎 都市ガ ス,改 質排ガス

図1720Nm3/h級 改質器の構造
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表320Nm3/h級 改質器の運転試験結果
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図1820Nm3/h級 改質器 の構造
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この装置 を長 い時 間動 かそ うと したの です

が,図19に あ るよ うに,2000時 間 ぐらいか ら

不純物 が多 く出て くる ようにな り,心 臓部 の 後半(2002～2004年)の40Nm3/h機 へ のスケ

膜の耐久性 に課題が あるこ とが分か りま した。 一ル ア ップに当 たって は,ま ず モ ジュー ルの
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膜モジュール

角型反応管

都等編
嬬1ヅ

_匹
ジャ ケ ッ ト ・ 暫"

ア　 ルス
ヨ レ

鷺譲 鑑＼.＼
.蟹 ドガス 幅t2m× 奥行 き。.75m× 高 さ1.35m

分散板(断 熱委オも含む)

バーナ

図2040Nm3/h機 の構 造 と外観

40Nm3/h機iへ の ス ケ ー ル ア ップ



耐久性 を高 め る作 業 をや りま した。それか ら,

今後,100～500Nm3/h機 へのスケ ールア ップが

しやす い構 造 とす る こと,さ らに,膜 モ ジュ

ール に不具 合が 生 じた場合 に は交換 で きる よ

うな構造 を目指 しま した。水 素製 造エ ネルギ

ー効 率 につい ては
,前 半 フェーズ で既 に事 業

全体 が 目指 した70%と い う数値が 達成 され ま

したので,後 半 フェーズで は80%ぐ らい まで

上 げるこ とも目標 に入れ ま した。

40Nm3/h機 で は,2つ のモ ジュールを並べ て

長 方形 の箱 に入 れ た反 応管 を縦横 に規則 正 し

く並 べ て反応器 を作 って い ます。 反応管1本

で出 て くる水 素量 が約0.4Nm3/hで したの で,

100本 程度 入れれ ばい い とい うことが分か りま

した。実 際 には112本 の反応管 を縦横 に配列 さ

せ て反応器 を作 りま した。 図20の 反応器 の上

部 がモ ジュー ルが並ぶ 反応室 で,そ の下 に炉

が あ ります。 こ こで燃料 を焚 い て水 蒸気 改質

反応 に必 要 な熱 を供給 します 。反応 室 の上 に

は,そ れぞれ の反応管 に原料 ガス を分配 した

り,出 て くる水 素 を捕 集 した りす る ためのマ

ニホル ドセクシ ョンがあ る とい う感 じです。

運転試験の結果

『

図21は 先 ほ どの千住 ステー シ ョンの写 真で

す。左 がPSA装 置,右 が今 の水素分離型改質器

です。 コンパ ク トであるこ とがお分 か り頂 ける

と思い ます。運転結果 をグラフで示 しています

が,都 市 ガスの投 入量が11.5Nm3/hの 条件 で水

素が40Nm3/h出 てい ます。 この時の水 素製造の

エ ネルギー効率 は約76%で 非常 に高 いです。 も

う!つ の特徴 は,負 荷 を絞 ってい って も効率が

ほとん ど落 ちない ことです。負荷率50%で もエ

ネルギー効率は約73%を 維持 してい ます。

図22は,い くつかの種類の 自動車の燃料効率,

車両効率,総 合効 率を比較 したものです。 ガソ

リンハ イブ リッド車は総合効率で ガソリン車の

倍 以上 の32%に な ります。燃料 電池車 だ と29%

です。 ガソ リンハイブ リッ ド車 よ りも格段の優

位性 を出す ため に,ト ヨタは3倍 ぐらいの総合

1eo
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歪50塁
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ぎ 30
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図21千 住 ステー ションにある水素分離型 改

質器(40Nm3/h)の 外観 と運転実績
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図22自 動車 のエネルギー効率比較
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図23水 素 エ ネ ル ギ ー社 会 の イ メ ー ジ

効率 を目標 にす るとの ことです。そのために車

は50%～60%ま で効率 を上げ るようですが,一

方 で燃料効率 を上 げない といけないので,東 京

ガスは70%と い う数字 を目標 にしてお り,そ の

ためには水 素製造装置の製造効 率 を80%ぐ らい

に しない とい けません。 これはPSA方 式の改良

だけで は難 しそ うなのですが,水 素分離型 リフ

ォーマーです と80%を 超 え られそ うです。

その後,こ の改質器の連続運転試験 を継続 し,

プロジェク ト終了の2005年3月 末 までに約3300

時 間の運転実績 を挙げる ことがで きました。

この改 質器 は,効 率が 良 くて コ ンパ ク トで

シ ンプル なのですが,実 用 化 に向 けた課題 を

少 しま とめ ま した。 コス トを下 げ る とか,耐

久性 を さらに向上 して い くといっ た ことが実

質 的な課題 になってい ます。

燃料電池ユ・・ト匝 湯ユニ・ト

図24純 水素駆動 家庭用PEFCシ ステム

さいごに

最後 に今後 の展望 です 。 ステー シ ョンをコ

ア に して,水 素 を近 隣 の建物等 々 に配給 す る

といった 「水 素 コ ミュニ テ ィ」 み たい な利 用

法 が あ り得 ます。図23の ように,こ うい った

コ ミュニテ ィ とコ ミュニ テ ィが つ なが る形 で

水素 イ ンフラの規 模 が少 しずつ大 き くな って

い くのが水 素エ ネル ギー社会 に向か う1つ の

姿 だ ろ うと考 えてい ます。化 石燃料 を使 う場

合 に は,非 常 に高い効 率 で,か つ経 済性 よ く

水素 を作 るこ とが大事 になって くるわけです。

図24は 純水素 で動 く定置用燃 料電池 の実証

事業 です 。働新 エ ネル ギー財 団(NEF)か ら

東京 ガスが受託 して今 運転 してい る ところで

す 。実 は これ は千住 ス テー シ ョン と同 じ敷地

内 にあ ります 。水 素 ス テー シ ョン近 隣の純水

素駆 動型 家庭用燃 料 電池 とい う設定 に もう既

にな ってい る とい うこ とであ ります 。 こんな

こと も先 取 りして運 転試験 に も積 極 的 に取 り

組 ん でい る ところです。 ご静聴 あ りが と うご

ざい ました。(拍 手)

第28巻 第2号(2005)
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[調査研究報告]

NEDO水 素安全利用等基盤技術 開発事業への取 り組み

① 「燃料電池車普及に向けたインフラ整備シナリオの検討」

乾 昌 弘 (
(助エネルギー総合工学研 究所

主管研究員

撫'}・ ・
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1.は じ め に 2.シ ナ リオ研 究の 目的

最 近の原油 価格 の高騰 や地球 温 暖化へ の世

間の関心が一層 強 くなっている。 こう した中,

ク リー ンエ ネル ギー であ る水 素 に対 して,エ

ネルギ ーセキ ュ リテ ィーの 向上,大 気汚 染や

地球 温暖化抑 止へ の寄 与,産 業活性 化等 の面

か ら注 目が集 まってい る。

一 方
,新 エ ネルギ ー ・産業技 術 総合 開発 機

構(NEDO)で はWE-NETプ ロジ ェク トを引

き継 ぐ形 で,水 素安全利 用等 基盤技 術 開発 事

業 を行 ってお り,技 術 開発 及 び法 整備 を図 っ

て きた。

本 稿 で は,上 記NEDO事 業 の一環 として水

素 エ ネルギ ー導 入 ・普 及 の促 進 に資す る ため

に取 り組 んで きた燃料 電池 車普及 に向け たイ

ンフラ整備 シナ リオの検討状 況 につ いて報告

す る。

本研 究 の 目的 は,近 い将来,訪 れ るであ ろ

う化石燃 料 との共存 時代 に水 素エ ネル ギー シ

ス テム を実現 させ る方 向性 ・道筋 を明 らか に

し,ス テ イ クホル ダー及 び 国 に積極 的 な関与

を促 す情報 を提供 す る こ とであ る。 この方法

と して は,表1の3項 目が ある。

特 に(1)に 重 点 を置 き,研 究 を進 めて い

る。 具体 的 には既 存エ ネル ギー との競合 条件

を現在価 値割 引法(NPV法)を 用 い て評価 し

た。本 プロ ジェ ク トにお ける経済性 評価 法 の

基本概 念 を図1に 示す。

表1研 究目的を達成する方法

(1)水 素 エネル ギーの経済 的可能性 を示 す。

(2)水 素の環 境優位 性 を示 す。

(3)エ ネル ギー安定供 給 への寄与 の可能性 を示 す。

固定費 とラ ンニ ングコス トに分解 で き,固 定費 には

原価償却費 や定期点検 補修費 が,ラ ンニング コス ト

には人件 費やユ ーテ ィリテ ィコス トが含 まれる。

経済性評価

(追加投資額) Σ Σ Σ(1水 素ステーシ・ンの水素供給コスト)一Σ Σ(収 入)

オ フサ イ トの場合 は,水 素製造(コ ー クス炉 ガス:COG副 生水素 、石油精製 な ど)

及 び水素輸 送(圧 縮水 素、液水 、ケ ミカルハイ ドライ ドな ど)の 組み合 わせ,オ ンサ

イ トの場合 は,(都 市 ガス、 ナフサ、灯 油、LPG、 ガ ソリン改 質、水 電解 など)を さす。

地理 情報 を利用 して水素 製造分布,水 素消費 分布,

道路 情報 をも とにス テーシ ョンを配備す る。

一定期 間 内で
,ハ ー ドウェア の更新 が行 われる周期

あるいは量産効 果の ための コス ト低 減が考慮 され る。

図1経 済性評価法

一42一
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表2経 済評価で期待できる効果

(1)ス テイクホルダー(利 害関係者、特に民間企業)が

投資 すべ きかあるいはビジネスに参入すべきか を判

断する。
(2)政 策的 に水素エネルギー導入 ・普及の促進の ために

推進 すべ き項 目,内 容がわかる。

(3)経 済性の面か ら優先すべき技術開発項 目が明 らかに
なる。

ビジ ョン

まず,1ス テ ー シ ョンの水 素供給 コス トを

水 素供給 パ ス(製 造か らス テー シ ョンに至 る

パ ス)で 合計 して算 出す る。それ を空 間(日

本 全 国 に配 置 され るで あ ろ うス テー シ ョン)

で合計 して,さ らに一定 時 間(例:2005年 ～

2020年)で 積算 して支出合計 額 とす る。 収入

を,ガ ソ リン等価価 格 とす る と,式 は水 素社

会 にな った と きに イ ンフラ側 で余計 に必 要 な

額(追 加投資額)と なる。

シナ リオ策定 の面 か らい う と,水 素導 入量

(政府ベ ース など)に 対 して追加 投資額が最小

となる条件 を見 出 し,そ こに至 る道筋 を明 ら

か にす るこ とで ある。

将 来 に向 けての経済 性評価 には,仮 定 した

条件 及 び内容が 含 まれ る。従 って,そ れ を明

示す るこ とに よって表2の 効果 が期待 で きる。

以 下 の章で は,評 価 の内容 につい て具体 的

に述べ る。

FCV導 入予測台数

FCV価 格予測

追加投資額算出

〉 水素量需要予測

↓
水 素 ス テ ー シ ョン規模,基 数

▼

水 素製 造 ～ ス テー シ ョン

コス ト予 測

†
水素供給価格予測

↓
最安値水素パス策定

図2FCV向 け水素インフラの経済評価の流れ

(1)ビ ジョン

ビジ ョンは,節 目ごとの 目標 あるいは予測 を

さ し,シ ナ リオ策定の重 要な出発点 となる もの

であ る。 ここでは,『2030年 のエネルギー需給

展 望』(経 済産 業省 総合資源 エネルギー調査会

需給 部会,平 成17年3月)に よる燃料 電池車

(FCV)の 導入 目標(2010年:5万 台,2020年:

500万 台,2030年:1,500万 台)及 び想定 される

水素需要量(2010年:約4万t,2020年:約58

万t,2030年:約151万t)を 用いている。

3.基 本 シナ リオの策定

図2の 流れ に沿って策定 した シナ リオを記述

す る。 ただ し,本 章 では,コ ス トに地域格差 は

な く,オ フサイ トの場合 は,輸 送 距離 を50km

と仮定 している(「 基本 シナ リオ」)。

(2)FCV導 入予測 台数

ビジ ョンを も とに したシナ リオの基本 的な

考 え方 を表3に 示 す。2005年 ～2030年 を3つ

の期 間 に分 け,普 及の 中心 車種 を選択 しそれ

ぞれの普 及方法 を設 定 した。 これ を も とに各

年 の車種別 の普 及台数 を算 出 した。

表3シ ナ リオ策定の基本的な考え方

期間 黎明期

(2005年 ～2010年)

導入期

(2011年 ～2020年)

普及期

(2021年 ～2030年)

路線バス 業務用自動車など 自家用乗用車

普及の中心
公用車

(ステイクホル

(含:バ ン,ト ラック) 軽自動車

タクシー

ダー所有の車) トラ ッ ク(4t～10t)

対象車種 20万 台 1,250万 台 5,660万 台

合計

計画導入 施策実行 自然普及

(1)2011年 ～2015年

普及方法 3大 都市圏の買替の50%

(2)2016年 ～2019年
全国の買替の50%

(3)2020年 ～

買い替えすべてが対象

第28巻 第2号(2005)
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表41台 当り年間水素消費量

車 種 自営別 旧燃料
2005年 ～

2012年

2013年 ～

2020年

小型貨物車

営業用
ガソ リン 2.53 2.11

軽油 4.75 3.96

自家用
ガソ リン 1.37 1.14

軽油 2.23 1.86

普通貨物車

営業用 ガソ リン 4.00 3.33

軽油 19.80 1650

自家用 ガ ソリン 1.18 0.98

軽油 4.27 3.56

バ ス

営業用 軽油 17.81 14.84

自家用
ガ ソリン 1.65 1.38

軽油 3.36 2.80

乗用車
(純水素車)

自家用
ガ ソリ ン 1.12 0.93

軽油 1.61 1.34

(単 位:103Nm3/台 年)

(3)水 素需要量予測

車種別 の普及 台数 か ら水 素需 要量 を予 測 し

た。表4は,1台 あた りの年 間水 素消費 量 を

表 してい る。 ガ ソ リン車及 びデ ィーゼル車 の

実績 か ら,2005年 と2020年 の中 間でFCVの 燃

費 が50%か ら60%に 改 善す る と仮 定 して計算

している。

(4)水 素 ステー ションの規模

ガソリンス タン ドの平均販 売量 は,エ ネルギ

ー効率 も考慮 して水素 に換算 する と1ス タン ド

当 り約300Nm3/hと なる。 これに基づ いて,水

素 ステーシ ョンの諸元 として,表5の ように3

表5水 素 ステーシ ョンの諸元

考慮すべき項目 単位 タイプ1 タイプ2 タイプ3

水素供給能力 Nm3/h 100 300 500

営業時間* 時間/日 13 13 13

営業日数 日/年 365 365 365

年間総供給可能量 Nm3/年 474,500 1,423,500 2,372,500

稼働率 % 85 85 85

年間総供給量 Nm3/年 403,325 1,209,975 2,016,625

供給量 Nm3/日 1,105 3,315 5,525

(出所:『 給油所経営 ・構造改善等実態調査』(財)日本エネルギー経済研究所)

タイプ を設定 した。黎 明期 は,タ イフ.1,タ イ

プ2が 主流 とな り,普 及期 はタイプ3が 主流 と

なると仮定 している。

(5)水 素 ステーシ ョン数

黎 明期 の よ うにFCVが 普及 してい ない段 階

で は,1ス テー シ ョンで カバ ーす るFCV台 数

(カバ ー率)は 少 ない と考 え られ る。一定量 の

ス テ・一一一一シ ョンの設置 は,FCVの 普 及 に先 行 し

て行 う必 要が あ るか らで あ る。FCVの 台数が

増 え るに したが って,カ バ ー率 は徐 々 に増加

してい くこ とになる。

図3に 天然 ガス車(CNG車)とLPガ ス車 の

普及実績 とステーシ ョンのカバ ー率の関係 を示

す。例 えば,2010年 の導入 目標で ある5万 台に

対応 す るカバ ー率 を同実績 か ら推計 す る と約

(台/ス テー一シ ョン)

180
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樹120

1
"t100
、

8◎

60

40

20

0

1紛 壌◎◎1,◎ ◎01◎,◎ ◎◎

普 及 台 数(累 積 〉

(出祈:鑓 ガス協会及び臼本LPガ ス協会ホームページのデータを蕃に作戒)

図3普 及 台 数 と カ バ ー 率 の 関 係
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100と な り,500カ 所の水素 ステーシ ョンが必 要

となる。経済性評価 におい ては,図3を 参考 に,

黎明期のカバ ー率 を設定 した。2020年 には水素

の需給 がバ ラ ンスす る(こ の時 のステーシ ョン

数 は3500カ 所)と 仮定 し,2011年 ～2019年 は,

カバー率が線形 に増加 する として水素ステーシ

ョン数 を設定 している。

(6)水 素供 給価格予測

水 素供 給パ ス と して,別 の場 所 で製造 した

水 素 を供 給 す るオ フサ イ トステ ー シ ョンで は

COG(コ ー クス炉 ガス)副 生水素 を,ス テ ー

シ ョン内で水 素製 造 をす るオ ンサ イ トステー

シ ョンでは都市 ガス改 質 を取 り上 げる。COG

副 生水 素 を精 製 して水素 ス テー シ ョンに運 ぶ

には,主 と して圧縮輸 送,液 水輸送が あるが,

圧縮輸送 の場合 を示 す。

水 素供 給価格 に影 響 を及 ぼす の は,主 に建

表6稼 働率を考慮 した水素供給価格予測

ス テ ー シ ョン

タイ プ

規模

(Nm3/h)

水素供給価格(円/Nm3)

2006年 2010年 2015年 2020年

オ フサイ ト

(COG)

100 169.3 123.7 117.1 ll2.2

300 1085 84.5 80.8 78.1

500 一 一 735 71.2

オ ンサイ ト

(都市ガス)

100 181.4 122.0 112.6 106.0

300 108.9 75.1 69.4 65.4

500 一 一
59.9 56.6

設費,変 動費(ユ ー ティ リテ ィコス ト等),人

件 費 で あ る。特 にス テ ー シ ョン建設 費 には,

土木工事 だけで な く機器 コス トも含 まれ るが,

将来予 測で は,改 質器,圧 縮機,蓄 圧 器,デ

ィスペ ンサ ー につい て量 産効 果 に よるコス ト

低 減 を見込 んでい る。

表6に 水 素供給価 格予 測結 果 を示 す。 図4

に2020年 時点での予 測の内訳 を示す。

(7)追 加投資額

水 素価 格 をエ ネルギ ー効 率 も考慮 に入 れて

ガ ソ リン(102.2円/4)と 等価 価格(111 .3円

/Nm3)で 販 売す る と仮定 して,追 加投 資額 を

計算 してい る(表7参 照)。 「車 両価格 差」 と

「バ ス償 却分」 は,イ ンフラ側 だけを検討 す る

のであれば除外 して も構 わない。「外部 コス ト」

につい て,本 対 象 の場 合,水 素 エ ネルギ ー シ

ステ ムの導入 に よる局 所 的大気汚 染 の改 善 に

よる健 康 被 害 の減 少 やCO2排 出量 の削 減 が

「便益」 と して考 え られ,ま た適切 な安全策が

採 られ ない場合 の水 素 に よる事故 の リス クな

どが 「コス ト」 となる(産 業技術 総合研 究所

の研究結果 を反映 させ て算 出)。

この結 果 に よる と,外 部 コス トを考慮 に入

れて も3兆 円程 度(オ ンサ イ ト,オ フサ イ ト

ス テー シ ョン同数 で2030年 までの合計)の 追

(1)オ フサ イ トステ ーシ ョン(規 模500Nm3/h)

確 〉 分齢 ・
25.4円 製

造『(精 製
・出荷 〉一 一 噛

18.0円

L一 輸送 一 一i

18.6円

燈
囮

昇圧

(圧縮機)
40MPa

[3.2円]

鷹
蓄圧

(蓄圧機)
[1.5円]

暇
デ ィスペ ンサ ー

[3.0円]

一 一須■一』 璽 銘1磁
■ 一

一

-囎 師ii・隈 繊 繊

圃

水素 ス テー ショ ン

27.8円

(2)オ ンサイ トステ ー ション(規 模500Nm3/h)

⑱
15.5円

1

L』 臓 一.
昇圧

(圧縮機)
40MPa

[3,2円]

騨

蓄圧

(蓄圧機)

[1.5円]

水蒸気改質
→精製(PSA)

[6.2円]

臓 脳 デ ィスペ ンサ ー

[3.0円]

■ 薯瑚馬
一

1-脳 「i脚 繊 繭i
,国i回

水素 ステ ー ショ ン

41.1円

※[]内 は固定費。価格 は水素1Nm3当 りの価格で,固 定費以外 に変動費及び人件費 を含 む。

図42020年 時点での水素供給価格の内訳
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表7累 積追加投資額の合計

ピ冒"-"曝

追加投資額(lo億 円)

オ フサ イ トユ00% オ ンサ イ ト董00% 50%ず つ

～2010年 ～2929年
. ,～2q30年. ,～2Qlq年 ～2020年 ～2050年 ～2010年 ～2020年 ～2030年

自動車分

車両価格差(" 172.8 2,343.1 4,133.2 172.8 2,343.1 4,133.2 172.8 2,343.1 4,133.2

軽油価 格差(2} 152.9 914.1 2,760.7 152.9 914.1 2,760.7 152.9 914.1 2,760.7

バス償却分㈲ 5.4 16.1 16.1 5.4 16.1 16.1 5.4 16.1 16.1

ス テー シ ョン分 ω 一16 .4 一1
,229.7

一4
,734.9

一12 .5 一1
,492.1

一5
,837.0

*-13 .3 一1
,350.9

一5
,256.3

税金減収分㈲ 29.8 1,488.9 8,002.7 29.8 1.4889 8,002.7 29.8 1,488.9 8,002.7

合計 344.5 3.5325 三〇,17フ.8 348.4 3,27(主1 9,075.8 347.6 3ジ41L3 タ,656護

外 部 コ ス ト《6,
一96 .2 一1,6583 一6

,480.9
一96 .2 一1,658.3 一6,480.9 一96 .2 一1,658.3 一6,480.9

合計

(外部コス ト込み)
24&3 1β742 3.6%.9 252.2 正,61董.8 2,594.9 2514 1,753忍 3,韮75.5

*表10の 基本シナリオの欄に使われている。マイナスは,ガ ソリン等価価格で水素を販売 した時に,建 設費,比 例費 などを考慮 しても利益

が出ていることを示す

(1)「 車両価格差」FCV価 格の将来予測を して車種ごとに合計

(2)「 軽油価格差」 ディーゼル車からFCVに 代わったユーザへの補填額

(3)「 バス償却分」 路線バスを優先的にFCVに 代えるために算出

(4)「 ステーシ ョン分」 図1で 示 した内容

(5)「 税金減収分」 ガソリン税,軽 油引取 り税を徴収しない という前提での合計

(6)「 外部コス ト」 ある活動によりもたらされるメリッ ト(便 益)あ るいはデメリット(コ ス ト)の うち,経 済価値 として現在の

市場経済に反映されていないものを指す。

加投 資額 が必 要で あ る。 また,詳 細 は省 くが

『2030年 のエ ネルギー需給展望』 を参考 に,原

油価 格 が上昇 す る場 合 の外 部 コス トを考慮 す

る と,2030年 では,追 加 投資額 がす べ て回収

で きる結 果 になってい る。

4.地 理情 報 システム(GIS)を 活用 した

追加投 資額最小 の シナ リオ策定

前章で は,追 加投資額 まで算 出 したが,こ の

章 で如何 に追加投資額 を最小 とするかを説明す

る。具体的 には,黎 明期の基本 シナ リオについ

て地理 情報 システム(GIS)に 展 開 した場合 を

説明す る。2010年 のFCVの 期待 される導入台数

は,5万 台であ りその内訳例 を表8に 示す。 イ

ンフラ建 設 には,コ ス トと時 間がか かるため,

地域が限られる。従って3大 都市圏,瀬 戸内工

業地域及び政令都市周辺を想定 している。5万

台から逆算すると路線バスなどは非常に高い代

替率になる。

図5は,首 都 圏でス テーシ ョン稼働 率が

85%,各 バスステーシ ョンの燃料電池車代替

率が50%と 仮定 した場合の最安価水素供給地

を表 している。COG副 生水素が都市 ガス改質

水素 を圧倒 していることがわかる。図6は,

ステーション稼働率が100%(計 画的に水素を

充填すれば可能である),水 素供給価格の低い

バスステーションの燃料電池車代替率を100%

として全体 として50%の 代替率 にした場合の

最安価水素供給地を表 している。この場合は

状況が逆転 していることがわかる。 このよう

に条件を変えることによって追加投資額最小

表8燃 料電池車5万 台の内訳例

項 目 保有台数 代替率 燃料電池車

3大 都市圏の路線バス 30,000台 50% 15,000台

瀬戸内の路線バス 6,000台 50% 3,000台

京都府,福 岡県の路線バス 5,200台 約50% 2,500台

その他地域の路線バス 38,000台 4% 1,500台

3大都市圏の公用車 42,000台 約25% 10,000台

3大 都市圏のステイクホルダー (187,000台) (6%) 12,000台

3大 都市圏以外のステイクホルダー 6,000台

合 計 50,000台
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図6首 都 圏のケーススタデ ィ2(黎 明期)

の シナ リオ を検討 す ることがで きる。

次 に表9に 示す ような内容 で,追 加投資 額

最小 の シナ リオを検 討 してみ た。

表7の 「ステ ーシ ョン分 」 の項 目に関 して

試算 した結果 を表10に 示す。
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表9算 定 ケース(3大 都 市圏)

ケ ー ス
ステーション数

()内 は最大稼働率

バスステーション

シナ リオ

自治体

シナ リオ
ステークホルダー

シナリオ

1:利 便性追求型 498 全給油所のバスを 対象地域内の FCVの 配分は企業

(2010年 で対象地域の (85%) 50%代 替(388カ 所) 全自治体 にFCV の売 り上 げ比で行

自治体に最低1ヵ 所 を導入す る。 うQ

に導入される) FCVの 配分は

自治体歳入総額
比で行 う。

バス用水素ス

テ ー シ ョンの な

い 自治体 には、

独 自にステー シ
ヨ ンを設 置 。

2:シ ナ リオ遵守型A
*388

全給油所のバスを バ ス用水素ス 水素ステーシ ョ

(すべてのバ ス用給油 (85%) 50%代 替(388カ 所) テ ー シ ョ ンの あ ンのある自治体 の

所 に水素ステー ション る自治体にFCV ス テ ー クホ ル ダ ー

を設置 し、他のFCVは を導入。 事業所 にのみ導 入。

そこで給油) FCVの 配分 は FCVの 配分 は企

水素 ステーシ ョ 業の売 り上げ比で

ンの存在する自 行 う。

治体 について歳

入総額比で行 う。

3:シ ナ リオ遵守型B
*

388

騨

給油所のバス を75% バス用水素ス 水素ステーシ ョ

(バス用給油所 を選択 し、 (85%) 代替(約180ヵ 所) テ ー シ ョ ンの あ ンのある自治体 の

不足分 を自治体ステー (水素供給価格の低 る自治体 にFCV ス テ ー クホ ル ダ ー

ションを追加) い ス テ ー シ ョ ンか を導入。 事業所 にのみ導入。

ら順次選択。全体 さらにバス用 FCVの 配分 は企

と して は,バ ス を 水素ステーシ ョ 業の売 り上げ比 で

50%代 替) ンのない 自治体 行 う。

に も(388に 達 す

るまで)歳 入比

例 で設置。

FCVの 配分 も

水 素 ステ ー シ ョン

のある自治体に

ついて歳入総額

比で行 う。

4:供 給 コス ト最小化 139

(100%)

給油所のバスを100%

代 替(139カ 所)

(水素供給価格 の低
いステー ションか

バス用水素ス

テーションのあ

る自治体にFCV

を導入。

水素ステー ショ
ンのあ る自治体の

ステー クホルダー

事業所 にのみ導入。

ら順次選択。全体 FCVの 配分は FCVの 配分は企

としては,バ スを

50%代 替)

水素ステーシ ョ
ンの存在する自

業 の売 り上げ比 で

行 う。

治体 について歳

入総額比で行 う。

*2010年 の基本 シナ リオを満たすステー ション数。

ステークホルダーに関 しては、ガス会社、鉄鋼業、石油業 、自動車、機械工業な ど、計141社 に導入を想定.。

表10ス テー ションに対 す る追 加投資額

(単位10億 円)

年 ケ ー ス1 ケ ー ス2 ケ ー ス3 ケ ー ス4 基本 シナ リオ

2005 1.7 1.0 0.8 一1 .0 4.4

2006 4.4 1.6 1.4 一4 .7 3.0

2007 6.3 1.9 1.2 一8 .8 一〇 .1

2008 7.8 1.5 0.4 一12 .9 一3 .0

2009 9.0 1.3 一〇 .6 一17 .8 一6 .1

2010 9.6 0.3 一〇 .5 一19 .6 一11 ,4

合計 38.8 75 2.7 一64 .7 一13 .3

*3大 都市圏の導入方法で瀬戸内,福 岡まで立地 させ,ス テーションが燃料税を

支払わない場合の概算。
マイナスは,ガ ソリン等価価格で水素を販売 したときに建設費,比 例費など

を考慮 して も利益が出ていることを示す。
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また,分 析結果 か ら以下の ことが分 か った。 5.今 後 の予定

(1)水 素供給価格 はステー シ ョンの稼働率 に

大 き く左右 され る。

(2)導 入方針 にもよるが需要はある程度偏在

するため,同 じステーションの数 を導入する

場合は,地 理的要素を考慮すると水素供給価

格は上昇する。

(3)オ フサ イ トス テーシ ョンは オ ンサ イ トス

テー シ ョンに比べ て初期投 資 が少 な く,需 要

に応 じて水素 を購入 で きるタイ プのため,稼

働 率 の変化 に よる水 素供給 価格 の変化 が少 な

い。従 って,稼 働率 が低 くなれ ばオ ンサ イ ト

ス テー シ ョンの水 素供給 価格 は大幅 に上 昇す

るため,低 稼働率 で はオ フサ イ トス テー シ ョ

ンの方 が有利 であ る。逆 に高稼働 率で は,オ ン

サ イ トステー シ ョン有利 とな る。ス テーシ ョン

に よって は,最 初 は オフサ イ トステ ー シ ョン

タイプ と し,需 要 が高 まっ てか らオ ンサ イ ト

ステー シ ョンに転換 す ることも考 えられ る。

(4)ケ ース分析 で は,需 要 を集 中 させて ステ

ー シ ョンの数 を少 な くす る こ とが ,低 水 素供

給価 格 を もた らす こ とが確認 で きた。しか し,

最 もス テー シ ョンを少 な くし需 要 を集 中 させ

た場合(ケ ース4)は 将 来の普 及 に向 けた導

入初期 のス テー シ ョンの イン フラの基 盤 と し

て は利 便性 の面 で不 足 と考 え られ る。 ほぼ同

じステ ー シ ョン数の ケー ス2と ケース3を 比

較す る とケ ース3の 方 が低水 素供給 価格 で あ

る。 このた め,同 じス テー シ ョン数 で もある

程 度需 要 を集 中 させ た場合 と,利 便性確 保 の

ため に分散 させ る場 合 との戦略 を融合 させ て

立地 させ る方法 が 有効 で あ る と考 え られ る。

ケース1は ス テー シ ョン数 が多 いため,利 便

性 は高 まるが それを補 う追加投資額 は増 える。

平成15年 度 ～16年 度の検討結果 を基 に,ス テ

イクホル ダーの事業 の参考 になる ように,条 件

お よび分析 デー タの透明性 を高 め,合 理的 なシ

ナ リオに仕 上げてい く予定 である。
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[調査研究報告]

NEDO水 素安全利用等基盤技術 開発事業への取 り組み

② 「革新的技術の研究」(枠 組 と研究 トピックス)

坂 田 興(働 エ ネルギー総合工学研究所副主席研究員(プ ロジ
ェク トリーダー))

笹 、

1{1111川ll川IDi(1闘1)i(IIII)1{llll)i(1111)i(1111)i(llll)1(1111)1111Dl(IIII)1(1閥1川ll)1(llll)1(llll川ll)1(1[11)1(IIII川11)1(Illli)圏(llll)1(llll)1(llll)1(llll)1(llll)1(llll)1(開1川ll)i(IIIIM閣Illl〔II闘剛m踵(llll川11)1(1111)1(IIII川Illl

1.は じ め に

水素エネルギーの社会への導入を図る上で,

革新的技術 による技術上のブレークスルニが

重要であるとの認識が高 まっている。将来的

には有望 と考えられるものの,技 術的展 開の

可能性が不明確 なシーズ段階にある革新的技

術 については,実 用化へのプロセスの不確実

性が高いため,当 面の開発対象から外 される

傾向がある。 しか しこの ような革新的 ・先導

的技術が成熟 して くる可能性や技術改良等に

よ り有望 となる在来技術 の出現の可能性があ

るため,技 術 シーズの収集,検 討 ならびに評

価を継続的に実施することには意義がある。

このような趣 旨を踏まえて,我 が国では水

素エネルギー技術 開発 に関する国家プロジェ

ク トにおいて「革新的技術の研究」が継続的に

実施 され,一 定の成果 をあげている。本稿で

は,「革新的技術の研究」プロジェク トの意義,

枠組および特徴 に関 して述べ,さ らに研究 ト

ピックスに関 しても触れることにする。

2.「 革新 的技術 の研 究」 プロジェク トの

意義,枠 組,特 徴 および成果

水素 エ ネル ギー に関す る最 近 の国家 プ ロジ

ェク トと して,1993年 以 降は独 立行 政法 人新

エ ネルギー ・産業技術 総合 開発機構(NEDO)

の事 業 として,「 水 素利 用国際 ク リー ンエ ネル

ギー シス テム技術 第1期,第H期 研究 開発 」

(1993年 ～2002年)お よび 「水 素安全利用等基

盤技術 開発」(2003年 一2007年)が 実施 されてい

る。 なお,前 記研 究 は 「水 素利用 国際 ク リー

ンエ ネ ル ギ ー シ ス テ ム技 術 」(WE-NET:

WorldEnergyNetwork)と して知 られてい る。

「革 新 的 技 術 の 研 究 」 プ ロ ジ ェ ク トは,

WE-NETを 構i成す る9～12タ ス クの うち1つ

で あ る 「革 新 的 ・先導 的研 究」 タス ク と して

実施 された。WE-NETは2002年 度 で終 了 した

が,2003年 度 か ら開始 され た 「水 素安全 利用

等基 盤技術 開発」 におい て も 「革新 的技 術 の

研 究」 プロ ジェ ク トは 「水素 に関す る共 通基

盤技術 」 の一環 と して実施 され今 日に至 って

い る。 なお,水 素 に関す る革 新 的技術 の研 究

プロジ ェク トは,そ の時 々の枠 組 に よ りプロ

ジェ ク トの名称 が変化 してい るが,本 稿 で は

便宜上,「 革新 的技術 の研究」 プ ロジェク トと

統一 して記載す るこ とにす る。

「革新 的技 術 の研 究」 プ ロジェ ク トが 設置

された 目的 は,革 新的技術 の収集,調 査,研

究 な らび に評 価 を行 う ことに よ り,水 素 エ ネ

ル ギ ー プ ロ ジェ ク トの方 向付 け に有 益 な示

唆 ・提 案 を行 うことにあ る。

は じめ に 「革新 的技術 の研 究」 プ ロジェ ク

トの枠 組 を図1に 示 す 。 この枠 組 は,WE-

NETお よび水 素安全利 用等 基盤技 術 開発 の二

つの プ ロジェ ク トにお いて,基 本 的 に変化 し

てい ない。NEDOは,本 プロ ジェ ク トをエ ネ

ルギ ー総 合工 学研究所 に委 託 し,そ れ を受 け

てエ ネルギ ー総 合工 学研 究 所 では,研 究 テー
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共 同実施 テーマ

革新的技術に関する

調査 ・研究委員会

1研究テーマAl匪 究テーマBl 1研究テーマzl

図1プ ロ ジェク トの枠組

マの調査および公募の実施,採 択研究テーマ

の決定,研 究実施機関 との共同研究 を行 い,

年度末 に研究成果の評価 を行 う。 また,上 記

の業務 を実施するために,エ ネルギー総合工

学研究所に外部有識者か らなる 「革新的技術

に関す る調査 ・研究委員会」および 「革新的

技術 に関するワーキンググループ」(WG)を

設置 している。

「革新的技術の研究」プロジェク トの典型

的なスキームを図2に 示 した。以下にその概

要 を流れに沿って説明する。 まず 「革新的技

術研究 ・調査のテーマ」の公募 を行 う。WE-

NETに おけるプロジェク トの発足当初は,学

会等の機会 を捉えて本 プロジェク トの広報を

行 うことから開始 した。近年では,エ ネルギ

ー総合工学研究所お よびNEDOの ホームペー

ジを利用 して公募 を行 うことによ り,広 範囲

に公募情報を伝達で きるようになった。

公募する研究の対象は,実 験 を伴 う研究に

限定 されず,シ ステムの可能性の検討などの

調査研究も含 まれている。

応募テーマに対 して,「 革新的技術に関する

調査 ・研究委員会」が審査 を行い,採 択テー

マを選抜する。研究テ」マの採択プロセスに関

しては,後 述する。採択された研究テーマの担

当者は,「 革新的技術 に関する調査 ・研究委員

会」から研究の方向付けに関する指導 と助言を

受けつっ,年 度末まで研究を実施する。年度末

には,WGお よび委員会が研究成果の評価 を行

う。水素安全利用等基盤技術開発の枠組みの下

技術 ・調査 の評価=

アイデア検証す る必要性

研 究・調 査結果評 価:

他事業 へ の提案可 能性

図2プ ロジ ェク トのスキーム
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では,研 究成 果 をS(Especiallyexcellent),A

(Excellent),B(Good),C(Fair)の4段 階で

評価(SABC評 価)し,そ れを基 に,①NEDO

の大 型 プロジェ ク トへ の応 募の勧奨,② 継続

または継続 を前提 とした 「革新 的技術 の研 究」

プ ロジェク トへの再応募(委 員会 の指導 に応 じ

た提案 である ことが必 要),お よび③ 研 究の終

了,の3種 類の選択肢 を考慮 している。平成16

年度 か らは研 究成果報告会 を開催 し,革 新的技

術 の研究成果 をさらに広 く公開する方針 を打 ち

出 してい る。

次 に,こ のス キー ムに即 して,本 プロジ ェ

ク トの特徴 をい くつか列挙 す る。

まず,「 革新 的技術 の研 究」 の第1の 特徴 で

あ る研 究 テーマ の採 択 プ ロセス に関 して説 明

す る。本 プロ ジェ ク トでは,対 象 とす る研 究

分 野が広範 囲にわた り,「 水素製造,貯 蔵,輸

送,利 用 技術 お よび安全技 術」 を研 究対象 と

してい る。 また提 案 された テーマ の社 会 に対

す る イ ンパ ク トの大 き さや 実 用 化 に至 る研

究 ・技術 開発期 間 も,研 究 テーマ に よ り大 き

く異 な る。 この多様 性 のゆ えに,広 い範 囲の

研 究分 野の研 究者 が,水 素 とい うキー ワー ド

を通 じて本 プ ロジ ェク トに関与 す る こ とがで

きる利 点が あ る。 この ため,採 択 テーマ の決

定 にあた って は,審 査 の公 平性 に加 えて,方

向性 の異 なる個 々の研 究 テ ーマ に対 して,如

何 に優 先順位 を付 して行 くか とい う点 が問題

となる。「革新的技術 の研究」 プ ロジェク トに

お いて は,1993年 度 の 開始 直後 か ら この点 に

関 して検討 した結果,「 階層化 意思決定法」(1)

を採 用す るこ とに よ りこの問題 を解決 す る方

策 を選択 した。 この点 につ き,図3を 用 いて

具体的 に説 明す る。

各応募 テーマについて,WGの 委員 が9項 目

の評価項 目に対 して5段 階の採点評価 を行 う。

一 方
,研 究 テーマ の持 つ属性 に よ り,各 評価

項 目に重 み付 け を行 う。属 性 の具体例 は,研

究 テ ーマの技術 が社 会 に及 ぼす影 響 の大 きさ

お よび研 究 開発 に要す る期 間の長 短 で あ り,

これ によ り2×2の マ トリックスを作成す る。

象 限 ご とに前述 の9項 目の評価項 目に対 す る

重 み をあ らか じめ決 定 してお く。当初 は 旧通

商 産業省 工業技 術 院の企画 担 当官が重 み付 け

を担 当 して い たが,省 庁再 編 の過 程 を経 て,

現在 で はエ ネルギ ー総 合工 学研究所 が担 当 し

てい る。 この ように して,各 応募 テーマ に対

す る総合得 点 を付 し,こ れ を基 に応募 テ ーマ

の順位付 けを行 う。WGは この順位お よび各応

募 テ ーマ に関 す る コメン トを,委 員会 に答 申

す る。委員会 では,WGの 結果 に対 して総合 的

な見 地 か ら検討 を加 え,最 終 的に採択 テ ーマ

を決 定す る。以 上 の採 択 プ ロセスか ら明 らか

な ように,テ ーマ は本 プ ロジェク トの 目的 に

評

価

項

目

評価項目毎の採点(WG)

5段 階評価=0～10点

1ポテンシャル1

團
囮
コ ス トパ フ ォ ー マ ン ス

WE-NETと の 整 合 性

團
環境負荷

社会の受容性

社会的波及効果 研究テーマの選定

図3採 点評価(階 層化意思決定法)と 調整評価
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表12004年 度 「革新 的技術 の研 究プ ロジェク ト」テーマ

No. 研 究 テ ーマ 研究先

1 燃料電池および水素製造用の白金族代替触媒の開発 千葉大学,工 学院大学,

京都大学,横 浜国立大学,

東京工業大学,三 菱重工業

2 ゼオライ トの形状選択性を利用 した水素製造技術の

研究開発
岐阜大学

3 水 素遮 断 性 ダイ ヤ モ ン ドライ ク カー ボ ン膜 の研 究 高知工科大学

4 水素用磁気冷凍装置の研究開発 金沢大学,

物質 ・材料研究機構

5 CO2回 収型昇圧純水素製造システムの研究 京都大学,電 力中央研究所

6 発酵菌による水素製造の研究 横 浜 国立 大 学,バ ブ コ ック 日立

7 水素透過膜型非平衡反応を利用する低温作動型

純水素製造プロセスの研究

九州大学,石 油資源開発

8 超低NOx水 素エンジンの研究開発 マ ツダ

9 中温作動一体型マイクロ燃料電池の開発 東京工業大学

10 工業廃熱を利用する安価な大規模水素製造の成立性

評価研究
北海道大学

11 磁気冷凍による水素液化のための高性能磁気冷凍用

材料の開発
東北大学

12 超音波を利用 した水素検出手法の研究 九州大学

13 水素予混合気組成制御による燃焼促進技術の基礎
研究

九州大学

14 高効率水素液化技術と液体水素長期安定貯蔵技術に

関する調査研究
千葉大学

表2「 革新的技術の研究プロジェク ト」への応募提案数と採択テーマ数

年度 応募提案数 累積応募提案数 採択 テーマ数 累積採 択テ ーマ数 備考

1993-1998 34 12

1999 8 42 3 15

2000 5 47 5 20

2001 3 50 8 28

2002 26 76 ll 39

2003 11 87 11 50 HP.

2004 35 122 14 64 HP.

HP:公 募 に ホ ー ム ペ ー ジ を利 用 。1993-1998年 度:WE-NET第1期,1999-2002年 度:WE-NET第ll期,

2003-2004年 度1水 素 安 全 利 用 等 基 盤 技 術 開発

合致す る もの を採 択す る観 点 で審査 され てお

り,必 ず しも提案 テ ーマの科学 的,技 術 的 な

優劣 を論 じる もので はない。 なお,2004年 度

に採択 された14件 の研 究 テーマ を表1に ま と

めた。

本 プロ ジェ ク トの第2の 特 徴 は,研 究 テー

マの一部 を毎年 入 れ替 える仕 組 み を有す るこ

とである。図2の スキーム に記 載 した とお り,

年 度末 に研 究成 果 の評価 を行 い,研 究 テ ーマ

の一部 が プロ ジェク トか ら抜 ける一方,公 募
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に よ り新規 テーマ を採 用す る。 この よ うな年

度単 位 の評価 シス テム は,新 規 に発生 す る技

術 を効 果的 に収 集す るため にデザ イ ンされ て

いる。

本 プ ロジェ ク トの成果 を下記 の3点 か ら考

察す ることがで きる。

3.研 究 トピ ック ス

「革新 的技術の研 究」 プロジェク トの活動状

況 を例 示するため,3件 の研究 テーマ を取 り上

げて紹介する。 なお,こ こで引用す るデー タ等

は,2004年9月 以前 に公表 済みの ものである。

(1)応 募 テーマ数

(2)論 文等 の研 究成果 の公 開数

(3)NEDO等 の大型 プロジェ ク トへ の転 進

応募テーマ数 は,本 プロジェク トの成否 を判

断す る上で,重 要 な因子である。年数の経過 と

ともに増加 しているが,と くにホームペー ジを

利用 して研 究テーマ の公募 を実施す る方式 を採

用 して以来,応 募件数の増大が著 しい(表2)。

本 プ ロジェ ク トにお いて生み 出 された研 究

成 果 に関す る論文数 な どを,表3に ま とめた。

2002年 度 か ら外 部発 表数 が急 増 してい るが,

採 択 テーマ数 の増大 に対応 す る もの と考 え ら

れ る。「革新 的技術 の研 究」 プロジェク トか ら

NEDOの 他 の プロ ジェ ク トお よび企業 の プ ロ

ジェク トへ と展 開で きたテーマ数 は,2001～

2003年 度 にお いて4件 であ り,2004年 度 には

さらに増加す る見込みであ る。

今後 は,応 募 テーマ 数の増 大,研 究成果 に

由来 す る論文 ・発 表数 の増大,お よび水 素エ

ネルギ ーに向 けた大型 プ ロジ ェク トへ展 開で

きるテ ーマ数 の増 大 を 目指 して施 策の検討 を

行 う。

表3プ ロジェク トから生まれた発表,論 文

および特許出願

年度 口頭発表 論文発表 特許出願

1999 0 0 0

2000 2 0 0

2001 6 4 0

2002 43 13 1

2003 33 14 7

2004 44 28 6

合計 128 59 14

1999-2002年 度:WE-NET第ll期

2003-2004年 度:水 素 安 全 利 用 等 基 盤i技術 開発

(1)固 体 高 分 子 形 燃 料 電 池 の新 規 陽 極 素

材 と しての タンタル オキ シナイ トライ ド(2)

(横浜 国立 大学,東 京工業大学)

固体 高分子 形燃料 電池 の理論 効率 は高 い も

のの,カ ソー ドにお ける オーバ ーポテ ンシ ャ

ル に よるエ ネル ギーお よびエ クセ ルギ ー損 失

によ り,実 効 率 は高 くない。 市販 の カソー ド

触媒 は,現 在 の ところ炭 素粉 末 に 白金 また は

白金合 金 を高 分散 した もの が一 般 的 であ る。

白金 は多 くの分野 で広 く触媒 として利用 され

て い るが,酸 素還 元反応 の触 媒活性 は,高 い

エ クセル ギ ー効 率 を得 る には不 十分 であ る。

そ の うえ,白 金 の賦存 量 は,燃 料 電池 シス テ

ム,と りわけ燃料 電池 自動車 を製造す るには,

極 めて少量 で あ る。 したが って,将 来燃 料電

池 シス テムが広 く普 及す るため に は,白 金 を

代替す る触媒 の開発が不可避 である。

固体高分子形燃料電池の カソー ド触媒 と して

必要 な条件は,① 酸性 ・高電位 で安定,② 酸 素

還元能がある,③ 電気伝導性がある,の3点 で

ある。 これ らを満 たす 白金代替触媒の探索の一

環 として,可 視光領域で光触媒 としての機能 を

有す ることが知 られてい るタンタルオキシナイ

トライ ド(TaOxNy)お よびタンタルナイ トラ

15

10

cu5注

00

<

ミ ー5

こ
一10

-15

-20

0.00.20.40.60,81.01.24.4

E/Vvs.RHE

図4TaOo.g6N1.04の サ イ ク リ ッ ク ボ ル タ モ グ ラ ム
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図5酸 素還元反応の電圧一電流曲線

イ ド(Ta2N5)に 関 して検討 した。

図4に タ ンタルオキ シナ イ トライ ドの窒素

雰 囲気,ス キ ャン速度50mVs"iに お ける典型 的

なサ イ クリ ックボル タモ グ ラム を示 した。最

初 の数 回のサ イ クルにお いて は,0.9Vの アノ

ー ドピー クお よび0 .6Vの カソー ドピー クが観

察 され たが,電 圧 を数 回サ イクル させ た後 に

は,電 圧 電流 曲線 は変化 しな くな り定 常状態

とな った(図3)。 この ことか らタ ンタルオキ

シナ イ トライ ドは酸性 電解 質 中で腐 食 耐性 が

高 い こ とが分 か った。 同様 に,Ta205お よび

Ta3N5も 酸i生溶 液中で高い腐 食耐性 を有す る こ

とが分 かった。

図5に 酸素 雰囲気 下 にお けるス ロース キ ャ

ン(ス キ ャン速度5mVs"1)の ボル タモ グラム

を示 した。TaOo.g2N1.05(窒 素含量7質 量%)

を 除 き,Ta205,Ta3N5お よび 上 記 以 外 の

TaO。Nyは,酸 素還元 反応 に対す る触 媒活性 が

ほ と ん ど 検 出 さ れ な か っ た 。 し か し,

TaOo .g2Nl.05につ いては,酸 素還元 反応 の還元

電流が,0.8Vvs.RHE以 下 の範 囲で観測 された。

窒 素雰 囲気下 で は,還 元電 流が観 測 され なか

った こ とか ら,こ の還元電 流 は酸 素還 元反応

に起 因する と考 え られる。

全 試料 中,TaOo.g2Nl.05の みが触 媒活性 を示

した こ とか ら,触 媒 活性 は,全 組成 お よび/

また は表 面状 態 に敏 感 であ る ことが示 唆 され

た。図6に,TaOo .g2N1.05の酸 素還元反応 に対

す るTafelプ ロ ッ トを示す 。 このプ ロ ッ トにお
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窒

墜

望0.7

≧
u」

0.6

0.5

-3 .4-3.0-2.6-2.2-1,8
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図6酸 素還元反応 にお けるTafelプ ロ ッ ト

い ては,電 流値 は,酸 素雰 囲気 中での還元 電

流 と窒 素気流 中の それの差 とな る。Tafelス ロ

ー プは約一130mV/decで あったが ,こ れは律 速

段 階 にお いて移動 す る電子数 が1で あ る こと

を示 してい る。X線 光 電子光 分析 の結果,触

媒上 の酸素種(例 えばハ イ ドロオキサ イ ドイ

オ ン)が,酸 素還 元反応 に対 す る触 媒活性 に

影響 を与 えてい るこ とが分か った。

非 白金 の タ ンタル オキ シナ イ トライ ドが 白

金代 替 カ ソー ド触 媒 と して の可能性 を持 つ こ

とを明 らか にで きた。今 後 は,性 能の向 上 と

機構 の解析 を進め る予定で ある。

(2)磁 気冷凍 に よる水素液化(3)(4)(独 立

行政法人物質材料研究機構,国 立大学法人

金沢大学)

液体水素は,重 量密度お よび容積密度に優

れるため,水 素貯蔵 ・輸送の有力候補である。

しか し,従 来の水素ガスの液化システムでは,

J-Tバ ルブあるいは20.7Kの 液体水素温度にお

ける熱交換器を用いるが,効 率が高 くないと

い う問題点がある。 より高効率の液化を実現

する技術 として,磁 気冷凍が可能性あると考

えられる。その理 由は,液 体水素温度 よりも

低温の磁性体表面 を用いることにより,水 素

を圧縮することな く気体水素 を直接液化する

ことがで きるからである。ヘ リウム液化の研

究から,水 素の磁気冷凍の液化効率 は50%

以上になることが期待される。
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カ ル ノ ー サ イ ク ル の運 転

1.断 熱 磁 化(A→B):磁 場B=Oか らBlに 。2.等 温 磁 化(B→C)

3.断 熱 消 磁(C→D):磁 場B=B2か らB3に 。4.等 温 消 磁(D→A)

図7カ ル ノ ー サ イ ク ル 磁 気 冷 凍

カル ノー磁 気冷凍 法 を用 いる水素 液化 の原

理 を図7に 示 した。磁 場 中 に磁性 体 を置 き,

磁 場 強度 を変 化 させ る と,磁 性 体 の磁 気 モー

メ ン トの配 向が変化 しエ ン トロ ピーが変化 す

る(磁 気熱量効果)。 これ を利用 して,図7の

1～4の ステ ップ を行 うこ とに よ り,磁 性体

の温度 を低下 させ る こ とが可能 となる。磁気

熱量効 果 に よる磁気 冷凍 法 は,実 験室 レベ ル

で1mKま で到達 で きるユ ニー クな技術 である

が,1K以 上 の温 度へ の適 用 に関 しては,検

討 課題 があ る。特 に,20Kに お ける水 素液化

の ための磁気 冷凍 の磁性体 材料 の選定 には課

題 多 い。そ の理 由は,従 来磁 性 体 として使用

され て きた金 属化合 物 は,水 素 雰 囲気 で水素

との反応性 を持 つ ことにある。

一方
,水 素 との反 応性 の低 い酸 化物磁 性体

の 中には,希 土類 ガー ネ ッ トが あ る。 これ は

一 般 的 に水素 中で安 定 であ るこ とか ら
,実 用

性 を考慮 して,下 記 の点 に留意 して研 究 を進

めた。

①大量生産の可能性 を有す る多結晶体の磁性

物質を利用する。

②比較的安価な磁気 システムで得 られる6T

(テスラー)の 磁場強度で作動する磁性体

Gd3Ga5012(GGG)は,低 温における磁気
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図8単 結晶(GGGとDAG)の エン トロピー変化

冷凍の標準的物質であ り,本 研究ではGGG

よりも大 きな磁気熱量効果が期待で きる物

質の探索を行う。

GGGは 水 素液化 温度(20K付 近)に お け る

磁気 熱 量効 果 は大 き くない 。 これ に対 して,

磁 気 異 方性 を有 す るDy3Al5012(DAG)は,

図8に 示す ように,単 結 晶 の軸 方 向 に磁場 を

か ける と大 きな磁気 熱量効 果 を与 える。 しか

し,こ れ らの多結 晶体 につい て は,異 方性 が

平均 化 す る ため,磁 気 熱量 効 果 が減 少 す る。

そ こで異方性 成分 を等方性 成分 に置換 す る こ

とに よ り磁気 異方性 が増人 す る と考 え,材 料

探索 を行 った。
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図9多 結晶(DAGとGdPyAG)の エン トロピー変化5

その結果,(Gd。Dy1-x)Al5012は 異方性 を弱

め るだけで な く,磁 気飽和 エ ン トロ ピー を増

大 させ る点で有用 で ある(図9)。X=0.2の 試

料 は6Tの 磁 場 中で,20Kに おい て約260J/Kg

の磁 気熱量効 果 を示 した。 これ はGGGに 比較

して809。の磁 気熱 量効 果の増 大 であ り,磁 気

冷 凍 に よる水素 液化 に実用 可能 な物質 で ある

可能性 を示唆 した。

今 後 は,材 料 開発 を実施 す る と ともに,シ

ス テムの実証 を行 う予定 である。

(3)過 熱液膜方式触媒反応による有機ハイ ドラ

イ ドからの燃料電池用水素の水素の供給(5)

(東京理科大学,新 日石総研)

環境の観点から見ると,燃 料電池用水素は有

力な代替エネルギーと考えられるため,移 動体

における水素貯蔵技術のブレークスルーが求め

られている。本研究者 らは効率的な水素貯蔵,

供給方法 としてデカリン脱水素反応/ナ フタレ

ン水素化反応(式1)を 提案 している。

一

一
十5H2 (1)

デ カ リ ン の 重 量 当 た り お よ び 容 積 当 た り の

貯 蔵 能 力 は,7.3wt%,64.8kg-H2/m3で あ り,米

国 エ ネ ル ギ ー 省 の 目標 値6.5wt%,62.Okg-H2/m3

過熱液膜状態 懸濁状態

図10還 流条件における触媒反応の状態

峯
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図11回 分 式 反 応 で の デ カ リ ン か らの水 素 発 生 量

を超 える性 能 を有 してい る。デ カ リ ンの利用

に関 しては,水 素の効 率的 な発生 方法 が課題

となってい る。

回分 式 反応 におい てデ カ リンの脱 水素 反応

の検討 を行 った。炭素 に白金 を担持 した触 媒

(Pt/C,0.30g)量 を固定 し,デ カ リンの量 を変

化 させ て還流 条件(210℃)で 反応 を行 った。

反応 液 の状 態 を図10に 示 した。 デ カ リ ンが

3.Omlの 場合 には懸濁状態,1.Omlの 場合 には過

熱液膜状態,0.5mlの 場合 には砂 浴状態 となっ

た 。懸 濁状 態 で は水 素初 期発 生 速度 は低 く,

2.5時 間後 の転化率 も低 か った(図11)。 過 熱

液膜状 態 では,触 媒 は懸 濁せ ず,触 媒表面 が

基質溶 液 で湿潤す る状態 とな った。 この場 合

に,最 大 の水 素初期 発生 速度 お よびデ カ リン

転化 率 を得 る こ とが で きた 。砂 浴状 態 で は,

反応 時 間の経 過 とと もに,触 媒表面 におけ る

基質 の供給不 足 とな った。還 流条件 で は,過

熱液膜 状態 での触 媒表面 温度 は沸点 よ りも高

くな る。 一方,懸 濁状 態で は,全 体 の沸騰温

度 と触 媒温度 は同等 とな る。 以上 か ら,液 膜

上 の過 熱状 態 の活 性サ イ トは,液 状 の デ カ リ

ン脱水 素 反応 に関 して,懸 濁 法 よ りも利 点が

あ ることが判明 した。
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連続法において,デ カリン供給速度を変化

させて反応を行 った ところ,定 常的に高効率

で水素発生 させる反応器の設計が可能である

ことが判明 した。

現在の ところ,移 動体用の水素貯蔵 として

のデカリン/ナ フタレンに関する進展 を以下

にまとめた。

① 炭素上 に白金を担持 した触媒系 において,

「過熱液膜触媒反応」による回分式実験におい

て,210-280℃ の温度範囲で,効 率的な水素

発生が見 られた。

②連続式反応 において も,同 様の 「過熱液膜

条件」において,広 い範囲のデカリン供給速

度に関して,同 様の結果が認められた。

③連続式 の反応結果 ではワ ンパス転化率 は

70%以 上である。反応系の改善により,燃 料

電池自動車への利用 も可能であると考える。
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[寄稿]

RPS法 と風力発電系統連系対策について

暢 恵 理(欝1=難 継
室長補佐)

1、 は じ め に

電気の小売を行 う電気事業者に毎年一定量

以上の新エネルギー等 による電気の供給 を義

務付 ける 「電気事業者 による新エネルギー等

の利用 に関する特別措置法」(RPS法)が 施行

されてか ら2年 が経過 した。本稿 では,RPS

法の2年 間の施行状況と義務量(表1)達 成

のために重要な風力発電系統連系対策につい

て説明する。

2.RPS法 の概要 と施行状況

(1)RPS法 の概要

RPS法 は,新 エネルギーの発電分野の市場を

拡大することにより新エネルギーの導入を促進

するため,平 成15年4月 より完全施行 されてい

る。RPS法 においては経済産業大臣が,8年 間

分の各年度毎の全 国の新エネルギー等※1電気

の利用 目標を定めた上で,電 気事業者に対 して,

毎年度,そ の目標量を基礎 として各社の販売電

力量に応 じて算定される一定割合以上の新エネ

ルギー等電気(認 定された新エネルギー等発電

設備によって発電された電気)を 利用すること

を義務づけている。電気事業者 とは電気を小売

する一般電気事業者,特 定電気事業者,特 定規

表1

模電気事業者であり,平 成17年3月 現在31社 と

なっている。電気事業者は,新 エネルギー等を

利用 して得 られた電気 を組み合わせて義務履行

を行 うことが求められている。

電気事業者は,① 自ら発電 した新エネルギー

等電気 を利用する方法,② 他の事業者から購入

した新エネルギー等電気 を利用する方法,ま た

は,③ 他の事業者から新エネルギー等電気相当

量を購入す る方法等 により義務履行 を行 う。

「新エネルギー等電気相当量」 とは,RPS法 の

義務履行に使える価値に相当するもので,発 電

事業者が地域を越えて電気事業者 との取引を行

うことを可能にするものである。電気事業者は,

経済性などの点を考え,も っとも優れた方法を

選んで新エネルギー等電気の利用を行 うことに

より,結 果 として効率的に我が国全体の新エネ

ルギー等電気の利用目標量を達成する。

(2)RPS法 の施行状況

新 エ ネルギ ー等 に よる発電 設備 の認定 に関

しては,平 成16年 度 におい ては57,819件 の設

備 認定 を行 ない,平 成17年3月31日 現在 にお

け る総認定 設備 は199,027件 とな った(表2)。

すべ ての種類 の発 電設備 が それぞ れ増大 して

お り,継 続 的 に新 規 の新 エ ネル ギー発電設 備

RPS法 義務量

年度(平 成) 15 16 17 18 19 20 21 22

義務量(億kWh) 32.8一 36.0 38.3一 415 44.4 64.2 88.9 122.〇一
*下 線部以外は推計値

※1RPS法 の対象 となる新エ ネルギー等 とは、太陽光、風力、バイオマス、水力、地熱 である。 このうち水力は ダムを伴 わ

ない水路式の1,㎜kW以 下の 中小水力 、地熱は熱水 の噴出量が相当程度減衰 されていない ものが対象。
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表2設 備認定状況(平 成t7年3月31日 現在)

認 定 件 数 設 備 容 量(kW)

発 電 形 態
平成16年 度

総 数
平成16年 度

総 数
認定 廃止 認定 廃止

風力発電設備 40 4 243 247,760 3,590 920,529

太陽光発電設備 57,723 378 198,159 215,217 1,430 741,278

(住宅用太 陽光 を除 く) 438 7 1,150 10,293 ll4 28,990

バ イオマ ス発 電設備 26 2 247 2,277,301 8,930
(※1>5

,028,008

(1,343,466)(※2)

地熱発電設備 1 0 1 2,000 0 2,000

中小水力発電設備 23 1 359 10,606 100 163,549

複合型発電設備 6 1 18 1,163 408 3,180

合 計 57,819 386 199,027 2,754,047 14,458

8:翻1)・ 紺

(住宅用太 陽光 を除 く) 534 15 2,018 2,549,123 13,142 6.146256

(備考)※1.表 中のバ イオマ ス発 電設備 の設備 容量 は発 電設備全 体での 出力 であ り、バイオ マス比率は

考 慮 されてい ない。

※2.()の 設備 容量 は、バ イオマス発 電設備全 体の 出力(上 記 ※1)に 投入燃 料のバ イオマ

ス カロリー比率(平 成16年 度実績)を 乗 じた 出力 。

(出所 資源エネルギー庁 「電気事業者による新エネルギー等の利用に関する特別措置法の平成16年度の施行状況について」)

表3平 成16年 度新エネルギー等電気供給量

(単位:kWh)

新エネ等電気
供給総量

風力発電 太陽光発電 中小水力発電 バイ オマス発電 地熱発電 複合型発電

4,908,658,745 1,439,744,347 346,517,418 913,557,262 2,207,404,677 279,360 1,155,681

(出所:資 源 エネル ギー庁 「電気事 業者 による新エ ネルギー等 の利用 に関す る特別措置 法の平成16年 度の施行状 況 について」)

が設置 されて きてい る とい える。

平 成16年 度 にお け る新 エ ネルギー等発 電設

備 か ら電気 事業者 に供給 された電気 の総 量 を

表3に 示す 。平成16年 度 の新 エ ネル ギー等電

気 の供 給総 量 は,前 年(約40億kWh)よ り約

10億kWh増 大 した こ とか ら,設 備 数 の増 大 に

伴 い新 エ ネル ギー等発 電設備 に よる発 電 量 も

着実 に増大 してい る といえる。

平成16年 度 にRPS法 の義務が課せ られた電気

事業者 は,電 力会社10社,特 定電気事業者6社,

特定規模電気事業者15社 の計31社 である。 これ

ら電気 事業 者 に課 され た平成16年 度 の義務 量

(平成16年 度 の調 整後基準利用量+平 成15年 度

ボ ロウイング量)の 総量 は3,599,756,000kWhで

あ ったが,電 気事業者31社 のすべてが平成16年

度 におけるRPS法 の義務 を履行 した。

平成16年 度の義務履行 にあた っては,当 該年

度に供給 された新 エネルギー等電気供給量 に加

え,平 成15年 度 か ら の バ ン キ ン グ 量

(785,980,000kWh)を 用い るこ とが で きる。電

気事業者,発 電事 業者 は,積 極的 に新規 の発電

設備 か らの電気 を発電,供 給 を行 ったため,電

気事業者31社 の うち17社 が次年度 にバ ンキ ング

を行 い,バ ンキ ング総量 は2,062,952,000kWh

(電気 事業者17社:1,939,275,000kWh,発 電事

業者10社:123,677,000kWh)で あった。

さらに,平 成16年 度 にお ける新 エネルギー等

電気相 当量の記録総量 は,2,901,271,000kWhで

あった。 また,取 引 された新エネルギー等電気

相 当量 は,157,513,000kWhで あ り,取 引件数 は

33件 とな り,記 録総量,取 引総量,取 引件数 と

もに平成15年 度 よ り大幅 に増大 している。
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RPS法 下における新エネルギー等電気の電

気や新エネルギー等電気相当量の取引価格は,

事業者間の相対取引で決定せ されているが,

RPS法 の施行状況の実態 を把握するため,現

在,電 気事業者,発 電事業者に対 し,任 意の

調査を行っているところである。

2.風 力発電系統連系対策 について

(1)風 力発電の系統連系対策について

RPS法 の利用 目標達成のために導入拡大が

期待 されている風力発電は,平 成16年 度末に

は92.7万kWに 達 し,運 転開始は していないが

受給契約を締結 しているもの も含めれば,142

万kWと なるなど,着 実 に拡大 してきている。

一方
,風 力発電は出力が大 きく変動するため,

大規模導入は周波数変動等電力の質 に悪影響

を与える可能性がある。そのため,北 海道電

力は25万kW,東 北電力 は47万kW,四 国電力

は20万kWを 当面の風力発電の連系可能量 と

し,ま た,九 州電力は,毎 年一定量の制限を

設けて受付けを行 うなど,新 規 の風力発電の

連 系が制 約 され る状 況 になって きている。

RPS法 の義務量は,風 力発電の系統連系対策

が講 じられるまでの間は,対 策を講 じな くて

も達成で きるレベルの義務量で良いとされて

いるが,2010年 の義務量達成のためには,風

力発電の系統連系対策 を実施 してい くことが

必要不可欠な状況になっている。

そこで,平 成16年4月 より,「総合資源エネ

ルギー調査会新エネルギー部会」 に 「風力発電

系統連系対策小委員会」を設置 し,新 エネルギ

ー導入目標(う ち風力発電の平成22年 度におけ

る導入 目標:300万kW)及 びRPS法 の利用 目

標 を踏まえた風力発電の系統連系対策を確実に

進めていくための具体的な系統連系対策につい

て検討を進めた。昨年7月 には,『風力発電系

統連系対策小委員会中間報告書(案)』(以 下

「H16年中間報告書」)が 取 りまとめられた。

ここでは,風 力発電の系統連系に係 る対策と

して,「系統全体にわたる問題である周波数変

動にかかる対策」および 「送電線の送電容量 を

有効活用 しながら円滑に連系 を進めてい くため

の送電容量等対策」の2つ の論点について具体

的な対策オプションの検討が行われた。

周波数変動対策については,表4の とお り

具体的な対策オプシ ョンが提示 され,対 策ご

とに技術的実施可能性,対 策費用,実 施 にあ

たっての課題が整理された。平成16年 度には,

「H16年中間報告書」 を受け,電 力会社,風 力

発電事業者,経 済産業省がそれらの課題 につい

て詳細な検討を行った。

表4風 力発電における周波数変動対策のオプション

系統 サイ ドの対策 風 力発電 サイ ドの対策

特段の新たな設備 ●周波 数変動の観 点か らみた ●調整力不足時期の風力発電
対策が不要な対策 風力発電連系可能量の正確 機 の計画解列 ・出力抑制

な把握
●調整力不足時期の風力発電

●調整 力の拡大 に向けた電源 機 の予定解列 ・出力抑制
運用

●周波数変動 による導入制約 の

ない地域へ の風力発電立地 の

誘導

場合 によっては新 ●会社 間連系線 の活用

たな設備対策が必
要 となる対策

新たな設備対策が ●蓄電池等 の導入

必要な対策

新 たな調査研究が ● 気象予測 に基づ く風力発電予測 シス テムの導入

必要な対策

噸 ゐ繕 懸 儒 難 糠 建蒙粛矯罐 鴨 謡対策小委員会)

第28巻 第2号(2005)
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そこで,本 年の小委員会では,「H16年 中間

報告書」 に盛 り込 まれた周波数変動対策及び

送電容量等対策について進捗状況のレビュー

を行い,今 後の対策の方向性を示 した 「風力

発電系統連系対策小委員会中間報告書(案)

一 「H16年7月27日 中間報告書」に盛 り込まれ

た対策のレビュー結果」(以 下 「中間報告書」)

が本年6月 末にとりまとめられた。

(2)「 中間報告書」の概要

本年の小委員会においては,「H16年 中間報

告書」 に掲げ られた7つ の周波数変動対策オ

プションについて,技 術面,制 度面での実施

可能性の検討に加 え,経 済性の比較検討 を加

え,優 先順位付けが行われた。

その結果,「 中間報告書」においては,平 成

17年度から講 じることが期待 される対策 とし

て,① 導入拡大のための具体的対策,② 導入

量拡大に向けた基盤的対策,③ 今後継続検討

を行ってい く対策が整理 された(表5)。

① 導入拡大のための具体的対策 「蓄電池対策

と解列枠の導入」

(a)小 委員会での検討結果

小 委員会 で は,解 列枠 ※2,短 周期,長 周期

等 の蓄電池対 策※3に必 要 な コス トと追 加導入

可能量等 について検討 ・整理 を行 った(表6)。

その結果,解 列枠 の方が それぞ れの対 策 コス

トが安いが,追 加導入可能量 は,蓄 電池対策

の方 が大 き くな るこ とが 明 らか にな った。

また,蓄 電池対策を講 じて風力発電を導入 し

た場合でも,風 力発電の出力変動がゼロにな

らない限 り,系 統側の既存の調整力が必要 と

なる。解列枠 も,解 列時間以外は系統側の既

存の調整力が必要である。 したがって,蓄 電

池等の導入及び解列枠 は二者択一的な対策 と

な り,単 純に2つ の対策 を導入することはで

きず,対 策の性質に応 じ組み合わせなが ら導

入 してい くことが必要であること,そ の組み

合わせ方により,風 力発電の導入量等が異な

ることが明らかになった。

(b)蓄 電池対策と解列枠の組み合わせ方

蓄電池対策と解列枠の組み合わせ方は,電 力

会社の系統制約の状況によって異なって くる。

まず,以 下に3タ イプの電力会社 に分けて組み

合わせを示す。この中で,「 短周期対策の蓄電

池」 とは,風 力の出力の短周期変動 を平滑化

するための蓄電池,「 長周期対策の蓄電池」 と

は,夜 間風力 の出力を蓄電池 にフル充電 し,

昼間は風力の出力 を平滑化 させなが ら放電す

るための蓄電池,「 長周期 フラット運転の蓄電

池」 とは、夜 間風力の出力を蓄電池 にフル充

電 し,昼 間は風力の出力 を一定にさせなが ら

放電するための蓄電池をいう。

表5平 成17年 度から講 じることが期待 される対策

平成17年 度 か ら講 じるこ とが期待 される対 策 継続検討を行っていく対策

(導入量拡大のための具体的対策)

導入制約がある地域
・解列枠の募集

蓄電池等の導入

導入制約のない地域

・周波数変動による制約のない地域での風力発電立地

(引き続き検討)

会社間連系線の活用

(電源構成、需要状況の変化に応じて検討)

・調整力の拡大に向けた電源運用
(導入量拡大に向けた基盤的対策)

・周波数変動の観点からみた風力発電連系可能量の正確な把握

・気象予測に基づ く風力発電予測システムの調査研究

噸 ゐ轄 慰 儒 難 嵩総 暮灘 翻欝 論 対策小委員会)

※2系 統側 にお いて風力発電 の出力変動 に対応 する調整力が不足 する時間帯 に,解 列 または出力 を抑 制す ることを条件 に,

新 たな風力発電機 を連系す るこ とを認 める枠

※3蓄 電池 を風力発電 に併設す るこ とによ り風力発電 の出力 を平滑化 する対 策
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表6風 力発電系統連系対策の費用対効果について(概 算)

○ 現時点 において技術的,制 度的 に導入可能な対策 について,そ れぞれの対策 を講 じた場合の費用及び追加風力発電導入可能量について整理。

○ なお,蓄 電池及び解列枠 については,以 下の対策 を今後最初に且つ単独で行った場合を示 してお り,組 み合わせ方によりそれぞれの導入量は
異な り,単 純 な足 し算には必ず しもならない。

追加風力発 追加風力発電導入kWh 追加風力発電導入 算定にあたっての前提 留意点
電導入kW 当りの系統連系対策 コス ト 可能量(試 算値)

対 策 当 りの系統

連系対策コ kWhコ ス ト kWh当 りの

ス ト コストアッフ.分

解列枠 10% 11.1円/kWh 1.1円/kWh 計:23万kW いずれかの解列時間で1回 のみ

(北海道は (北海道は (北海道は 北海道:5万kW 受け付ける場合の導入可能量を

16%) 11.9円/kWh) 19円/kWh) 東北:10万kW

四国:3万kW

九州:5万kW

試算 。(例:20%解 列の導入可

能量 は豆0%解 列 を行 っていない

前提 で試算)

20% 12.5円/kWh 25円/kWh 計:315万kW

北海道:5万kW

東北:15万kW

四国:4万kW

九州:75万kW

30% 14.3円/kWh 4.3円/kWh 計:40万kW

北海道:5万kW

東北20万kW

四国:5万kW

九州:10万kW

60% 25円/kWh 15円/kWh 北海道:10万kW

会社間連系線 東 北 ・東京 二 5万kW程 度 ベース潮流 を流す ための増分 コ ベ ース潮流 を流すための増

相馬双葉幹線 (ベ ース潮 流25万 ス ト(ベ ース潮流kWh)× ベー 分コス トは需給状況や電源

5～10円

/kWh程 度

kW当 り) ス潮流送電時 間率(8760時 間 に

対す る割合)/活 用効果0.2× 風

力設備利用率)

運用状況等 により変化 しう

る。

短周期対策①= 3万 円/kW ll.1円 ノkWh 1.1円/kWh 九州:3.3万kW 九州電力の通常枠5万kWを 短周 追加風力発電導入可能量は,

縮小率40% 期蓄電池枠に置き換えた場合 通常枠5万kWか らの追加量

短周期対策②= 3万 円/kW 12.3円/kWh 2.3円/kWh 九州:8.3万kW 九州電力の10%解 列枠+短 周期

縮小率40% 蓄電池枠を実施した場合

長・短周期対策: 基本 21 17.5円/kWh 75円/kWh 計:63万kW 東北,四 国は10%解 列を,

夜間充電 ・昼間 ケース*1 万 (2596) (25%) 東北:33万kW 九州は20%解 列を蓄電池に

縮小率70% 円 14.6円/kWh 6.3円/kWh 四国:5万kW*4 置き換えた場合

/kW (3096) (3096) 九州:25万kW

(カ ッコ内は風力発電設備利用率)

蓄
容量 17 16.1円/kWh 6.1円/kWh

節約 万 (25%) (25%)
*2似

円 13.4円/kWh 5.1円/kWh

電 /kW (30%) (30%)

(カッコ内は風力発電設備利用率)

長 ・短周期対策= 基本 27 19.6円/kWh 9.6円/kWh 東北:一 定量 まで 蓄電池容量については風力発電 フラッ トで前 日通告での運

池
夜間充電・昼間
フラット運転

*1矧
万

円

/kW

(25%)

163円/kWh

(30%)

(25%)

8.0円/kWh

(3096)

制限 なし

四国:5万kW*4

九州:周 波数変動 に

影響 を与 えな

所容量の130%(7～8時 間)

で試算(夜 間完全充電,当 日数

時 間前通告 を前提 とした もので

あ り,前 日通告の場合の蓄電池

転を行うことができれば,
卸電力取引市場に電気を販
売することも可能。その場
合の電気価格はスポット取

(カッコ内は風プ発電設備利用率)
い電源として

随時連系協議
容量については別途検討が必要
である。)

引価格実績 より7-10円/kWh
と想定。電力会社の電気 の

が可能 み買取価格は平均3円/kWh
である ことか ら4～7円/k

容量 15 15.3円/kWh 5.3円/kWh Wh買 取価格が上昇する。こ

節約 万 (2596) (25%) の買い取り価格上昇分を考
*3幅

円

/kW

12.8円/kWh

(30%)

4.5円/kWh

(30%)

慮すれば,蓄 電池設置によ

るコス トア ップ分を吸収で

きる可能性がある。
(カッコ内は風力発電設備利用率)

周波数変動制約の (陸上) (陸上) 追加風力発電導入可能量は,H

ない地域への風力

発電立地

10～13円/kwh

(洋 上)

15円/kWh一

50万kW程 度

(洋上)
?万kW

16経済産業省委託調査による風

力事業者アンケート調査より
(風況調査,電 力会社との事前

協議等を行っている事業計画の
うち半数以上が実現すると見込
んだ数値)

(備考)
●費用算定 にあたっての前提は,風 力発電設備利用率25%,金 利4%,投 資回収年数17年,系 統制約のある地域 における風力発電の発電

コス トは,試 算にあた り,こ れまでの実績を踏まえ10円/kWh(利 用率30%の 場合は,8.3円/kWh)と 仮定 した。なおkWhコ ス トはそれぞれの対策

の相対的な比較 を行 うために整理 したもので,こ の値自体は実際の立地状況 によ り変わりうるものであることに留意。

●周波数変動制約のない地域への風力発電立地については,設 備利用率は計画地毎の想定設備利用率(20～25%)で 試算。

●試算にあたっては,風 力発電設備 ・蓄電池とも設置補助金 を考慮せず に計算 を行 った。
●蓄電池関係:コ ス トは,蓄 電池がある程度普及 した際の蓄電池設備費,設 置 コス ト,充 放電ロス を考慮 したもの。

1

り乙

*

*

*3

*4

軽負荷期の夜間に風力発電か ら最大定格出力が出ることを想定 し,全 て充電することを想定。
経済産業省委託調査 において,過 去の風力発電量のデータを踏まえると蓄電池容量(kWh)を60%に 削減で きる可能性があることが示された
ことか ら,基 本 ケースか ら60%に 容量を削減。

風力発電事業者 によって実際の風力発電量のデータから蓄電池容量(kW)を70%に 削減できる可能性が検討 されたことから,基 本ケースから70
%に 容量を削減。 このケースにおいては風力発電所定格の70%以 上の出力がなされた時は解列す ることを想定。

下げ代制約 によ り決定 される値であるため,将 来の需給状況 によっては試算結果よ りも追加連系可能量が少 なくなる場合がある。
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タイプ1=最 初に短周期面のみ制約が生 じ,そ

の後,長 周期(下 げ代:夜 間)面 での系統制約

が生 じる可能性がある電力会社

費用が安い対策により風力発電を導入する

組み合わせは,通 常枠が残 っている場合は通

常枠,そ の次 に解列枠を導入 し,さ らに長周

期対策の蓄電池を導入する ものであるが,他

の組み合わせ に比べ導入量はそれほど多 くな

らない。最 も導入量が多い組み合わせは,短

周期対策の蓄電池導入枠の後 に,長 周期対策

の蓄電池導入枠を講iじるものである。

タイプ2=最 初に短周期,夜 間の長周期(下 げ

代)の 制約が生 じ,そ の後,昼 間の長周期(下

げ代)制 約が生 じる可能性がある電力会社

費用が安い対策で風力発電 を導入する組み

合わせは,通 常枠が残っている場合 は通常枠,

その次に解列枠,そ して長周期対策の蓄電池

を導入するものであるが,導 入量は他の組み

合わせに比べ多 くはならない。最 も導入量が

多い組み合 わせは,長 周期対策の蓄電池 を導

入 した後 に解列枠を講 じるものである。一方,

昼間下げ代の問題が早い段階で生 じる場合は,

それが制約 となるため,必 ず しもこの組み合

わせで導入量が最大 とはならない。

タイプ3=短 周期,長 周期(下 げ代:夜 間)長

周期(調 整速度等)の 制約が生 じる電力会社

蓄電池対策により追加風力発電の導入を図る

ためには,長 周期 フラット運転の蓄電池対策を

行うことが必要である。この場合,既 存の調整

力とは別の調整力を活用 し通告変更に対応する

ことになる。このため,解 列枠を蓄電池枠に変

更 しても,導 入量は増加せず,し たがって,そ

れぞれ個別に検討 していくことができる。

これに従 って整理 した,具 体的な電力会社

毎の導入組み合わせ例 を表7に 示す。

(c)小 委員会が推奨する方策

小委員会においては,風 資源の有効活用 と

風力発電導入量の拡大の観点か ら,解 列枠 よ

りも蓄電池対策を優先 し,追 加風力発電の導

入量が最大になるように組み合わせる方針で,

各電力会社が系統連系受け入れを実施するこ

とが適当である旨の議論がなされた。「中間報

告書」 には,「導入制約がある電力会社におい

ては,速 やかに,蓄 電池 と解列 を追加風力発

電の導入量が最大になるような組み合 わせ を

整理 し,解 列 については平成17年 度か ら,蓄

電池については平成18年 度から導入枠 を設け

表7解 列 と 蓄 電 池 対 策 の 組 み 合 わ せ 方 と 追 加 的 風 力 発 電 導 入 量

【九 州 電 力 】

九州電力では、まずは①の短周期面のみの制約が生 じ、その後に②長周期(下 げ代:夜 間)で の制約が生じることから、以下の組み合わせで

対策を講 じてい くことが可能。また、九州電力は来年度5万kW程 度の通常枠を予定。短周期蓄電池枠は風力の短周期変動を完全に吸収できない

(縮小率が40～50%)こ とから、通常枠又は解列枠を活用 して受け付け枠を設定することとなる。

導入順 対策A 対策B 対策C 対策D 対策E 対策F

1 通常枠 5万kW 通常枠 5万kW 短周期 8.3万kW 短周期 8.3万kW 短周期 8.3万kW 短周期 8,3万kW

蓄電池 蓄電池 蓄電池 蓄電池

解列枠 5万kW 解列枠 5万kW 解列枠 5万kW 解列枠 83万kW 解列枠 8.3万kW 長周期 16.7万kW

10% 10% 10% 10% 10% 蓄電池
2

短周期 短周期

蓄電池 蓄電池

解列枠 25万kW 長周期 8.3万kW 長周期 8.3万kW 解列枠 25万kW 長周期 8.3万kW 長周期 8.3万kW
3

20% 蓄電池 蓄電池 20% 蓄電池 蓄電池

長周期 αkW 長周期 αkW 長周期 αkW 長周期 αkW 長周期 αkW 長周期 αkW

4 フラット フラット フラット フラット フラット フラット

蓄電池 蓄電池 蓄電池 蓄電池 蓄電池 蓄電池

合計
12.5万+αkW 18.3万+αkW 21.6万+αkW 正9.1万+αkW 24.9万+αkW 33.3万+αkW

(追 加導入量)
(7.5万+αkW) (13.3万+αkW) (16.6万+αkW) (14」 万+αkW) (19.9万+αkW) (28.3万kW+αkW)

*長 周期フラッ ト蓄電池による対策を講じる場合(導 入量 αkW>は,周 波数変動に影響を与えない電源として随時連系協議が可能。

*通 常枠が5万kWで 導入限界量に達すると仮定した試算。
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【東 北 電 力 ・四国 電 力 】

東北電力 ・四国電力では,① 短周期,② 長周期(下 げ代:夜 間)面 による制約であるため,対 策は
以下の通 りとなる。なお,四 国電力では昼間にも長周期(下 げ代)問 題が生じる。

(東北電力)

導入順 対策A 対策B 対策C 対策D

1 解列枠

正0%

10万kW 解 列枠

10%

10万kW 長周期

蓄電池

33万kW 長周期

蓄電池

33万kW

2
長周期

蓄電池
10万kW 解列枠

20%
5万kW 解列枠

20%

5万kW

3

長 周期

フラット

蓄電池

αkW 長周期

フラット

蓄 電池

αkW 長周期

フラット

蓄電池

αkW 長周期

フラット

蓄電池

αkW

合計

(追 加導入量)

10万+αkW 15万+αkW 33万+αkW 38万 ÷αkW

*長 周期 フラット蓄電池による対策を講 じる場合(導 入量 αkW)は,他 電力管内に販売 ・小売

される場合には,東 北電力において短周期 ・長周期変動面での制約なし。東北電力に販売される

場合には,東 北電力の昼間の長周期(調 整速度,調 整幅)面 での制約が生 じるまで連系可能。

(販売 ・購入に関 しては,IPP,PPS電 源と同様,相 対交渉)

(四国電力)

導入順 対策A 対策B 対策C 対策D

1 解列枠

10%

3万kW 解 列枠

10%

3万kW 長周期
蓄電池

5万kW 解 列枠

20%

3万kW

解列 枠

30%
2万kW

2
長周期

蓄電池

3万kW

3

長周期

フラット

蓄電池

αkW 長周期

フラット

蓄電池

αkW 長周期

フラット

蓄電池

αkW 長周期

フラット

蓄電池

αkW

合計

(追 加導入量)

3万+αkW 5万+αkW 5万+αkW 6万+αkW

*長 周期 フラット蓄電池 による対策を講iじる場合(導 入量 αkW)は,他 電力に販売 ・小売 され

る場合 には,四 国電力において短周期 ・長周期変動面での制約なし。四国電力に販売される

場合には,対 策A,Bに ついては四国電力の昼間の長周期(下 げ代)の 問題が生 じるまで連系

可能であるが,対 策C,Dに ついてはαはゼロとなる。

【北 海 道 電 力 】

北海道電力では、①短周期、②長周期(下 げ代:夜 間)、 ③長周期

(調整速度等)面 による制約であるため、対策は以下のとお り。(蓄

電池は、縮小率100%の フラッ ト制御での導入が必要。)

導 入川頁 対策A 対策B

1 解列枠

16%

5万kW 解列枠

16%

5万kW

2

長周期完全
フラット運転

αkW 長周期完全
フラット運転

αkW

3
解列枠
60%

5万kW

合計

膿)
5万+αkW 10万+αkW

出所:総 合資源エネルギー調査会 新エネルギー部会風力発電系統連系対策小委員会

「風力発電系統連系対策小委員会中間報告書(案)平 成16年6月23日 」

て,受 付 ・導 入 を行 う ことについ て及 び経 済

産業省においては,上 記蓄電池の募集にあわ

せ,平 成18年 度からの蓄電池導入に係 る支援

施策の強化 を行 うことについてそれぞれ検討

を行 うこ と」 が盛 り込 まれた。 また,長 周期

フラット型の制御 を行 う風力発電は,周 波数
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変動 に影響 を与えない電源 として,他 の電源

と同様,電 力系統利用協議会 ルール及び各電

力の系統アクセス基準 に則 って随時連系協議

の受け付けを行 うことが盛 り込 まれている。

「周波数変動 による導入制約のない地域で

の風力発電立地」に関しては,IO～13円/kWh

の発電コス トで2010年 までに,経 済産業省調

査結果 より約50万kWの 導入が見込 まれるこ

とが示 され,「 中間報告書」 には,導 入制約の

ない電力会社 において,事 前相談及び詳細な

連系検討 を随時受け付 けるなどの対応 を行 う

中,系 統連系 にあたっての費用対効果の高い

代替案の提案 など,新 規風力発電立地におけ

る系統連系手続 きを丁寧 に行 うこと,風 力発

電事業者においては,今 後,導 入制約のない

地域における風力発電の適地 を開発 してい く

など当該地域での事業性の向上 に向けた一段

の努力が行われることが盛 り込 まれた。 さら

に,経 済産業省においては,平 成18年 度 より

導入制約のない地域 において風況の優 れた場

所 を探すために風力発電事業者による風況調

査 に対する必要な支援について検討 を行 って

い くとともに,風 況の優れた場所での風力発

電立地 を円滑 に進めるために,関 係省庁等 に

対 し,土 地利用規制の緩和や運用の円滑化 を

引き続き働 きかけてい くこととされた。

② 導入量拡大に向けた基盤的対策

導入量拡大に向けた基盤的対策 としては,

「周波数変動の観点か らみた風力発電連系可能

量の正確 な把握」,「気象予測 に基づ く風力発

電量予測システムの調査研究」が挙げられる。

「中間報告書」には,「周波数変動の観点か

らみた風力発電連系可能量の正確 な把握」は,

系統連系対策を進めてい くに当たっての前提

となる必要不可欠な対策 と位 置づ けてお り,

昨年度経済産業省 の委託調査で整理 された風

力発電の平滑化効果,連 系可能量把握のため

のシミュレーション手法の手順 を踏 まえ,今

後,適 時電力会社は連系可能量の正確 な把握

を進めていくことが盛 り込 まれた。(図1)

「気象予測に基づ く風力発電量予測システム

の調査研究」 に関しては,昨 年度経済産業省の

委託調査で整理 された風力発電量予測システム

の活用目的に資 し,わ が国において研究開発す

べ きシステムを樹立で きるよう,本 年度 より

(独)新 エネルギー ・産業技術総合開発機構

(NEDO)に おいて研究開発を進めてい くこと

が盛 り込 まれた。これを踏まえ,NEDOで は公

募 を行い具体的な研究機関を選定 し,平 成19年

までの3年 間で風力発電量予測システムの調査

研究を進めてい くこととしている。

ステ ップ1=需 給断面 の選 定

連系可能量を評価する上で重要な
需給断面の選定

ステ ップ2=実 系統 の解析モ デルの作成

選定 した需給断面における実態(需 給規模,
需要変動,調 整力〉の表現

ステ ップ3:風 力発 電出力変動 の想定

変動モデルの想定(時 系列変動ない し想定変動)

ステ ップ4:風 力発電 出力変 動,需 要,調 整 力 との組 み合 わぜ

風力変動,需 給断面を決めての計算の実施

ステ ップ5:風 力発電連系量 の算定結果 と評価

風力変動を前提にした解析 ・シミュレーションの結果からの

導入可能性の判断

(出 所:総 合資源エネルギー調査会 新エネルギー部会風力発電系統連系対策小委員会「風力発電系統連系対策小委員会中間報告書(案)平 成16年6月23日 」)

図1周 波数変動の観点からみた風力発電連系可能量の正確 な把握のステップ
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表8会 社間連系線の具体的な活用方策

[短周期変動対策 としての連系線活用方策][長 周期変動対策 としての連系線活用方策]

案1短 周期変動分離

短周期変動対策 として会社 間連系線を通 じて

他社管内のLFC調 整力 を利用

案llベ ース潮流送電

短周期変動対策 として会社間連系線 を通 じて
一定の潮流 を送電することで、自社管内のLF
C調 整力 を増加 させ る。

案IH蓄 電池併用

短周期変動は蓄電池で吸収

(→他社 には長周期変動対策のみ を期待)

案A長 周期変動分は風力発電分を同時同量で

他系統に通告送電(託 送)

案B下 げ代確保対応 として電力会社がベース

潮流 を他系統 に融通

噸 講 難繍㌫ 難 嵩藩 暮粛鞠 灘 辮 横小委員会)

③ 今後継続検討を行っていく対策

今後継続検討 を行 ってい く対策 としては,

「会社間連系線の活用」 と 「調整力の拡大に向

けた電源運用」が挙げられる。会社 間連系線

の活用 に関 しては,表8の ような具体的な活

用方策が議論された。

会社 間連系線 を活用する場合には,上 記の

短周期変動対策及び長周期変動対策 としての

連系線活用方策 を組み合 わせ ることが必要 と

なるが,小 委員会では,以 下の(a)(b)の と

お り課題を整理 した。

.(a)「 案1十 案Al.「 案1十 案B【

総合資源エネルギー調査会電気事業分科会

報告 「今後の望ま しい電気事業制度の詳細設

計 について」(平 成16年5月)で は,連 系線の

利用にあた り,(i)全 ての系統利用者,取 引

形態に有利/不利 にならない仕組みを確保する

ため,中 立機関が入 った形で手続 きがなされ

ること,(ii)先 着優先,(iii)空 おさえの禁止,

とい う大原 則 を定 め てお り,こ れ を踏 まえて

電力系統利用協議 会ル ールが定 め られてい る。

しか し,「 案1+案A」,「 案1+案B」 の方策

は こ う した原則 やル ール に基 づか ず に風 力発

電 の出力 を連系線 を通 じて流 す こ とにつ なが

りうるもので,制 度上の課題があ る。

.(b)「 案H十 案BL「 案III十 案Al

これら方策に制度的,技 術的な課題はない。

なお,「 案A」,「 案B」 を実施するには,精

度の高い風力発電予測技術が必要であり,さ ら

に,予 測などに基づ く通告値と実際の長周期変

動分 との差異に対する電源の追従性等技術面で

の検証 も必要である。また,「案H」 や 「案B」

においては,導 入制約がある電力会社において

焚 き増す※4電源,会 社間連系線を通 じてベース

潮流を買い取る電力会社において焚 き減らす※5

電源の種類によっては,二 酸化炭素排出量が結

果 として増大する可能性がある。

表9連 系線活用による費用 と効果

連系線活用量
a

連系可能量増加分
b

活用効果

b/a(%)

主な増分コス ト 備 考

案1+A,B 10万kW +10万kW 100% 中給改修(数 銭ノkWh程 度) 費用負担および連系線利用ルール との関連

(全エ リア共通)

案ll+B 25万kW

(これ以下では

効果が低い)

+5万kW 20% DSS(DailySt離StoP)火 力

機 を新 たに連 系 してベ ース

潮流 を流 す ための増 分 コス ト

・持 ち替え電源種別次第でCO2排 出量が増加の可能性

・25万kWの 空容量確保

・費用負担のあ り方

案 川+A 10万kW +10万kW 100% 蓄電池コス ト 今後の詳細検討 ・検証が必要

(出所:総 合資源エネルギー調査会新エネルギー部会風力発電系統連系対策小委員会 「風力発電系統連系対策小委員会中間報告書(案)平 成16年6月23日 」)

※4域 内の調整力 を拡大するため に火力発電の出力 を上げ る(燃 料 を焚 き増す)と いう方策 を とる。

※5電 気 を他 の電力会社 か ら買い取る ことになるため,結 果 と して自社管内 の火力発電 の出力 を低 下(燃 料 を焚 き減 らす)

させ る必 要が生 じる。
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また,以 上の各対策の コス ト及び追加連系

可能量についての整理 も行 った。表9は,相

馬双葉幹線 を想定 した場合のものである。

費用効果的に風力発電を導入していける活用

策である 「案1+案A」,「 案1+案B」 は,総

合資源エネルギー調査会電気事業分科会報告

「今後の望ましい電気事業制度の詳細設計 につ

いて」(平 成16年5月)及 びそれに基づ き有限

責任中間法人電力系統利用協議会が定めたルー

ルに整合せず制度上の課題があるため,報 告書

においては,こ のような制度的な課題に関して,

風力発電の導入状況と現行の電気事業制度の運

用状況 を踏まえつつ,風 力発電事業者,電 力会

社,特 定規模電気事業者(PPS),中 立者,経

済産業省等が参加する適切な場で,風 力発電を

含む新エネルギーの電気事業制度における取 り

扱いについて検討 してい くこととされた。

調整力の拡大 に向けた電源運用 に関 しては,

様 々な具体的方策の検討 を行 ったが,現 段階

では技術的に可能な方策がなかった。 しか し,

今後の需給状況等 によっては技術的に可能な

方策が出て くる可能性があるため,中 間報告

書においては,導 入制約がある電力会社は,

電源の効率的運用や将来の電源構成や需要状

況の変化を踏まえて,可 能な限 り調整力 を拡

大す る よ うな電源 運用 を行 うこ とを検討 して

い くこ ととされた。

4.ま と め

RPS法 の2010年 の義務量 であ る122億kWh

を達 成す るため に必 要不可 欠 な対 策 であ る風

力発 電系統 連系 対策 に関 し,本 年6月 に取 り

ま とめ られ た 「中 間報 告 書 」 に お い て は,

2010年 までの風 力発 電300万kWの 導 入 を可 能

にす る技術 的方策が明 らか にされた(表10)。

今後 は,「 中間報告書」 に盛 り込 まれた対 策

を,関 係 者 が着 実 に実 施 してい くと ともに,

必 要 に応 じ,進 捗状 況 の レビュー を行 い なが

ら,RPS法 の利 用 目標 の達成 に向 けて風 力 発

電 の導入 を進 めてい くことが期待 され る。

また,本 年12月 は,RPS法 の評 価 ・検討 を

行 う法施行後 の3年 目にあた る。平成15年 度,

平 成16年 度 の2年 間 の施 行状 況や風 力発電 の

系 統連系 対策 の検討 状況 を踏 まえ,新 エ ネル

ギー等 電気 を着実 に拡大 してい くとい う観 点

か ら,RPS法 の評価 を行 い,そ の結果,必 要

があ れ ば,RPS法 の制度 や運 用 の見 直 しを図

ってい くことと してい る。

表102010年 までの風力発電300万kWの 導入を可能にする技術的方策

風力発電系統連系対策なしの導入 風力発電容量

①現在の風力発電の導入量 92.7万kW

(平成17年3月 末までに建設済み一NEDO調 査)

②建設は されていないが,電 力会社が風力発電 49.3万kW

の需給契約の締結を行 っている風力発電量

③平成17年度以降の風力発電追加契約予定量 24万kW

(内訳)

九州電力17年 度分6,2万kW

東北電力52万 未達分5万kW
四国電力分12.8万kW

④風力発電導入量及び今後の導入見込み量 166万kW

(①+②+③)

今後の風力発電系統連系対策による導入 今後の見込み(試 算値)

①導入制約がある地域 蓄電池枠,解 列枠等 により
25万 ～82万kW+αkW

②導入制約のない地域 50万kW

(H16年 度経済産業省による風力発電

事業者へのアンケー ト結果:現 段階で計
画されている事業のうち風況調査を行っ
ているものや電力会社との系統連系協議,

補助金申請等を行っているものを合わせ
た事業の半数以上が実現すると仮定した
場合〉

幡 繋 講 灘 編繕 粛欄 響灘 対策小委員会)

一68一
季報エ ネルギー総合 工学



W涯'メ ハ ㌔・'ソ ♪・'・'γ ♪峯''''"t"・';''"ノ 覧 ・ 〆;':"!x'ド','、 ㌧"s''"男''",零'ン7・ ・"〆''"、'=i
'

[寄稿]

拡大を続 けるLNG市 場 と事業者の対応

奥 田 浩 二(奢 鱗 式翻
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1.は じ め に 2.LNG市 場 の拡大

液化 天然 ガス(LiquefiedNaturalGas以 下

LNG)と は,メ タンを主成 分 とす る天 然 ガス

を一162℃ まで冷却 して液化 した もの であ る。

液化す る ことで体積 は600分 の ユ程度 になる。

日本 に よるLNG輸 入 は,1969年 にア ラス カ

か らのLNG船 が東 京 に入港 して以降,着 実 に

増加 して きた。今 日,日 本 の天然 ガス利用 の

97%は このLNG輸 入 による もの であ る。2004

年 の 日本 のLNG輸 入 量 は約5,700万 トンで あ

り,世 界全 体(約1億3,000万 トン)の 約43%

を占め てい る。

本稿 で は,LNG需 給 の現状 と展 望 につい て

の全体 像 を紹介 し,続 いて拡大 を続 け るLNG

市場 に対す る米 国で の事 業者 の対応 につ いて

述べ る。

(1)LNG需 給

LNGの 取 引 量 は年 々拡 大 して きて お り,

1993年 か ら2003年 までの10年 間の伸 びは年 率

7.3%と なってい る。 これ は,同 時期 にお け る

総 エ ネルギ ー消費並 びに天 然 ガス の伸 び(各

年率1.7%と2.2%。 出典:BP統 計2004年 版)を

大 き く上回 る。

図1に 示す よ うに,1994年 以降の10年 間で,

取 引総量 も約6,500万 トンか ら約1億3,000万 ト

ンへ と倍 増 し,LNG輸 入国数 は9力 国か ら14

力国に,輸 出は8力 国か ら12力 国 に増 えた。

この ようなLNGの 伸 び は,図2に 示す よう

に今後 も継続 す る見 込 みであ る。図2は,過

去 か らのLNGの 伸 びに加 え,各 種 の情 報 か ら

将 来 のLNG需 要展 望 を ま とめ た もので あ る。
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(出所:TheLNGIndustry各 年版 を基 に作成)

図1LNG輸 入 量 の 推 移
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図2LNG輸 入量の展望

2020年 には世界 のLNG輸 入量 は,近 年 の約3

倍 にあ たる約3億5,000万 トンに達す る見込 み

で あ る。LNG輸 入量 の増加 に よ り,中 心 とな

る地域 も変 わ って くる。今 まで はア ジア(日

本,韓 国,台 湾)がLNG輸 入 の 中心 で あ った

が,今 後 は太平洋 ・大西 洋 の両市場 にお いて

下記の ような変化が見込 まれ る。

【大西洋地域】

韓 国 ・台湾 での増加 が続 くと共 に,新 た

なLNG輸 入 国 として 中国 とイ ン ドで の取 引

量 が増加す る。 イ ン ドは2004年 よ り新 た に

LNG輸 入 を開始 し,そ の後 も新基 地 の計 画

が進 展 しつつ あ る。 中国 におい て も10を 超

える新 規LNG輸 入基 地計 画が あ り,数 年 以

内 に新 たにLNG輸 入 を開始す る予 定であ る。

結 果 として,太 平 洋市 場 で は,年 率4%程

度 の増 加が続 く。
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【大西洋市場】

欧州での増加 に加え,米 国での輸入が大

きく増加する(米 国での輸入拡大 について

は3.で 述べる)。 大西洋市場での伸びは年

率9%程 度 となり,2010年 代半 ばには太平

洋市場での取引を越える。

LNGの 供 給面 につ いて は,今 日では イ ン ド

ネ シアなどアジアか らの輸出が 中心 であるが,

今 後 は図3の よ うに,特 に中東 や ア フ リカで

の供 給 の拡大 が見込 まれ,地 域 の多様化 が進

展す る。

■中東 自アフリカ ロアジア ●オセアニア

ロ南米 團欧州 闘ロシァ 團北米

図3LNG地 域別供給量の展望

(2)LNGビ ジネス環境の変化

LNGの 拡 大 に ともない,ビ ジ ネス環 境 に も

変化 が起 きてい る。 まず,従 来 のLNGビ ジネ

ス環境 につ いて簡単 に述べ る。

LNGビ ジネス は,図4の ように,生 産 ・液

化 ・輸送 ・気化 の プ ロセス に大別 で きる。年

間約600万 トンのLNGを 供 給す る従来 のフ.ロジ

ェ ク トで は,こ のLNGチ ェー ン全 体で約40～

50億 ドル程度 の投 資が必 要で あ った。 内訳 の

目安 は,生 産 ・液化部 分 で約60%,輸 送部分

で約25%,気 化部分 で約15%と な ってい る。

この ような大規模 な投資 が必 要で あるため,

LNG取 引 には表1の ような特徴 があ る。

生
産

液
化

輸
送

図4LNGバ リ ュ ー チ ェ ー ン
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表1LNG取 引の特徴

●長期契約(20年 超の契約期間)が 中心である。

●日本では買主がグループを形成 して購入する。

●各年での引き取り数量の変動や荷揚げ地(仕 向

地)に 制約がつく厳密な引き取 り条件が付与さ

れている。

表2LNG取 引における最近の変化

●契約期間については,長 期契約が今なお中心で

あるが,契 約期間のより短い契約やスポット取

引が増加基調で推移している。

●各買主による個別交渉が増加 している。

●厳密な引き取り条件についても,仕 向地条件の緩

和などが進みつつある。

近 年,LNG市 場 が拡大 す るにつれ,ま た 自

由化 の進展等 に よ り事業 者単位 でのLNG需 要

の不 透明感 が高 まるにつ れ,上 記 の特徴 に表

2の ようない くつ かの変化が 出て きている。

この ように,LNG市 場 が拡大 す る とと もに

ビジ ネス環境 も変化 して きた こ とか ら天然 ガ

ス ビジネスに新 たな展 開が 出て きつつある。

以下 では,米 国 を例 に,ど の ような変化 が

あるのかについて見 てみ よう。

3.米 国にお ける市場 の変化 とその対 応

(1)米 国にお けるLNGの 展望

米国 にお けるLNGビ ジネスの状況 を見 る前

に,ま ず 米 国でのLNGが どの ような状 況 にな

っているのか についてみてお こう。

米 国にお ける2004年 までのLNG輸 入量 を図5

に示す。近年の輸 入量 をみると,2002年 以前 に

は年間約500万 トン以下 のLNG輸 入 であ った も

のが,2003年 には約1,050万 トン,そ して2004

年には約1,300万 トンにまで急増 している。

この よ うなLNG増 加 の背 景 には,米 国 にお

ける天 然 ガス の需 給 バ ラ ンス の変化 が あ る。

米 国エ ネルギ ー情 報 局(EnergyInformation

Administration)に よる と,天 然 ガス需 要 は今

後 も増加 してい くが,そ れ に対応 す る供 給面

につい ては,国 内生 産 は成 熟化 のた め今 後 の
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図5米 国におけるLNG輸 入量の推移
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図6米 国にお ける天然ガス需給 ギ ャップの拡大
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大幅 な増加 は期待 で きない状況 になってい る。

この結 果,天 然 ガス の需 給 ギ ャ ップ は図6の

よ うに拡大 す る見 込 みであ る。 このギ ャップ

を埋 め る方 策 として は,カ ナ ダか らのパ イ プ

ライ ンに よるガスの輸 入 とLNGの 輸 入があ る。

しか し,カ ナ ダか らのパ イプ ライ ンガスの輸

入 につい ては,カ ナ ダ国内 での ガス需要 の高

ま りや オイルサ ン ドの生産へ の天然 ガス利 用

の増 大 な どに よ り,今 後 の増 加 は期 待 で きな

い状 況 にな ってい る。 よって,米 国 におけ る

天然 ガスの需給 ギ ャ ップを埋 め る主 な手段 は
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図7米 国 にお けるLNG輸 入量 の展望
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★ 稼働中受入基地

○ 新規受入基地計画

(出所:連 邦エネルギー規制委員会)

図8北 米地域 におけるLNG輸 入基地 計画

LNGと な り,今 後 さらに輸入量が増加する見込み

である。図7に 示す ように,今 後5年 程度で今 日

の 日本 のLNG輸 入量相当に達 し,今 後20年 程度で,

今 日の世界のLNG取 引量を凌駕す る程度の成長を

見込んでいる。

このようなLNGの 輸入増に対応すべ く,輸 入基

地の計画 も進んでいる(図8)。 米国には本年3

月に稼動 を始めた ものを含め5カ 所のLNG輸 入基

地が存在(マ サチューセ ッツ州,メ リーラン ド州,

ジョージア州,ル イジアナ州,メ キシコ湾沖合 に

各1カ 所)し ているが,こ れらに加 えて,既 存基

地の拡張並びに新規の輸入基地建設計画が58件 存

在 している。(2005年5月17日 時点)

(2)米 国 にお ける新 たなバ リューチ ェー ンの

構築

北米 地域 にお ける多 くの輸入基 地建 設計画

を見 る と,こ れ らは全 てが 同 じ考 えで計 画 さ

れて いるわ けで はな く,従 来 とは異 なる新 た

なバ リュー チ ェー ンの構 築 努力 もみ られ る。

従 来 は,生 産 ・液化部 分(以 下 「上流」)と,

気化部分(以 下 「下流」)と に大 きく大別 され,

輸 送 につい ては上流事 業者 が手配 す る場合 と

下流事業者が手配する場合が混在 していた。

しか し,米 国での輸入基地計画の内容 を見る

と,従 来 とは異 なる概念の計画が含 まれてい

る。以下では,そ の中で特徴 的な①垂直統合

型,② 新技術活用型,③ 新規参入型の3つ の

タイプについて見ていこう。

① 垂直統合型

これ は,上 流 事業者 に よる下流 進 出や,下

流事 業者 に よる上流進 出 とい ったバ リュー チ

ェー ンの相互浸透 の試 みである。

まず,上 流 か ら下 流へ の展 開例 と しては,

ス ーパ ーメ ジャーズ に よるLNG輸 入基 地へ の

投資があ げ られ る。

例 えば,BPや ロイヤル ダ ッチ シェル社,エ

クソ ンモー ビル社 等のス ーパ ーメ ジャーズ は,

米国 にお ける輸 入基地へ の進 出 を進 めてお り,

各 々複数 の輸入基 地計画 を進 めてい る。特 に,

エ クソ ンモ ー ビル社 は カター ルに年 間780万 ト

ンのLNGを 製造 で きる大規模 な液化 プラ ン ト

を複数系 列建 設す るな ど特徴 的 な動 きを して

い る。今 日の大規模 液化 プラン トは年 間500万

トン程 度以 下 の規模 で あるの で,50%超 の大
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規模 化 であ る。エ クソ ンモ ー ビル社 の計 画等

に よる と,カ タール におい て,稼 働 中並 び に

計 画 中のLNG液 化 能 力 の総 量 は2008年 に は

6,000万 トンを超 える見 込み とな っている。 プ

ラ ン ト規 模 を大規模化 す る こ とで規模 の経 済

効 果 を利 用 し,価 格競 争力 のあ るLNGを 供 給

す る ことを目指 している もの とみ られ る。

一 方
,下 流か ら上流 へ の参 加例 と して は,

エ ネルギ ー配給 会社 に よる上流 へ の進 出 もあ

るが,米 国 で特徴 的 なのは化学 会社 の ダ ウケ

ミカル に よる輸 入基 地へ の進 出で あろ う。 こ

れは米 国の産業 用ユ ーザ初 のLNG事 業参画例

であ る。同社 はテキサ ス州 にて現在建 設 中の

フ リー ポー トLNG輸 入基 地 におい て20年 間 に

亘 って年 間360万 トンのLNGを 輸入 する予 定で

あ る。 フリーポ ー トは ダウケ ミカルが世界 最

大級 の工 場 を有 してい る場 所 であ り,近 年 の

高 ガ ス価 格 へ の対 応 策 の1つ と考 え られ る

(原料 と して天然 ガス を利用す る場合 は,ガ ス

価格 の上昇が その まま製品価格 の高騰 とな り,

価格競争力低 下 につなが る)。

② 新技術 の導 入

本年3月 に新 た なLNG輸 入基地 が稼動 し始

め た と3(1)で 述べ たが,そ れが メキ シコ

湾 沖合約190kmの 場 所 に建設 された輸 入基地

で ある。 これ はエ ネルギ ーブ リ ッジ(Energy

Bridge:EB)と 呼 ばれ る シス テム を利用 した

ものであ る。EBは,LNG船 に気化 設備 を付属

し,船 上 で気化 した ガス を海底 のパ イ プライ

ンを通 じて払 い出 してい くシス テ ムで あ り,

LNGの バ リューチ ェー ンで の輸 送部 分 と気化

部分 を統合す る新 たな技術 であ る。

今 回 は じめ て実用 化 され た技 術 で あ るが,

この背景 には輸 入基 地建 設 に対 す る根 強 い地

元 の反対 が影響 してい る と考 え られ る。 これ

はNIMBY(NotInMyBackYard)やBANANA

(BuildAbsolutelyNothingAnywhereNear

Anyone)に 代 表 され る運動 であ り,景 観 や漁

業へ の影 響,さ らには テロの標 的 とな るこ と

の脅 威等 か ら,特 に東西 海岸 の陸上 の輸入基

地建 設 に反対す る もので あ る。実 際,こ の よ

うな反対運 動 で中止 とな ったLNG輸 入基地 は

東西海岸 を中心 に8カ 所程度存在 してい る。

EBの 導入 に よ り,陸 上の輸入基 地 は不要 と

なるので,こ の ような地元の反対運動 を克服で

きるので はないか,と い うのがEBに 対す る期

待の ひ とつであろ う。陸上での気化設備の建設

が不要 になることか ら全体 と しての コス トが抑

え られる点 もメリッ トであ る。 しか し,船 の建

造 コス トが高 まるこ とに加 え,船 上 で気化 して

送 り出す関係 で払 い出 しには通常 の数倍 にあた

る6日 程度 かかって しまう。 さらにEB船 がパ イ

プライ ンと接続 されてい るときのみ供給が可能

で あ る こ とか ら,継 続 的 な供 給 を行 う には,

EB船 が沖合 ポ イ ン トに適宜入船 して くる必 要
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があ る。 この ようなことを可能 とす るには,多

くのEB船 の 同時運 航や,LNG調 達 先の近 隣iへ

の限定(例 えば トリニ ダー ド ・トバ ゴ)な どが

必要 となろ う。 これ らの制約 をどのように克服

す るかが課題 と考 えられる。

③ 新規参入

最後 に,新 規参入 につ い て見 て み よう。 こ

こでの特徴 的事業者 はシェニー ル(Cheniere)

であ る。 シェニ ールは現在4件 の新規 輸入 基

地 計画 を保有 してお り,そ の うち3件 につい

てはす でにFERCか ら承認 を得 てい る。

シェニー ルの特徴 の一 つ は 「容量創 出 ビジ

ネス」 を目指 した ものであ るこ とだ。 これは,

米 国で のLNG需 要 は高 まる もの と考 え,で き

るだ け早 く基 地 を実 現 させ る ことで基 地容量

を確 保 し,LNG事 業 にお けるポ ジ シ ョン を固

め よ う とい う もの で あ る。 こ こでの 特徴 は,

表3の3点 と考 え られる。

表3LNG事 業強化 の特徴

● 輸入基 地 に焦点 を絞 った ビジ ネス モデルの確 立 を

目指 してい る。

● 基地規模 が大 きい。現在 、承認済 みの3基 地 の う

ち2つ は年 間輸 入量が約2,㎜ 万 トン,も う1つ は

年 間約1,㎜ 万 トン程 度の規模 であ る。 しか もこの

約1,000万 トン規模 の もの はす で に約2,㎜ 万 トン超
への拡 張計画が立 て られてい る。 さ らに申請 中の

基地 は年 間約2,500万 トンの規模 となってい る。実

に4基 地で約8,500万 トン ものLNGが 輸 入可 能 とな

る計画 であ る。

● 輸入基 地の実現性 を高 めるため に,地 元の反対 が

少 ないメキ シコ湾 に建設計 画 を集 中 させ ている。

以上,現 在米 国 におい て展 開 しつ つあ る新

たなバ リューチ ェー ンの構 築努 力 につい て述

べ た。 ただ し,こ れ らは全 て成功 が約 束 され

た もの では ない。前 述の通 り,米 国 には60件

に迫 る輸 入基 地計 画 があ るが,こ れ らが全 て

実現 される と年間5億 トンものLNG輸 入が可 能

となる。現在 すで にFERC等 の承認が得 られて

い る もの だけの合計 で も年 間1億8,000万 トン

程度 の規模 とな ってい る。 図7に 示 した よ う

に米 国エ ネル ギー情報局 に よる将来 のLNG輸

入見 通 しで は,2025年 に約1億3,000万 トンで

あ る。 この数字 自身,今 日の全世界 の輸 入量

に相 当す る ものであ り,今 後 の急 成長 の結果

としての数字であ る。 この数字か ら考 える と,

2010年 時点で の北米 にお けるLNG輸 入基地 数

は既存 基地 を含 め10～12(す なわ ち,今 後 で

きる ものは5～7)程 度 と見 られ ているので,

ま さ しく米 国 のLNG輸 入 基地計 画 は過 当競 争

に あ る と い え よ う。 す で に述 べ た よ う に

NIMBY等 の地元 に反対 によ り輸 入基地建設 に

は極 め て時 間がか か る状況 で あ るが,逆 にそ

のおか げでLNG輸 入基地 建設 ス ピー ドが調 整

され,結 果 と して輸 入基 地乱立 の混乱 が抑 え

られ てい る とも考 え られ る。 この意味 で,こ

こで述べ た新 た なバ リューチ ェー ンの構築 努

力 は,事 業者 が先行 実現 を狙 いつつ試 行錯 誤

を重 ねている結果 とみる こともで きよう。

4.お わ りに

本稿では,LNGの 需給や ビジネス環境の変化

について述べ,そ の変化 に事業者が どの ように

対応 しつつ あるの か につ いて米 国 を例 に述べ

た。かつて 日本 向けの特殊 なエネルギー形態 と

してみ られる ことも多か ったLNGは,供 給 と需

要 の両面 における面的広が りに支 え られた量的

拡大 によ り,ま さしく未曾有 の成長 を とげつつ

ある。 この ようなLNG市 場の拡大 は,事 業者の

戦略 にも影響 を与 えてお り,米 国で は現在,各

事業者が試行錯誤 を行いつつ陣取 り合戦 を展 開

している状況である といえよう。
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ピークオイル説 を検証する
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1.石 油の楽観 論 と悲観論

石 油資 源 の供 給予 測 につい て,最 近 で は対

照 的 な2つ の見 解が公 表 され,大 きな論 争 が

展 開されている。

一般 に多 く引用 され る国際エ ネル ギー機 関

(IEA)の 予 測(1),米 国エ ネル ギー省 エ ネル

ギー情報局(EIA)の 予測(2)は,2000年 に発

表 され た米 国地質調査 所(USGS)に よるP50

値 である3兆 バ レル とい う究極可採埋蔵量 評価

を前 提(3)と してお り,当 面供 給危機 は起 こ

らない と結論 している。

一方
,最 近話題 になることの多 いキ ャンベル

らの 「ピー クオイル説」 は,1.8兆 バ レル とい

う究極可採埋蔵量 に基づ いた予測で,2010年 ま

でには石油生産の ピークを迎 えるとい うもので

ある。但 し,彼 の予測す る生産 ピークは,最 初

に発 表 され た時 は90年 代 後半 であ り,最 近 は

2000年 代 後半 まで後へ とずれ込 んでいる。 キャ

ンベルの議論 を初めて聞いた人 は鮮 烈な印象 を

受けるだろ うが,当 時か らの議論 を知 るものに

は狼少年 的な言説 に見 える。詰 まるところ,こ

の議論 の分 かれ道 は,地 球 にお ける石油 の究極

資源量 を どの程度 に見積 もるかに尽 きると言 え

よう。以下,石 油埋蔵量 の予測の方法論 に遡 っ

て双方 の見解 を比較 してみたい。

2.石 油 の悲観論 とは?

(1)最 近の石油悲観論について

2000年 代後半に石油生産量がピークを打つ

とい う予想 は,キ ャ ンベ ル とラエ レール とい

う2人 の地質学 者 に よる 『安い石 油が な くな

る(TheEndofCheapOil)』(Campbell&

Laherrere,1998)と い う論 文の 中で述べ られて

い る もので,サ イエ ンテ ィフィ ック ・ア メ リ

カ ン誌 に掲 載 され,大 い に話題 を呼 んだ。論

文の図で は,2004年 が ピーク となっている。

但 し,2005年 第1四 半期 の世 界 の石 油生 産

量 は,IEAの 統計 に よれば 日量8,384万 バ レル,

対前年 比2.4%増 で,2005年 に入 って も増産基

調 は維持 してい る。 勿論,こ れ を もって ピー

クオイル説が否定 された と言 うつ もりはない。

世界 の石 油需 要 は,そ の時の経 済状況 に大 き

な影響 を受 け る し,油 価 の動 向 によ って も需

要水 準 は変動 す る。四半期 毎 で は季節 的 な要

因 も入 る。 ピー ク とい って もそれ は短 期 的な

変 動 を含 んだ,な だ らか高原状 を呈 す る生 産

動 向 であ ろ う。 よって近 い将来,石 油 生産 量

が対 前年 を割 った と して も,そ れ に よって直

ち に ピー クオ イルが来 た と断言 す る こ ともで

きない。歴 史的 な石油 生産 の ピーク を認 定す

るには,何 年か の生産量 の動 向 を追 跡 して初

めて可能 と思われ る。

最近 の キ ャ ンベル は,ピ ー クの 時期 を2010

年 まで と修 正 して来 ている(図1参 照)。 ピー

クオイ ルは徐 々 に 「逃 げ水」 の ように遠 ざか

っている印象 であ る。彼 らは,「 今度 こそ本 当

に狼 はや って来 る」 と言 いた げだが,「 た だ,

ち ょっ と遅れ気 味 で」 と一言付 け加 え る必 要

が あるか も知 れない。

勿 論,石 油資 源 は有 限 なの だ し,い ず れ ピ
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図1キ ャ ン ベ ル ら に よ る 原 油 生 産 予 測

一クオイ ルは必 ず来 る。楽観論 に近 いEIAは,

ピー クの時期 を標準 ケース で2030年 代 と言 っ

て いる。 問題 は,石 油 の次 を担 い得 る新 しい

エ ネルギ ーが,そ の 頃 まで に市場 の 占有 率や

安定 的 な供 給体 制 におい てエ ネルギ ーの太宗

とな ってい るかであ ろ う。勿 論,そ れ まで の

時 間が十分 で ない と,エ ネルギ ー市 場 での混

乱 は避 けられ ない。

(2)最 近の油価の高騰の理由と資源枯渇の言説

入,即 ち石油市場のカジノ化が より本質的な

高騰の原因と思われる。投機資金は,価 格 の

動 きをいち早 く読み解 くのが勝負で,市 場心

理は勢い石油供給の懸念の生む リスクに着 目

する。そ して,こ の懸念 は市場関係者の間で

増幅 されがちである。投機資金が大量に流れ

込 むことにより,必 然的に石油価格 は乱高下

する傾向が続 く。 この流れの中で,ピ ークオ

イルの議論 も不安の材料 と見なされるように

なった。

2004年 か ら5年 にか けての油価 の高騰 は,石

油 の需 給が 十分バ ラ ンス してい るに もかか わ

らず進行 してい る。石 油輸 出国機構(OPEC)

も大方 の石油 関係者 も,市 場 に供給 は足 りて

い る と表明 して いる に もか かわ らず 高騰 は止

んで い ない。一般 には,昨 年 は以下 の よ うな

理 由が,石 油 市場 の リス クを高 め,プ レミア

ム と して本来 の適正 な価格 に上 乗せ され た と

言 われ てい る。即 ち,イ ラク戦 争 に よる中東

の政治 リス ク,ロ シ アのユ コス問題,ナ イ ジ

ェ リア の治安 悪 化,ベ ネズエ ラの政状 不 安,

米 国 メキ シ コ湾 のハ リケー ン 「アイバ ン」 に

よる生 産設備被 害,米 国の州毎 に異 な るガ ソ

リン品質基 準 に よる製品 の流通 阻害,米 国 に

お け る恒常 的 な製 品在 庫不足 な どで あ る。 そ

して,こ れ らを不 安材料 と した投機 資金 の流

3.キ ャ ンベ ル らに よ る ピー ク オ イル 説

図1は,ASPO(TheAssociationfortheStudy

ofPeakOilandGas)の ニュースサ イ トに掲 げ

られ てい る もので,こ こで は世界 の石 油生 産

の ピーク は2006年 頃 を想 定 して いる。 この図

で見 る と,米 国(ア ラス カ,ハ ワイを除 く48

州)や 欧州 の減退 は現実 の傾 向 を示 してい る

と言 えるが,ロ シア も,大 水 深域 も,更 には

中東 まで もが2000年 代 後 半 には一斉 に石油 生

産の減退期 に入 る とされている。

これ を逐 一検 証 して行 く作 業 は大 変 だが,

例 え ば,ロ シア につ い て見 る と,キ ャンベ ル

は,既 に ソ連時代 に経験 した1987年 の生産 ピ

ー クが ロ シア全体 の生産 ピー クに他 な らず
,

2010年 まで に一時 的 に生 産量 が 回復 して も,
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今後 は大 きな減 退 に見舞 われ る と して い る。

実 際,90年 代初 めの ソ ビエ ト連 邦 の崩 壊前後

か ら石油 生産量 は急 落 したの だが,10年 の低

迷 を経 て2000年 か らは力 強い回復基調 にある。

キャンベルの推定の根拠 とは,ロ シアの可採

埋蔵量 が660億 バ レル,今 後 追加発見 される量

が130億 バ レル とい うもので,こ れ を前提 に生

産 予測 カー ブ を描 い てい る。 しか しこれ は,

USGSが2000年 に推定 している可採埋蔵量1,375

億バ レル,未 発 見埋蔵量774億 バ レルに比較 し

て遥か に低 い。多 くの専門家は埋蔵量の試算 プ

ロセスの内容 か ら米 国地質調査所 の推定 を支持

してい る。キ ャンベルの手法の問題点 は,ま ず

前提 としている石 油埋 蔵量(Reserves)が,不

当 に低 く評価 されている点 にある。次 に,究 極

資源量(Resources,内 容 は後述)に ついて も,

現在の価格 と現在 の技術で回収可能 な資源総量

として,あ くまで静 的な もの と定義 してお り,

後 述 す る よ うに埋蔵 量 の評 価 とい う ものが,

「埋蔵量 成長」 を含 む動 的な もので ある ことを

無視 している点であ る。

次 に将 来 の生 産量 で あるが,2003年 にロ シ

アの産業 エ ネルギ ー省 が発 表 した予測 に よれ

ば,中 庸 ケ ー スで2005年 は840万 バ レル/日,

2010年 には890万 バ レル/日,2020年 に900万 バ

レル/日 と徐 々に横 ばい に な る との見 通 しだ

が,こ れ までの生産 実績 は これ を上 回 って推

移 してお り,将 来 的 に も同省 の予測 を上 回 っ

て推 移す る と見 られ てい る。 これ に対 して,

キ ャンベル は2010年 は670万 バ レル/日,2020

年 は430万 バ レル/日 に急落 す る とい う予測 を

立 て てい る。 これ は,こ れ までの主 要油 田の

生 産履歴 に照 ら して説得 力 のあ る予測 とは言

え ない。当初 設定 した埋 蔵量 があ ま りに過 少

評価 であ り,当 然 の結 果 と言 えよう。

中東 も,2000年 代 半 ば を ピー ク に緩や か に

減 退 して ゆ くと予想 されて い る。 しか し,サ

ウジ アラビアは,昨 年,Qatif油 田,AbuSafah

油 田 の開発 を行 い生 産能力 を 日量1,100万 バ レ・

ル まで引 き上 げた と ころで あ る。 更 に,今 年

か らはShaybah,Khurais等 の4油 田 の開発 工

事 に着 手 し,ア ブ ドラ皇太子 はブ ッシュ大統

領 に対 して2008年 までに生産能力 を1,250万 バ

レル まで嵩 上 げす る計 画 を表 明 した。 ヌ アイ

ミ大 臣は,最 終 的 には生産 能力 を1,500万 バ レ

ル とす る方 針 を述 べ てい る。 イラ クは,い ず

れ治 安 の安 定化 を待 って,石 油 開発 が軌 道 に

乗 るであ ろ う し,イ ラン も増 産計 画 を有 して

い る。 ク ウェー トは,昨 年240万 バ レル/日 の

生 産能力 を270万 バ レル/日 まで上 げ た ところ

で あ るが,将 来 的 には400万 バ レル/日 を目指

してい る。 こ う して見 る と,中 東 地域 が近 い

将 来減産 に転ず る とい う見通 しは,個 々の 国

の投 資実績 や見 通 しか らは懸 け離 れ た もの と

言 える。

こう して,国,地 域 を個 別 に検 討 して ゆ く

と,近 々 ピークオ イルが来 る とい う説 は,各

国 が取 り組 んでい る増 産計 画 と大 き く乖 離 し

た予測 を根拠 としている ことが分 かる。

勿 論,継 続 的 な投 資努力 や,技 術 の進歩 が

なけれ ば,こ の カーブの様 に,近 い うち に石

油 生 産 は減退 に向 か う。 しか し,各 国政 府,

石油 各社 の取 り組 む姿 勢が あ る限 り,2006年

に ピークが来 る とい う予測 カーブ は杞憂 に終

わる と言 える。

4.資 源悲観論 の根拠 とは

(1)新 マル サス主義 の系譜

地球 の資 源 が有 限であ る とい う議 論 は,昔

か ら繰 り返 しな されている。

1972年,ロ ーマ ク ラブ の発 表 した報 告書

『成 長 の限界』 で は,「 人 口増加 と経済 成長 が

空前 の レベ ルに達 した現在(と 言 って も30年

以 上 も前の こ とだが),人 類 は地球の大 きさ

の有 限性 とその上 での人 間の生存 と活動 の限

界 を考慮 しなければな らない」 と警鐘 を発 し,

資 源 の有 限性 を指摘 した上で,「 成長 の継続」

のみ に拠 らない代替 策 を求めている。

しか し,こ れす ら も初 め て現 れ た見 解 では

ない 。 この種 の議論 の始 祖 は,イ ギ リスの経

済 学者 トーマ ス ・ロバ ー ト ・マ ルサス(1766
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～1834年)が 発表 した 『人 口論』(1798年)ま

で遡 る。 これは,人 口が等 比級 数 的 に増加 す

るの に対 して,食 料 は等 差級数 的 に しか増 加

しえず,人 類 社会 は将来 的 に破 綻 に瀕 す る と

い うものである。

この こ とか ら,資 源 の有 限性 を強調す る グ

ル ー プ を 「新 マ ル サ ス 主 義 者(Neo-

Marthusians)」 と呼ぶ こ とが ある。

石 油 にお ける新 マ ルサ ス主 義 の議 論 で は,

石 油 の埋 蔵量 に関 しては既 に知 られた 固定 的

な量 と して把 握可 能 であ り,バ バ ー ト曲線 に

基 いて過去 の生 産履 歴 か ら生 産量 の ピー ク時

期 を求め る こ とが可能 となる と主 張が な され

てい る。

現在 の地球 は,マ ルサス の言 うように破 綻

してい ない。 この理 由 と して,そ の後米 国等

の新 大陸 に渡 った人が 多か った な ど と説 明 さ

れ る ことが あ るが,当 時の推論 の前 提 であ っ

た農 業技術 が その後長足 の進 歩 を遂 げ,耕 地

整備,灌 概技 術 の進展,更 に今 世紀 「緑 の革

命 」 が実現 した ことが 大 きい と思 われ る。問

題 の解 決 を 「市 場 と技 術 」 に求 め る態 度 は,

ローマ クラ ブのメ ンバ ーか らも批 判 されてい

るが,一 方 で これ を無視 した議 論 は単 なる暴

論 で しか ない。技術 革新 の 齎す変 革力,そ れ

の受 け皿 とな る市 場 の力 を軽視 す るべ きで は

ない。 「市場 と技術 」が有効 な範 囲 と,そ の限

界 を見極 め る作 業が必要であ る。

昨今 の資 源悲観 論 は,流 石 に資 源がす ぐ無

くなる とは言 えない のが分 か って,生 産 の ピ

ー クが来 る こ とに よる需給逼 迫 とい う考 えで

世 に警 鐘 を鳴 らして いる とい う点 が多少 目新

しい と切 り口と言 えるで あろう。

(2)ハ バ ー ト(Hubbert)曲 線 とは

悲観 論者 の殆 どがそ の根 拠 と してい るバ バ

ー ト曲線 とい うの は
,シ ェル社 の 地質学者 キ

ング ・ババ ー ト(MarionKingHubbert,1903-

89)が1956年 に発表 した もので ある。地 質学

者 としての彼 は,シ カ ゴ大学 で7年 間講 師 を

勤 め た後,シ ェル社 に25年 奉 職 し,退 職後 は

表1ハ バ ー トの考 えの要約

●石油の生産量推移は,ロ ジスティック曲線

(固体数に対する増加率の減少を直線と仮定
したもの)と いう左右対称のベル型のカー

ブを呈する。

●累計生産量の増加に伴い,増 加率は直線的

に減少 し,増 加率0で 生産は停止する。

●増産期 と減産期の累計生産量は一致する。

●初期の生産履歴が確定すれば,ピ ーク時期,

ピーク生産量,究 極資源量が決定できる。

●石油生産量推移は,発 見量推移を数年～数

十年遅れでそのまま繰返す。

(出 所:井 上,2004)

米国地 質調査 所 に在 籍 しつつ,時 にス タ ンフ

ォー ド大学で教鞭 を採 った。

ババ ー トの考 え を要約 す る と表1の 通 りで

あ る。

(3)バ バー トによる米国の石油生産予測

この考 えに基づ きババ ー トは,遅 くとも1970

年 頃 に米 国本土48州(Lower48)の 生産量が ピ

ーク を示す と予 言 した
。 この議 論は当初,殆 ど

注 目を集 めることはなかったが,実 際に,米 国

本土 の生産量が1970年 にピー クを示 したこ とか

ら俄 かに注 目を集 めることとなった。

本来 な らば,対 象 とな る国,或 いは堆積 盆

地の究極 可採 埋蔵量 が与 え られれ ば,当 然 ベ

ル カーブ を描 くこ とが可 能 にな るが,も し も

途 中 まで の生 産履歴 か ら,か な りの確 度 で生

産量 ピー クが 予測 で きるの であれ ば,社 会 的

に も重 要 な情 報 を与 える手法 とな りうる。但

し,バ バ ー ト自身 による予測 も,米 国 の埋 蔵

量 について1,500億 ～2,000億 バ レル とあ る程 度

幅 のある もの となってい る。

(4)ハ バー ト曲線理論 の問題点

しか しこの考 え については,厳 密 な議論で組

み立 て られた ものではな く,一 種 のカーブフィ

ッテ ィングに過 ぎない(井 上,2004)と いう批

判 があ る(9)。 さ らに,生 産量 の伸 び に伴 い,

増加率が直線的に減少す る とい う仮定 は,探 鉱
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密度が高 く,政 治 ・経済面で安定 してお り需要

と開発投資の伸びに関 して隆路が生 じない北米

の ような地域では じめて有意であると思われ

る。世界の他の地域は,ア クセス,イ ンフラ,

市場までの距離から,探 鉱密度は米国よりも遥

かに低 く,契 約条件や,政 治的な影響か ら開発

投資の推移は著 しく不安定であ り,生 産量推移

は地質ポテンシャル以外のさまざまな投資環境

の変動を反映したものとなり,北 米のような解

析を直ちに行える訳ではない。

キャンベルらは,1998年 の論文で世界の石

油生産 を予測する際に,生 産履歴か ら埋蔵量

を求めるのではな く,別 途の手法で既存油田

の残存埋蔵量 と堆積盆地 における未発見資源

量 を求め,地 球の石油資源量 を1.8兆バ レルと

した。そ して,そ こか ら生産 ピークの時期 を

予想 している。その意味では,代 表的なピー

クオイル論者であるにも関わらず,既 にババ

ー ト理論の 「修正主義」 となっている。

5.資 源楽観 論

的 に楽観 的 に捉 え るグル ープ に対 して名 付 け

られた もので あ る。 ギ リシ ャ神話 で は 「豊穣

の角 」 と言 ってい るが,こ こで は取 り敢 えず

「資源長期有望論」 と意訳 して置 く。

この元 になる考 えは,図2の 資 源 ピラ ミッ

ド ・モ デルで 良 く表現 で きる。 ここで は資源

量 とは 固定 的 な もので は な く,埋 蔵量 成 長,

技術 革新,イ ンフラ整 備,政 策 的誘導,そ の

時 の経済性 な どで上乗 せ され る とい う前 提 に

立 って い る。 なか で も,埋 蔵量成 長 の役 割 は

特 に大 きい。実 務サ イ ドや多 くの研究機 関は

基本 的に この立場 を採 っている と言って良い。

図2の 最 上の部分 は既生産量 で,人 類 は既 に

0.7兆 バ レルの石油 を消 費 した。特 に頂部付 近

は高 品位の鉱床 であ り,ア クセスが良 く,鉱 床

が浅部 にあ り,貯 留岩性状が良好 で採取の容易

な,バ クーやペ ンシルバニ アの ような歴史的 に

初期 か ら産業化 した部分であ る。下位 に行 くほ

ど,鉱 床 としては品位 は低下 し,生 産 して行 く

には,よ り高い技術,よ り大 きな投資が必要 と

なるが,在 来型 の技術 で対応可能である。

(1)資 源量 をピラミッ ド・モデル で表現 する

新 マルサ ス主義 な どの悲観論 と対 照 的 な資

源楽観 論 を唱 え るグル ープ を"Cornucopian"

と言 っている。 「コルヌ コ ピア」 とは,ゼ ウス

が幼少 の劒,乳 を飲 んだ とされ る山羊 の角 の

こ とで,幼 いゼ ウスが吸 う と乳が止 め処 もな

く湧 き出 た とい う伝 説 に基づ き,資 源 を基本

(2)埋 蔵 量 あ る い は 確 認 可 採 埋 蔵 量

(Reserves)

既生 産 か ら1つ 下 の層 が,確 認可 採埋蔵 量

(Reserves)と して各石油企業 において 「在庫 」

扱 い に なってい る量で,現 在 このカテ ゴ リー

か ら石油生 産が行 われ ている。 この量 が0.9兆

バ レルあ るが一部 によ り多 い試 算 もあ る。石

〈:arapbellは むの部 奮

雛5難 バ レル

圃

既生灘黛:◎ 、ア捲バ レル

㌻総産 ㈱ 倉億バも!ル/鱒

響標壌鐡 黛(Rese¥ves}:c.9119バ レル

↑溌兇(3〈)◎億バレル/隼 〉

資源量(鞭$O鍵 《鋤:緬 参駐バレル

うち 壌畿薫戴長{}.7兆バレル
搬鑓晃 αフ麗バレル

國
(出 所=McCabe,tg98に 加 筆)

図2資 源 ピラミッドモデル
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油 は,毎 年約300億 バ レルが生産 され,石 油企

業 に よる生 産活動 に よ り既生 産量 と可採埋 蔵

量 との境 界 面 は徐 々 に下 に押 し下 げ られ る。

石油の可採年数(R/P)が30年 か ら40年 とい う

の は,全 可 採埋蔵 量 を毎 年 の生産量 で割 った

値 であ るが,後 述 す る ように,埋 蔵量 と資源

量 の境界 も下が って行 くので,可 採年数 自体

の変動 は急激で はない。

石 油会社 で は,こ の埋蔵量 カテ ゴ リーか ら

生 産 し出荷 した原油 を,次 に述べ る資源 量 か

ら,新 規埋 蔵量 の発見 とい う形 で 「置 き換 え

(Replacement)」,在 庫 の維持 を図る。つ ま り,

通 常100%を 超 えて い な くて は な らない訳 だ

が,年 によって新規 発見が少 な く100%を 大 き

く割 り込 む こ ともあ る。 この 「置 き換 え値 」

が ある意味で,石 油会社 の成績表 である。

学生 時代,「 石油 はあ と30年 」 と聞い ていた

が,30年 経 ってみ た ら,何 とあ と40年 と言 っ

てい る,増 えてい る じゃない か,一 体 ど うな

って い るの か,と は よ く受 け る質問 で あ る。

これ は石 油 の可 採埋 蔵量 をそ の年の生 産量 で

割 っ た年 数が30年 ～40年 なの を,究 極 可採埋

蔵 量か ら割 った年数 と取 り違 えた ものであ る

が,可 採 年数 とい うの は 「在 庫」 が維持 され

る期 間です よ,と 説 明する と疑問は氷解 す る。

但 しこれ は,現 在 の知識,知 見 で回収可 能

とみ られ る もの に限定 され た量 で あ り,油 田

開発 の進展 に よる可採 埋蔵 量 の積 み上 げ,技

術 革新 に よる コス トダウ ン,イ ンフラ整備 の

(10億 バレル)

3,500
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効 果等 による ア ップサ イ ドの影 響 は除外 され

てい る。 これ らは広 義 の埋 蔵量 成長 とい われ

るが,往 々に して これが等 閑視 された ま ま議

論 される ことがあ る。

(3)資 源 量 あ る い は 究 極 可 採 埋 蔵 量

(Resources)

更 に下位 が資 源量(Resources)で,今 後発

見 され る と期 待 され る量 を示 してい る(厳 密

には,資 源 量 は既 生産量 と確 認可採 埋蔵 量 ま

で を含 む)。 これは,探 鉱活動 と周辺 環境 の変

化,即 ち4つ の稜 線で示す各要素(探 鉱投資,

イ ンフ ラ整備,価 格/財 務条件 の改善,技 術革

新等 による回収率 の増 大)に よ り,可 採 埋蔵

量へ と転化 して行 くもの で,可 採埋 蔵量 と資

源量 の境界 は徐 々 に下 に押 し下 げ られ て行 く。

この量 は,新 規発 見 と既往油 田にお ける 「埋

蔵量 成 長」 で,現 在 は生 産 量 に ほぼ等 し く,

年 間約300億 バ レルで ある。同時 に,資 源量 の

裾野 の部分 もよ り下位 へ と拡 大 して行 く。 こ

れ か ら発 見 されるで あろ う未発見埋 蔵量 は0.7

兆バ レル,埋 蔵量 成長分 が0.7兆 バ レル と推定

されてい る。即 ち,資 源量 とい う豊富 な予備

軍が控 えてお り,埋 蔵 量 は生 産 して減量 す る

一方
,資 源量 か ら供給 される。

(5)実 際の究極資源量評価は増加傾向

図3は,1942年 以来の世界の究極可採資源

量評価 の変遷 をプロ ッ トした ものであ る。

0

193Dl94019ξ 置)19601970198019902CDOao1◎

予測 を行っ た年

(出 所:CGES,2002)

図3世 界 の 資 源 量 評 価 値 の 推 移
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2000年 時点 で最 も高 い評価 を与 えた のが米 国

地質調査所(USGS)の3兆 バ レル,直 近 の悲

観的 な評価 と して,資 源悲観 論 に立つ キ ャ ン

ベル ら(1998)が,2000年 代 後半 に もピー ク

オ イルが 来 るこ との根 拠 に した1.8兆 バ レル と

い う埋 蔵量推定があ る。

しか し,全 体 の傾 向 は増加基 調 にあ り,実

際の産 業の動 向 を反映 した もの と言 える。 キ

ャンベル ら(1998)の 推定 した1.8兆 バ レル と

い う究極 資源 量 の評価 は,近 年 で は最 も低 い

値 で あ り,全 体 の傾 向 に比べ る と非常 に悲 観

的な もの と言 える(CGES,2001)。

6.埋 蔵 量3兆 バ レル での生産予測(EIA)

図4は,米 国エ ネル ギー省 エネ ルギ ー情 報

局(EIA,EnergyInformationAdministration)の

JayHakesが,2000年4月 のAAPGで 行 った講…演

"L
ongTermWorldOilSupply"に おいて示 した

将 来の石 油 の生産予 測で あ る。 この前 提 とな

る究 極 可 採 資 源 量 は,同 年 米 国 地 質調 査 所

(USGS)が 発表 した3兆 バ レルで ある。

これ はあ くまで毎年2%で 需要 が伸 び,且

つ 円滑 な供 給 が な され た場 合 を想 定 した生 産

予測 で,世 界の石油可採年 数(RIP)が10年 を

切 る2037年 で,世 界 的 な危 機意 識 が高 ま り,

R/P=10年 を維持 す るため に,消 費量 の制限が

行 われ,需 要の急 速 な減退 を見 せ る とい うシ

ナ リオであ る。今 ひ とつの 円滑 化 され たカー

ブ は,ほ ぼ類似 の シナ リオ なが ら,2030年 に

ピー クを打 ち,そ れ以 降 は年率5%で 減退 す る

とい うものである。

世界 の石油 資源量 を3兆 バ レル とした米 国

地 質調査所(USGS)の 評価 は,い わゆる資源

楽観論 の代 表 的な もの で,IEA,EIAは じめ多

くの公 的機 関が採用 してい る見解 で あ り,各

国政府 もこれ をほぼ前提 と した政策 を立案 し

ている もの と解 されている。

しか し,こ の よ うな楽観論 を もって して も,

ピー クオ イルは高 々30年 程 度延期 され るに過

ぎない。 そ して,こ の30年 は,人 類 に とって

持続 的 なエ ネルギ ー源 を確保 す るた めの猶予

期 間 と認識 してお くべ きであろ う。

7.石 油の ある うちに石油投資 と新 エネ

ル ギー開発 の推進 を

人類 は火 を使用 す る よ うになって以 来,再

生可 能 なエ ネルギ ー資 源 を細 々 と使 い続 けて

生 きて来 た。 つ ま り,そ の消費 す るエ ネ ルギ
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図43兆 バ レルを前提 とした生産予測
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一 の量 は
,年 々降 り注 ぐ太 陽エ ネルギ ーの範

囲内 に限定 され て いた訳 であ る。 と ころが,

18世 紀後 半 の産業革命 以来,ま ず は石 炭か ら

化石 燃料 を使 い始め,19世 紀後半 か らは更 に

便利 な石 油 も加 わ った。 そ して20世 紀 半 ば に

中東 で豊 富 な石 油 の埋 蔵量 が見 つか る と,世

界 的 に石 油の大 量消 費の時代 に入 った。エ ネ

ルギ ー的 に見 る と,そ の年 の太 陽エ ネル ギー

か ら人類 が使 え る総 量 を遥 か に超 えた,長 期

間の太 陽エ ネルギ ーが蓄積 された化石 燃料 と

い う もの を一 時 に使 用 で きる状 況が生 まれた

訳 で,ま るで月 々の収入 の範 囲内 でつつ ま し

く生活 を送 って来 たサ ラ リーマ ンが,あ る時

宝 くじに当 た って急 に派 手 な生 活 を始 め た よ

うな ものである。

宝 くじに当 たれ ば さぞ ラ ッキー であ ろ う。

そ して21世 紀 の私 た ち も,古 代 や 中世 の人 々

よ りも遥 か に幸福 な生活 を送 っ てい るの だ と

い う事 実 を認 識せ ね ばな るまい。 この分不 相

応 な幸福 は,エ ネルギ ー収支 か ら言 っていつ

まで も続 け られ る筈 が ない。化 石燃料 は量 に

限界が あ り,再 生不 可 能 な資 源で あ る。 いつ

まで も浮か れて い ない で,そ ろ そろ 自分 の貯

金通帳 とに らめ っ こす る時期 が来 てい る よう

だ(こ の道徳 的 な ご宣託 につ い ては,ピ ー ク

オ イル論 者の意見 は正 しい)。

当面 着手 すべ きは,燃 料 の天然 ガス転換 を

進め,特 に天然 ガス発電 を推 進す る こ と,省

エ ネ技術 を普及 させ ,エ ネルギ ー消 費 の無 駄

を省 き,将 来的 な石油 需要 の伸 び を抑 える こ

とで あ ろ う。特 に後者 の指標 で ある 「原 油原

単位 」(=原 油 消 費量/実 質 国 内総 生 産)は,

1990年 の米 国 を100と した もので,当 時既 に 日

本 は42,2003年 時点 で米 国が81と 改善 して い

るが,日 本 は更 に改善が 進 み35と な った。 中

国 に至 っては,2003年 時点 で174と 石油 ガブ飲

み経 済で ある。 日本発 の省エ ネ技術 が世界 的

に普及す る日が期待 され る。

太 陽電池,風 力 発電 な どは,そ の時受 け取

る太 陽エ ネルギ ーの範 囲の量 なのだか ら,化

石燃料 の持 つ効率 には遥 か に及 ばない。今 後

は,原 子力 を含めた新規のエネルギー開発 に

努力 を傾注する必要がある。石油 はす ぐには

なくならない。時間が十分にあるとは言 えな

いが,石 油が安定的に消費で きる間に,今 ま

で以上に石油の探鉱 ・開発への投資 と技術開

発の努力 を傾注するとともに,省 エネルギー

の推進 と新エ ネルギーの技術 開発へ向けて,

更なる努力を振 り向ける必要がある。

参 考 文 献

(1)EIA(2004),InternationalEnergyOutlook2004,244p.

Hubbert,KingM.(1956):"Nuclearenergyandthefossil

fuels",ShellDevelopmentCompanyPublication95,40p.

(2)IEA(2004),WorldEnergyOutlook2004.

(3)USGS(2000):"U.S.GeologicalSurveyWorld

Petroleumassessment2000・ ・DescriptionandResults"USGS

DigitalDataSeriesDDS-60,MultiDiscSetVersionl.0

2000.

(4)BP(2004),BPStatisticalReviewofWorldEnergy

2004

(5)Campbell&Laherrere(1998):"TheEndofCheapOil",

ScientificAmerican,March1998,p.78-83.

(6)Campbell(2005):http:〃www。asponews.org/

(7)CGES(2001):"GlobalOilReport",CGESv.12,n.1,

Jan.-Feb.2001.

(8)EIA(2003),LongTermWorldOilSupply,AAPG

Presentation.

(9)井 上 正 澄(2004),「 石 油 資 源 の 将 来 」,石 油 技 術 協

会 誌,2004,v.6

(10)McCabe,PeterJ.(1998):"EnergyResources-

CornucopiaorEmptyBarrel?",AAPGBull.v.82,n.ll,

p.2110-2134.

一82一
季報エネルギー総合工学



[内外情勢紹介]

米国における原子力開発利用の動向
一原子力 「冬 の時代」からの回復への足取 り一

山 田 英 司(望 講 責柔灘 研究所)

"ン ノ'"ノノ"レ ニ"ン ∫　

1.「 冬の時代」 か ら回復基調ヘ

ー その時代背景

(1)1980-一 一90年代=「 冬の時代」

米国の原子力産業 は,1979年 のス リー ・マイ

ル ・アイラ ン ド(TMI)原 子力発 電所事故以降,

「冬 の時代」 に入 った。既設 あ るい は建設 中プ

ラン トは,安 全確保の観点か ら設備変更が必 要

とな り,こ れが建設期 間の長期化,ひ いては建

設 コス トの高騰 を招来 し,ま た,反 原子力の社

会的 な要因 も加 わ り,発 電用原子力 プラン トの

新規発注 は途絶 え,既 設発電所の稼動状況 も低

迷 した。米 国におい て,1980年 代か ら90年 代 に

かけては,事 実上,原 子力 モラ トリアム(執 行

猶予)の 状況 にあった と言える。

上記 の ような時代 環境 の下,原 子 力発 電事

業者 であ る電力会 社 は,コ ス ト低 減努力,投

資の凍結及び見直 しを実施 した。90年 代半ば

以降,米 国において進展 した電力 自由化 は,

競争原理の下,電 力会社に電気料金の低減を

要請することとな り,建 設期 間及びコス トに

不透明性が伴 う電源 とみなされた原子力発電

は,投 資対象 とはなり難い状況にあった。

(2)1990年 代半 ば以降=回 復基調

90年 代 半 ば以 降,米 国 の原 子力発 電所 の稼

動状 況 は回復 し,近 年 で は,90%程 度 の高設

備 利用 率 と低発 電 コス トを達 成 してい る(表

1参 照)。発 電電力量 は1980年 の約3倍 とな り,

また,1990年 に比べ る と,100万kW級 原 子炉

23基 分 に相 当す る発電 電力量 が増 加 してい る

(図1参 照)現 在,原 子力 は米 国の総発 電電力

量 の約20%を 供給 し,石 炭 に次 ぐ第2位 の シ

ェァ となってい るQ

表1米 国における原子力発電所の稼働状況の推移

年 1990 1995 2000 2003 2004

設備利用率(%) 66.0 77.4 88.1 87.9 90.5

発 電 コス ト(セント/kWh) 3.08 2.42 1.94 1.72 1.69

第28巻 第2号(2005)

(出所:設 備利用率は米国原子力協 会(NEI),発 電 コス トは連邦電力規制委員会(FERC/EUC)

但 し2004年 の数値はNEI)

くをむむな　の

8◎◎3763

70◎ 擁577

60◎

5◎0
199◎2◎ ◎3年

(鋤鋒:米 繍エネル ギー省諜ネルギー轡報局(◎ ◎ε1田A)〉

図1原 子力発電による発電電力量の推移
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表2米 国原子力発電所好稼働への寄与要因

事 項 米国の状況

運転サイクルの延長 従来 は12カ 月程度 であ ったが 、最 近で は殆 どの

発電所 が18～24カ 月サイ クルに移行

定期検査期間の短縮 1990年 頃 → 現 在

100日 程 度40日 程度

定格出力増強 米 国原 子力規制委 員会(NRC)承 認済

105件(2005年4月 現在)

運転認可期間の延長(40年 →60年) NRC認 可済30基,審 査 中18基(2005年4月 現在)

米 国の原子 力発 電所 の設備利 用率 向上等 順

調 な稼 動 に寄 与 して いる要 因は表2に 示 す と

お りであ る。 これ らの要因 の背景 には,米 国

の原子 力安全規制 に係 る変化が ある。例 え ば,

非 常用 デ ィーゼ ル発 電機 の点検 な ど停 止 時 に

実 施 され ていた ものが運 転 中の検査(オ ンラ

イ ン ・メ イ ンテナ ンス)に 移行 した こ とが,

定 期検査 期 間短縮 の一要 因 とな ってい る。 こ

れ は,電 気事 業者 が,米 国原子 力規 制委員 会

(NRC)が 定 め る規則 に従 って リス ク評価 を行

い,影 響 が軽微 と認 め られ る場 合 には運転 中

検査 に移行 で きる よう改善 した ものであ る。

この ような良好 な運転 に加え,原 子力発電所

の運転期 間の延長(40年 →60年)が 認可 され る

ようになったこ とか ら,1998年 以降,TMII号

機 を皮切 りに原子力発電所 の売買が活発化 して

お り,2003年 末現在 で16基 が売却 され ている。

筆者 は,1998年 か ら3年 間,米 国 におい て電

力 ・原子力 に係 る調査業務 に従事 し,1998年3

月 にカリバー トク リフ原子力発電所の運転認可

期 間の延長 をNRCに 申請 している電気事業者の

責任者 にイ ンタビューを行 った。 その際,同 氏

は,こ れ まで10年 余 に亘 り本件 に関 しNRCに 説

明 して きているが,申 請認可 まで に更 に10年 は

要する との予測 を述べ ていたが,実 際 には翌年

に認可が なされた。 これは,NRCが 進めて きた

確 率論 的 リスク評価 の適用 な ど規制環境 の変化

を示 す ものである。

また,使 用 済燃料 処分 につ い ては,政 府 が

引取義務 を有 す る こ とが定 め られ,ネ バ ダ州

(出所:米 国原子力協会(NEI)(社)海 外電力調査会)

のユ ッカマウンテン処分場計画が進め られて

いるところである。同計画については紆余 曲

折があるが,電 気事業者の観点か らは,安 全

規制や使用済み燃料処分 に係る不透明性が解

消 してきたことで,原 子力発電所 は良好な電

力資産であると評価 されるようになったと考

えられる。

(3)回 復 に伴 う原子 力発 電業界構 造の変化

かか る環境好 転 の下,原 子力発 電所 を電 源

として積極 的 に活用 す る事 業者 による寡 占化

が進行 してい る。例 えば,2000年 に,原 子力

発電 に積極 的 であ ったユ ニ コム社(旧 コモ ン

ウ ェ ルス ・エ ジ ソ ン社,本 拠 地 シ カ ゴ)と

PECOエ ネジ ー社(旧 フ ィラデル フ ィア電力,

本拠 地 フ ィラデル フ ィア)が 合併 し,エ クセ

ロ ン社 とな り,原 子力発 電 を電源 の 中核 とす

る発 電 ビジ ネス を推進 してい る。現 在,計17

基,約1,840万kW(米 国の原子 力発 電容 量 の

約18%)と 米 国最大 手の原 子力発 電電気 事業

者 な ってい る。 さ らに同社 は,現 在,パ ブ リ

ック ・サ ー ビス&ガ ス社(PSEG)と の合併 を

計画 してお り,実 現 す る場合 には計20基,約

2,180万kW(同 上約21%)を 保 有す るこ と と

な る。 また,南 部 の大手 電気事 業者 で あるエ

ンタジ ー社 も1998年 以 降,5基 の原 子炉 を買

い取 り,計9基 約800万kW(同 上約8%)の

原子力発 電所 を有 してい る。

かつ て,米 国 の原 子力発 電 は,小 規 模 の電

気 事 業者 が少 数 基 の原 子炉 を所有 してお り,
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運 転 ノ ウハ ウの共 有 が 困難 と も評 され たが,

現在 では,こ れ ら中小 規模 の電気事 業者 も連

携 し,運 転保 守人材 や ノ ウハ ウの共 有 を進 め

て い る。例 え ば,STARSは,ウ ェス テ ィン

グ ・ハ ウス(WH)社 製の原子 炉 を有す る電気

事業 者5社 に より設立 された共 同運用組織 で,

現在 はWH以 外 の原子炉 を有 する事 業者 も参加

し,計11基,1,360万kWの 原子力 発 電所 を共

同運用 してい る。 一方,中 西部 の原 子力発 電

所所 有会社 によ り構 成 され るNMCは8基,約

450万kWを 共 同運 用 してい るが,一 部 の炉 を

大 手 の原 子力発 電事 業者 へ売却 す る動 きもあ

る。2003年 現在,16社 で米 国の原子 力発 電容

量 の約8割 を所有 ・運用 してお り,寡 占化 が進

行 している。

電気 事業者 は,電 力 自由化 環境 の下,コ ス

ト削 減 の観 点 か ら,従 業 員 数 の抑制 を進 め,

また,発 電所 の運 転保守技 能 の内製 化 を図 っ

てい る。従 来 は,電 気事 業者 は,メ ー カーの

勧 告 を受 け入れ てい たが,現 在 で は参考 には

す るが,自 らの運 転保 守経験 を基 に判 断 を行

う よ う に な って お り,こ の面 で も電 気 事 業

者 一メーカーの 関係 に変化が見 られる。

2.原 子力 「冬の時代」 と原子 力産業

(1)米 国原子炉 メーカーの経営状況 の推移

商業 レベル の原 子力発 電 に最初 に供 され た

の は ガス冷 却炉 であ っ たが,そ の後,世 界 の

原子力 発 電の主 流 とな ったの は,米 国が 開発

した軽 水炉 で ある。軽水 炉 には,ゼ ネ ラル ・

エ レク トリ ック(GE)社 が製造す る沸 騰水型

炉(BWR)とWH社 をは じめ3社 が製 造す る

加圧水型炉(PWR)の2タ イプが ある。

なお,わ が 国で は,東 芝 ・日立がGEか らの

技術 導入 に よ りBWRを 製 造 し,東 京,中 部,

東北,中 国,北 陸等 の電気 事業 者が発 電 に利

用す る一方,三 菱 重工 業 はWHか ら技術 導入 し

てPWRを 製造 し,関 西,九 州,四 国,北 海道

等 の事業者 が発 電 に利 用 してい る。

1960年 代 後半 以 降,米 国内外 で軽水 炉 の建

設 ・運転 が活発 化 し,70年 代 には,GE,WH

各社 とも米 国内で平均2基,米 国外 で1基 の

原 子炉 が運転 を開始 した。1979年 のTMI原 子

力発 電事故以 降,新 規 受注が途絶 えた ものの,

80年 代 には既 受注 分 に よ り建 設 が続 い たが,

90年 代以 降は建設 が中断 してい る。

新 規受 注が途 絶 えた1980年 代 以 降の 「冬 の

時代 」 にお け る両社 の経 営状況 を見 る と,明

暗が分か れる。GEは,名 経営者 とされるジ ャ

ック ・ウェルチ会長 の 「選択 と集 中」 の経 営

方針 の下,1980年 代前 半か ら,原 子 炉製造 に

代 わ り,燃 料 供 給 とサ ー ビス事 業 を強化 し,

90年 代 には米 国 の好 景気 を反 映 し,同 社 の原

子 力部 門 も含 む電力 部 門の売上 は10年 間で3

倍増 と好調 であった。

一方
,WHは,80年 代 には金 融や メデ ィアへ

の事業展 開 を図 り,90年 代 には家電 部 門は収

益性 が低 い と切 り捨 て たが,原 子力 ビジネス

は事業展 開上重要 として存続 させ,CBS(米

国3大 テ レ ビネ ッ トワ ー ク の1つ)とWH

EIectricCompany(電 力 部門)を 並立 させて事

業運営 が な され た。 しか しなが ら,電 力 部 門

の売上 は低迷 し,97年 には電 力 関連 事業 の売

却 を決 定 し,タ ー ビ ン部 門 は独 シー メ ンス社

に,ま た,原 子力部 門は英 国BNFL社 に,そ れ

ぞれ売却 された。(図2,表3参 照)
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図2GE,WHの 電力部門売上高の推移
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表3GE,WHの 経営状況の推移

時 期 GE WH

80年 代 ウェルチ会長の選択 と集中の経営の下,

サービス事業を強化

金融及びメディアへの事業展開

中国への原子力プラント輸出差止

90年 代 米国景気を反映して好調 経営不振で電力関連事業を売却

2000年 以 降 BWR燃 料製造会社を世界的規模で再編

次期炉としてESBWRを 推進

BNFL社 が,WH,ABB,CEを 取 得 し,

燃 料 事 業 に加 え原 子 炉 事 業 を展 開

AP1000を 推 進(NRCの 設 計 認 証 を取 得 済)

(2)「 冬の時代 」に メーカーが維持 したもの,

失 った もの

米 国 にお け る原子 力 「冬 の 時代 」 は,1980

年代 以 降既 に20数 年 に及 んでい る。現在 で は

原 子力発 電 は回復基 調 にあ り,そ の先 には新

規発注 の胎動 も見 える ような状 況 に至 ってい

る。筆者 は,本 年3月,ワ シ ン トンにおいて,

原 子炉 メーカー及 び電気事 業者 の元幹 部経 営

者 に,「 冬 の時代」 が原 子力産業 の技術 開発力

及 び原子 炉 製造能力 に如何 なる イ ンパ ク トを

与 えた か,新 規 発注 が 実 際 に な され た場 合,

米 国原子 炉 メー カー は如何 に対 応す るか等 に

つい て イ ンタビュー を行 った。以下 にポイ ン

トを記 す(表4参 照)。

① 原子炉 メーカーの業容

[サー ビス業へ の重点 シフ ト]

1980年 代 以 降の原子炉 の新 規発注 が途絶 え

た時期 に,原 子 炉 メー カー各社 は,原 子力機

器 製造業 か ら,原 子 力 関連 サ ー ビス業 へ と事

業展 開 を行い,(a)燃 料 の製造及 び供給,(b)

プ ラン ト保 守サ ー ビス,(c)NRC規 制 認可取

得(定 格 出力増 強,運 転認 可期 間延長 等)に

係 る電力 会社へ の サポ ー ト及 び コンサ ル テ ィ

ングで事業 収入の確保 に努 めた。1980年 代 は ,

受注 済み の プ ラン トの建設 工事 もあ り,原 子

力事業は収益のあがる部門であった。

また,こ の時期は,電 気事業者もプラント運

転保守能力を内製化 しようとしていた時期でも

ある。メーカーは,電 気事業者が実施する入札

に参加 し,落 札の場合は複数年契約 を締結 し,

電気事業者との協調の下,コ ス ト削減努力を重

ねた。メーカーは各発電所サイ トにエンジニア

を配置 し,迅 速な連絡調整に努めた。

[失った機器 製造 能力,総 合管理 ノウハ ウ]

「冬 の時代」 の苦 しい時期 に も,中 核 とな

る原 子炉 設計 者,原 子炉 設計評価 分析 の技術

者,規 制 対応 の技術 者 の人材 は維持 す る よう

努 め る一 方,原 子力機 器製 造 能力,プ ラ ン ト

建 設 に係 る総合 管理 ノウハ ウ,設 計 を検証 す

る試験施設 は失 った。

この う ち,プ ラ ン ト総合 管 理 ノ ウハ ウ は,

ベ クテル社,ス トー ン ・ア ン ド ・ウェ ブス タ

ー(S&W)社 な どの建設 エ ンジニ アリ ング会

社 と組 む ことで対応可能 と考 えてい る。 また,

設計 評価 には試 験が必 要 であ り,米 国エ ネル

ギー省(DOE)及 び メー カーが資金拠 出 した

オ レゴ ン大 学の研 究施設 を活用 した。DOEか

ら大 学 に金 が流 れ,研 究施 設が充 実 され た こ

とは評価 され る。

表4原 子力 「冬の時代」の米国原子炉メーカーへの影響

維持 したもの

○中核 となる原子炉設計者

○原子炉設計評価分析の技術者

○規制対応の技術者

失 ったもの

○原子力機器製造能力

○プラント建設に係る総合管理ノウハウ

○設計を検証する試験施設
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② 米 国原子炉市場 が復活 した場合 の対応

喪失 した原子 力機 器製 造能力 につ いて,ま

ず,原 子 炉機 器製造 会社 が米 国内 に出現す る

こ とを期待 した いが,そ うで ない場合 は,国

外 メー カーか ら調達す る ことになる。候補 は,

日本,韓 国,フ ラ ンス な どの メー カーで あろ

う。PWRの 場 合 は競争 が あ り,WHは 主契 約

者 としての受注獲得 に努 める こととなる。

③ 今後の米国市場における原子炉

当面,GEはESBWR,WHはAPIOOOが 主力

候補 となる。今後の開発の方向性 は,単 純化

であ り,そ れが,安 全 と経済性の向上につな

がる。天然 ガス火力発電 と競合できることが

炉型選択の重要な基準である。

米国では,電 力 自由化環境の下,コ ス トが

かかる送電線の新規建設は容易でない。大規

模発電容量の原子炉 を採用する場合には,既

設の送電容量を考慮することが必要である。

によ り,人 員構成が高齢化 してお り,30才 代 以

下 の人材 の層が手薄である(図3参 照)。

セ ク ター別 で は,メ ーカ ーや大学 で は,今

後,5年 間で大 量 の引退が 見込 まれ る と して

い る。米 国 におい ては,大 学が原 子力研 究 開

発 の大 きな部分 を占め てお り,大 学 の研 究施

設 や研 究事 業 には,DOEが 積極 的 に資 金供与

を行 っている。

人材 は,エ ンジニア,技 能者,プ ラ ン ト運

転員,放 射線 管理者 に大別 される。 この うち,

確 保が 困難 とされ る熟練溶接工確保 に向 けて,

政府(労 働 省)と 産業(電 気 事業 者)が 共 同

で 資 金 を拠 出 して,オ ハ イ オ州 の地 域 大 学

(コ ミュニテ ィ ・カ レッジ)に 養成 コース を設

置すべ く準備 中であ る(来 年 ス ター ト予 定)。

また,組 合 が,溶 接工 のス キル ア ップのた め

の研 修 コース を設 けてい る。

3.米 国にお ける新規炉建設 に向 けた動 き

(3)「 冬の時代」 が原子 力分野 の人材 に与 え

た影響

2004年5月,米 国原子力協会(NEI)は,原

子力 の各 セ クター におけ る年代 別 人材構 成 に

つ いて調査 を行 な ってお り,遠 くない将来引

退す る人材 の代 わ りを如 何 に補 充 して い くか

が重要 な課題で ある と指摘 している。

セ ク ター間で相違 はあるが,概 して言 うと,

1970～80年 代の大量雇用,そ の後の 「冬 の時代」

%
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(1)米 国の原子力技術開発予算

米国は,エ ネルギーの大消費国であるが,石

油等化石エネルギーの一大資源国でもあ り,エ

ネルギー自給率約80%と 概ね自給状態にある。

かかる環境の下,米 国には,わ が国で言うよう

な 「総合的エネルギー政策」は存在せず,米 国

のエネルギー政策の中核は石油政策と核不拡散

政策であり,い ずれも,米 国の安全保障に直結

する案件である。核不拡散は国防問題の核心で
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ある ことは言 うまで もな く,一 方,石 油 は,国

民生活 に不可欠な 自動車用の代 替不能 な燃料で

ある。近年,原 油 の国内生産 は1970年 をピーク

に低減 してお り,そ れに伴 い,原 油輸入が増加

し,ペ ルシャ湾岸諸 国か らの輸 入割合が20%程

度 に も達 している。

DOEは,核 兵 器 向け核 燃料 物質 を生産 ・管

理 す る機 能 を有 し,併 せ て,原 子力 の平和利

用 に関 して も権 限 を有 し,原 子 力発 電政策 を

総 括 し推 進す る立場 にあ る。1990年 代,同 省

は使 用 済燃料 処分場 の立 地推進 や ロシ アの解

体 核 の処 分 に傾 注 し,米 国の原 子力発 電 の将

来 も不 透明 とな ったため,1998年 に は同省 の

<億 ドル>

2

壌.5

壌

◎.5

◎
,96979899◎0◎ 壌 ◎2◎304◎5◎6

隼(鐵 所:DO慈 〉

嘱

`

國

匿}

画

暉

■ 璽

図4原 子力技術開発予算推移

表52006年 度予算政府案の内訳

事 項 米 国 政 府 予 算 案(2006)
(単位:億 ドル,()内 は億 円※〉

原 子 力 発 電2010 0.56(62)

第4世 代炉開発 0.45(50)

核 燃 料 サ イ ク ル 0.70(77)

原子力水素 0.20(22)

計 約1.9億 ドル(約210億 円)

原子力技術 開発予算 は皆無 となった。 その後,

1999年 度導 入の原子 力研 究 開発 イニシ アテ ィ

ブ(NERI)を は じめ各 種 の イニ シア テ ィブ

(新政策)を 立上げ,2006年 度予算 政府案 では,

約1.9億 ドル(約210億 円)の レベ ル まで 回復

している(図4,表5参 照)

(2)新 規炉建設 に向 けたDOEの 政策

ブ ッシ ュ政権 は,原 子力発 電 を推進 す る方

針 の下,2001年10月 に官 民合 同の委員 会 に よ

り"NuclearPower2010"と 題 す る報告書 を発

表 している。

同報告書 に基 づ き,2002年2月 か ら,2010

年代 初頭 に少 な くとも!基 の新 型軽水 炉 の建

設 及 び運転 開始 を目指 した 「原子力発 電2010

プログ ラム」 が推進 されてお り,「 第3プ ラス

世代 」 の軽 水炉 開発 を目指 してい る。 同 プ ロ

グラムで は,所 要 コス トの2分 の1をDOEが

負 担 す る(上 記 予 算 案 の う ち,0.56億 ドル

(約60億 円)を 充当)と の前提 で,表6のNRC

先行 許認可 プロセス の実証 を実施 す る こ とと

してい る。 これ によ り,原 子 力発 電新規 建設

に係 る財政 上 の不 確実性 低減 手法 の 開発 も目

指す こ とと してい る。

① 米 国にお ける原子力発電推進上の課題

本年3月,DOEに て入手 した資料 による と,

以下の4つ を課題 と指摘 している。

(a)恒 久的 な使用済燃料処分方策 の確立

1982年 以来,ユ ッカマ ウ ンテ ン使 用 済燃料

処分場計 画 が進 め られ てお り,2002年,連 邦

議 会 にお いて 同地 が処分 場サ イ トと して選定

されてい る。政府 は,2010年 の供用 開始 を目

指 してい るが,地 元の反対,科 学技術 的 な議
(出 所:DOE資 料)※1ド ル=110円 で 換 算

表6NRCの 先行許認可プロセス

早期サイ ト承認(ESP) 炉型決定前の立地審査

標準設計認証(DC) 立地サイト決定前の標準設計の審査

建設 ・運転一括許認可(COL) 建設許可と運転認可を一括して実施

(わが国では段階的な安全審査を実施)
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論 もあ り,計 画通 り進捗するか予断を許 さな

い状況にある。

(b)プ ライス ・ア ンダー ソ ン法(米 国原 子力

損害賠 償法)に よる原子 力事 故損 害賠償 制度

の期 限切 れ

2003年12月31日 以 降 に建 設認可 され た新 規

プラ ン トについ て は,同 法 に よる原 子力事 故

に係 る損 害賠償 が適用 され ない。

(c)原 子力規制 に係 る不確実性

NRCの 先行 許認可 プロセス を一括 した 「ワ

ン ・ステ ップ ・ライセ ンス」 制度 は,検 証 さ

れて お らず,追 加規 制 の有無 につ いて確証 が

得 られていない。

(d)財 政上の不確実性

ウォール街(米 国証券業界)の 財務担当者

や電力会社 は,実 際に建設 ・運転 した場合,

どの程度の コス ト,ま た,ど の程度の年数 を

要するのか確証が得られていない。

筆者 は,2000年 に,ド ミニ オン社(旧 バ ージ

ニア電力)の15万kW×4基 ,計60万kWの 天然

ガス発電 プラン トを視察 した。同社 の冬季の ピ

ーク対応電源であったが
,驚 いたのは,同 発電

所 は,意 思決定か ら建設 までた ったの2年 であ

った ということである。立地地点は,同 社の基

幹送電線 と,天 然 ガスパ イプラインの交点 の近

傍 であ り,燃 料 や送電の新規投資 は不 要,ま た,

燃料 タンクもない ことか らサ イ ト面積 も小 さ く

農場 を購 入 した とい う ことで土 地所有 者 も1

名,各 プラン トは,2つ のパ ー トが工場 で製作

され現地で組立て,プ ラ ン トコン トロール もパ

ソコンレベ ル とい うものであった。 ピーク対応

電源であるこ とか ら,特 に簡便で はあ ったろ う

が,一 応60万kWの 電 源で ある。最近 は原油価

格高騰 に連動 して燃料費が上昇 してい るとい う

が,原 子力発電が,コ ス ト面で,ま た,時 間的

な機動1生の面 で,天 然 ガス発電 プラン トと競争

してい くのは並大抵で はない とい うのが実感 で

あった。

おユ　　ノぼ　

『
醒

i財 政・ス・力劇

初号機建設費繍算

初号機設計費加算

[初 号機](出 所,D。 、資料〉

図5原 子力発電のコス ト試算(資 本費の比較)

② コス トに係 る課題

電力 自由化環 境 の下,発 注者 た る電気 事業

者 の最大 の 関心 は コス トであ る。原子 力発 電

に係 る コス トは,燃 料費割 合が小 さい こ とか

ら安 定的で ある ことは火力発電 に勝 るが,(a)

他 の電源 に比 し安価,少 な くとも遜色 が ない

こと,ま た,(b)将 来予測 につ い て不確 実性

が低 い ことが要請 される。

加 えて,初 号 機 は,一 般 に コス トが 嵩 むの

が 通例 であ る。DOEの 試 算(図5参 照)に よ

る と,単 位容 量当 た りの資 本費 は,初 号機 は

習 熟機 に比 して5割 増 しと見 込 まれて い る。

また,回 復 初期段 階の プ ラン トは,電 力 自由

化 環境 で は所 要の技術 開発 費 を電気料 金 に転

嫁 で きない こ と,規 制や立 地 に係 る政 府(連

邦 及 び州)の 動 向 に不 確実 性が つ きまと うこ

と等 か ら高 目になる もの と見込 まれてい る。

③DOE担 当者の見解

筆 者 は,本 年3月,DOEの 原 子力 政策担 当

者 にイ ンタ ビュ ー を行 ったの で,以 下,そ の

ポイ ン トを記 す。

(a)米 国の原子力開発技術力

原子炉メーカーは,規 制対応サービスや,海

外での原子炉建設経験を通 じて,プ ラント建設

管理ノウハウを蓄積 している。米国内に製造能

力はないが,世 界的に見れば製造能力は十分に

あ り,機 器調達について悲観 していない。

DOEの 原子力研究は国立研究所で実施 してい

第28巻 第2号(2005)
一89一



表73つ の早期サ イ ト承認(ESP)プ ロジ ェク ト

電気事業者 ESP対 象 サ イ ト サ イ トの状 況

ド ミニ オ ン ノ ー ス ア ナ PWR2基 が 運転 中

エ ン タ ジ ー グ ラ ン ド ・ガ ル フ BWR1基 が 運転 中

エ クセ ロ ン ク リ ン トン BWR1基 が運 転 中

表8「 原子力発 電2010プ ログラム」に参画 する コンソー シアムの概要

グルー プ 電気事業者 メ ー カ ー 炉型 検討対象サイ ト

NuStartGr, エ クセロ ン,エ ン タジー

サザ ン等9社

GE,WH ESBWR(DC申 請予定)

APIOOO(DC取 得 済)

}

ド ミニ オ ンGr, ドミニオ ン GE,ベ クテル等 ESBWR(同 上)

150万kW

ノー スアナ(既 設)

(バ ージニ ア州)

TVAGr. TVA GE,ベ クテル等 ABWR(DC取 得済) 一

(出所:DOE資 料)

るが,研 究所の運営 を民 間委託 してお り,こ れ

に よ り民 間 に原子 力研 究 ノ ウハ ウが移転 で き

る。(本 年2月,原 子力研究が 集約 され るアイ

ダホ研究所 の運営 をバ ッテル研究所,電 力研究

所(EPRI)等 に委託す る契約 を締 結 した由。)

また,大 学への研 究事 業資金 は安定的 に拠 出 し

ている。

(b)DOE一 産業 の協調 について

民 間事業 には資 金拠 出 を しない とい うのが

DOEの 方針 では ないか とい う当方 の質 問 に対

し,同 プロ グラムは,民 間 との コス トシェ ア

で あ り,し か も初 期 の規 制対応 に限定 してい

るこ と,長 期 に亘 るR&Dプ ロジェ ク トであ る

との説 明等 か ら議 会の承 認が得 られた との回

答であ った。

(3)新 規 炉建設に向 けた民間の動 き

①2000年 代初 頭,エ クセ ロン社 に よ り,南 ア

フ リカで 開発 中の高温 ガス炉(ペ ブル ・ベ ッ

ド型 ガス冷 却炉:PBMR)導 入 の検討 が な さ

れ た。同炉 は,炉 心溶融 が起 こ らない とい う

固有 の安 全性 を有 す る一方,大 型化 が困難 で

コス ト面 で難があ り,導 入 には至 ってい ない。

② 表7の3つ のサイ トにつ いて,NRCの 早期

サ イ ト承 認(ESP)が 審査 され てお り,2006

年 の承認 が期待 されてい る。

③ 上 記 「原子力発 電2010プ ログラム」 の新規

プ ラ ン ト認可 プロ ジェク トには,表8の3つ

の コ ンソーシ アムが 参画 して いる。DOE資 料

に よ る と,上 記 の う ち,ド ミニ オ ンGr.と

NuStartGr.の2つ の プロジェク トに関 し2014年

運転開始 が可 能(Newplantpossibleby2014)

と記載 があ り,DOE自 身,新 規建設 を期待 す

る一方,楽 観視 していない状 況が伺 われ る。

4.世 界 の原子 力発 電の動向

(1)各 地域 の動 向(図6参 照)

① 欧米

2004年 末現在,世 界 で434基 の原子炉 が運転

中 で あ る。 大 きな シ ェ ア を 占め る米 国(約

27%,発 電 容量 ベース)で は,前 述 の ように

回復 基調 にあ る ものの,1979年 のTMI事 故 以

降新規発注 がない。

一方
,欧 州(EU及 びス イス,約37%)で

は,1986年 の 旧 ソ連 チ ェル ノブィル事故以 降,

新規 着工 は3基 と大 幅 にペー ス ダウ ン し,現

在,原 子 力発 電推進 国(フ ラ ンス,英 国,ス

イス等)と 脱原子力 を政策 とす る国(ド イ ツ,

ス ェー デ ン,ベ ル ギ ー)が 拮抗 してい るが,

2004年 に は,フ ラ ンス及 び フ ィンラ ン ドで,

それぞ れ欧 州加圧水 型 原子炉(EPR)の 建設

が決定 されている。
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讐

(原子力比率約乏◎%〉
繍 運転中103基÷建設中O基

BWRlGE.
PWR:W洞 率C謹→BNFL傘 下
PWR:B&W瞳 フラマ トム傘下

炉 黎A臼00◎,ffSBWR,ABW鶏 等
2鎖◎葎頃の新規炉建設を推進中

カナダ(原 苧力比率 維%〉
邊転中17基+建設中O基
CANDU

1欧 州[EU十 ス イス](EU原 子力比率 約34%)

基 数 運転 中137基+建 設中0基

PWR:フ ラマ トム十 シーメンス,

KWU(合 併)→ フラマ トムANP

型EPR→2基 の建設計画

(出所=講 識 灘 、搬 雛箆擁馨灘 喫癩9驚 報告等を基に作成・)

図6世 界の原子力開発動向

② 日本

わが国(約12%)に おいて も,2000年 頃 まで

は年 間1～2基 のペ ース で運 転 開始 されたが

2000～10年 の間 には運転 開始 は5基 と,2000

(平成12)年 度以 降の電力 自由化 環境 の下,原

子力発 電 の着工 は大 幅 に減 少す る見込 みで あ

る。 リプレイス需要が見込 まれる2030年 頃以降

まで は多 くの新 規発注 は見 込 めない(図7参

照),い わゆ る 「冬 の時代」 を迎 えてお り,将

来の リプレイス需要 に向 けて,原 子力発電 シス

テムに係 る技術 開発力及 び製造能力 を如何 に維

持 してい くかが重要 な課題 となっている。

「経済産業省長期エ ネルギー需給見通 し中間

とりまとめ」(2004年10月)に おい て,原 子 力

ケースに係 る低成長 ケース(図 中 「10～30低 」)

は2030年 に約5,600万kWを,ま た,高 成長ケー

〈運弓§基数>

2◎

1◎

19§(}《.092《}O◎～IO葉 ◎～3◎億i1《}～3◎凄i

(出所:「 長期エネルギー需給見通し中間とりまとめ」を基に作成)

図7原 子 力 発 電 所 の 運 開 基 数 の 実 績 と 予 測

ス(同 「10～30高 」)は2030年 に 約6,800万kWを

見 込 ん で い る 。

③ ア ジア(日 本除 く)

アジア市場 は原子力発電が拡大 中であ り,特

に,中 国,韓 国等の東 アジア市場 は成長市場 で

あ る(表9参 照)。 韓国(運 転 中19基,建 設 中

1基)は1990年 代 以降 自国企業(斗 山重工)に

よ り建設 がな されてお り,中 国(運 転 中9基,

建設中2基)は,こ れ までは主 に外国企業(フ

ランス4基,ロ シア,カ ナ ダ各2基)が 受注 し

てお り,本 年2月 に も100万kW級4基 を国際入

札 しているが,入 札 に当たって同国への技術移

転 を要件 としてお り,中 長期 的には自国企業 に

よる建設へ と移行 してい くもの と見込 まれ る。

(2)世 界 の原子 力産業 の再編(図8参 照)

原子 力発 電 に係 る事業環境 変化 に対応 して,

欧米 におい ては,国 境 を越 えて,原 子 力機器

メ ーカーの再編 が進行 して きてい る。米 国 に

は,原 子 力発 電開発 最盛期 には,BWRはGE1

社,PWRに はWH,コ ンバ ッシ ョン ・エ ンジ

ニ ア リ ング(CE),バ ブ コ ック ・ア ン ド ・ウ

ィル コ ックス(B&W)3社 があ ったが,原 子

力 「冬 の時代 」 に,上 述 したようにWHは 英国

BNFL社 の傘下 に入 り,CEは 欧州(ス イス ・

ス ェ ー デ ン)のABB社 に よ る買 収 を経 て,
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表9最 近の東アジア市場における着工/発注/入札動向

年 ユ ニ ッ ト(万kW> 炉型 発注者 主契約者

1999

尉 珍5・6号(各100) PWR 韓国水力原子力 斗山重工

龍 門1・2号(各135) ABWR 台湾電力 GE(東 芝 ・日立)

田湾1・2号(各106) VVER 江蘇公司 露原子力省

2002 新 古里1・2号(100) PWR 韓国水力原子力 斗山重工

2005
三 門2基(100級)

入 札
仏 ア レバ 社(EPR),米WH社(APlOOO),

露 ア トム ス ロ イ エ ク ス ポ ル ト社

(VVER-1000/-1500)の3社 が 応 札陽江2基(100級)

(出所:日 本原子力産業会議 「世界の原子力発電開発 の動向」)

WH同 様,BNFL社 の傘 下 に入 っている。 また,

B&Wは 仏 フラマ トム社 に買収 され,フ ラマ ト

ム社 は米 国市場進 出の足掛 か りを得 ている。

一方
,欧 州 においては,2000年,独 シー メン

ス社 の原子 力部 門 と仏 フラマ トム社が合併 し,

フラマ トムANP社 が発足 し,更 に,2002年 に発

足 した持株会社 ア レバ社は,同 社及 び核燃料 の

コジェマ社 を傘下 に入れている。一方,ス ウェ

ーデ ンの原子炉 メーカーであった アセ ア社 は
,

ス イスのブラウ ン ・ボベ リ社 と合併 しABB社 と

なったが,同 社 の原 子力部 門は英 国BNFL社 に

売却 され,ま た,上 述の ようにWHの 原子力部

門 もBNFL社 に売却 されてお り,ア レバ社及 び

BNFL社 の傘下 に,原 子力発 電 システ ム製造 か

ら核燃料サ ービス供給 まで包含す るグループが

形成 されてい る。

以上 のよ うな再編 を経 て,欧 米の原子炉 メー

カーは,現 在,GE,BNFLグ ループ,ア レバ ・

グループの3社/グ ループに集約 されている。

一方
,韓 国(斗 山重工,CE社 型のPWR),

カナ ダ(AECL,カ ナ ダ型 重水 炉),ロ シア,

イ ン ドな どで は,自 国企 業 に よる建 設 ・輸 出

を目指 している。

以上,米 国 を中心 に原 子力発 電 に係 る国際

的 な動 向 を概 観 したが,欧 米 での長 い原子 力

「冬 の時代 」 を経 て,現 在 で は,ア ジアでは経

済成長 を背景 に原子 力発 電が拡大基調 にあ り,

また,欧 米で も回復 の兆 しが見 られ る よ うに

なっ てい る。 この 「冬 の時代 」 の 間に,原 子

炉 メーカー は国際 的な再 編が進 んで きている。

日本 は,「 冬 の時代」 に入 りつつあ る時期 であ

難

rぼ -、 、!、
糊11c蕊 アの(フ ラ棚 シー卿
率

i鞭 震ヱ}

母

-「 累 ノ
㎝ 〔璽1

潤7

7

中壌入礼で

瀧ンジーシアム

「7
7

BV臓撚麟

会i弁企桑
釧 蹴

8NKゲ かプ ア撚◆・ゲかプ

図8世 界の原子力産業の再編

圏

囲
㊥

り,変 動激 しい国際的市場動向に如何 に対応

し,技 術 ポテ ンシャルを維持向上 してい くか

が大きな課題 となっている。
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「ブラジル提案」の動向
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1.ま えが き

地球温暖化 をはじめ として,長 期気候変動

に関する関心が高 まっている。先進国を中心

として諸国の温室効果ガス排出に一定の制限

を設ける京都議定書*は,ア メリカやオース

トラリアの枠組か らの離脱 もあ り,そ の発効

が疑問視 されていたが,鍵 を握 っていたロシ

アが批准するに至って,2005年2月 に正式発

効 した。京都議定書が想定 している削減 目標

達成時期は,第1約 束期間が2008年 か ら2012

年 となっている ものの,温 暖化防止に関する

それ以降の国際合意は存在せず,内 外で多様

な方式が提案 されている。

京都議淀 書は,温 室効果ガスの基準年排出

量に対 して,国 別の事情 に応 じて,一 定割合

を削減す ることを求めている。 しかし,京 都

議定書に至る排出量割当方法については,一

定割合削減以外 にも,様 々な提案がなされて

いる。本稿 では,そ の際 に提案 された1つ の

方式である 「ブラジル提案」に着 目した。そ

の提案は,気 候変動 に関する温室効果 ガス削

減負担分担は,産 業革命以降の排出履歴等 を

加味 した基準 とすべ きであるとい うものであ

る。ブラジル提案に基づ く排出量割当は,ポ

ス ト京都議定書の国際枠組のオプシ ョンの1

つとな りうる可能性 もあ り,国 際的に再度注

目を集めている。

筆 者 らは,2002年 以 降,ブ ラジル提 案 に関

す る動 向 を フォロー し,関 連 の専 門家会合 に

も参加 して活動 を行 って きたの で,以 下では,

最近 の動 向 を報告 する。

2.ブ ラジル提案 に関す る国際動向

京都議 定書 で は,各 国の温暖 化 ガス排 出削

減 量 を政 治 的に決定 し,ブ ラ ジル提案 の主 張

は採 用 され なか った。 しか し,2001年 以 降ブ

ラ ジル提 案再評価 の動 きがみ られ る(表1参

照)。2002年 には,気 候 変動枠 組条約 の常 設補

助機 関の1つ で ある,「 科 学的 ・技術 的な助 言

に関す る補助機 関(SBSTA)」 において,気 候

モデル比 較作 業が実 施 された。 また,そ れ に

前後 して,2001年5月,2002年9月 に気候 変

動枠 組条 約事務 局が 主催 す る専 門家 ワー ク シ

ョップが開催 されている。

2002年,ニ ューデ リーにおいてCOP8と 並行

して開催 されたSBSTA17会 合では,ブ ラジル提

案 の科学的お よび方法論的側面 について,科 学

コミュニテ ィに よる活動継続お よび ピア レビュ

ーを受 けた出版物 に基づ く作 業な どに よる方針

が定 め られ,「 地球 圏 一生物圏国際協 同研 究計

画(IGBP)」,「 世界気候研 究計画(WCRP)」,

「地球 環境変化 の人間 ・社会的側面 に関す る国

際研究計画(IHDP)」;「 気候変動 に関す る政府

間パ ネル(IPCC)」 などの科学 コ ミュニ ティの

*「 国連気候変動枠 組条約」 の 目的 を達成す るため,1997年12月 に京都 で開催 された第3回 国連気候変動枠組 条約締 約国会

議(COP3)で 採択 された。先進 国等 に対 し、温室効 果ガス を1990年 比で、2008年 ～2012年 に一定数値(日 本6%、 米

7%、EU8%)を 削減す るこ とを義務 づけている。 また、同削減 を 達成す るための京都 メカニズ ム等 を導入。 わが国は

平成14年6月4日 締結 。
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表1 「ブラジル提案」に関する経緯

1997年 気候変動枠組条約に関する温室効果ガス削減基準交渉において,ブ ラジルは,

今後の気候変動に関する各国の温室効果ガス削減負担分担は,産 業革命以降の

排出履歴等を加味 した新 たな基準とすべ きであるという提案(ブ ラジル提案)

を行 う。

2001年5月 第1回 専 門家 ワー クシ ョ ップ(ボ ン,ド イ ツ)

2002年 前半 気候変動枠組条約の常設補助機関の1つ である,「 科学的 ・技術的な助言 に関

する補助機関」(SBSTA)に おいて,気 候モデル比較作業を実施

2002年9月 第2回 専 門家 ワ ー クシ ョップ(ブ ラ ックネ ル,イ ギ リス)

2002年11月SBSTAI7ブ ラジ ル提 案 の科 学的 お よび方法 論 的側面 につい て,科 学 コ ミュニ

テ ィに よる活動 継続,ピ ア レビュー を受 けた出版 物 に基 づ く作 業方 針 を定 め,

国際科 学 コ ミュニ テ ィの協 力 を依頼 す る こ とにな る。

その後,こ の科 学 コ ミュニ テ ィに よるア ドホ ッ クな活 動 をMATCH(modelling

andassessmentofcontributiontoclimatechange)と 呼 ぶ こ とにな る。

2003年6月SBSTAI81GBP(地 球圏一生物圏国際協 同研究計画)お よびWCRP(世 界気候

研究計画)か ら活動 に肯定的な返答

9月 第3回 専 門家 ワー ク シ ョップ(ベ ル リ ン,ド イツ)

2004年5月 第4回 専 門家 ワー ク シ ョップ(ケ ル ン,ド イ ッ)

6月SBSTA20ブ ラジ ル提 案 に関 す るサ イ ドイベ ン ト

2005年4月 第5回 専 門家会 議(リ オデ ジ ャネイ ロ,ブ ラ ジル)

(以下,予 定)

2005年 後 半SBSTA23活 動報 告 に基づ き,活 動 継続 につ いて の判 断 をSBSTAで 審 議

(出所:各 種 デー タを も とに独 自に作成)

協力 を依頼 するこ とになった。同会合では,ブ

ラジル,イ ギ リスは,2003年 にワークシ ョップ

を開催 するこ とを提案 し,そ の後 ドイツ,ノ ル

ウェー も支援 を表明 した。

2003年6月 のSBSTA18に おいて,IGBPお よ

びWCRPか ら肯定的 な返 答があ り,ブ ラジル と

イギ リス政 府 は全 枠 組条 約 締約 国 に対 して,

2003年9月 のベル リンで第3回 専門家 ワー クシ

ョップが開催 され る旨通知 した。その後,2004

年5月 にケル ンで第4回 専 門家 ワークシ ョップ

が,同6月 のSBSTA20で はブラジル提案 に関す

るサイ ドイベ ン トが開催 されてい る。 イベ ン ト

では,活 動の 中間報告 が行 われ,気 候パ ラメー

タの種類,分 析期 間,排 出シナリオ,温 室効果

ガスの選択,寄 与度評価方法 による違 いが議論

された。あわせ て,気 候パ ラメータについては,

排 出量,濃 度,放 射強制力,温 度変化,海 面上

昇 の間に図1に 示 す ような因果関係 があること

が示 されている。

2005年 になってか らは,4月 にブ ラジルで

第5回 専 門家 ワー クシ ョップが 開催 され た。

さらに,2005年 後半 のSBSTA会 合 で活動報告
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図1気 候 パラ メー タ間の因果関係

時間

時間

時間

を行 い,継 続 につ いて は政策担 当者 が 同会合

で別途議論 す ることになってい る。

この ように,現 在 の ブ ラジル提案 を巡 る活

動 は,従 来 の国連気候 変動 枠組 条約 の もとで

はな く,科 学 コ ミュニ テ ィに よるア ドホ ック

な活 動 と して継 続 され てい る。 この グル ー プ

の略 称 は,MATCH(Ad-hocgroupforthe
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ModellingandAssessmentofContributionto

ClimateChange)と 名 付 け ら れ(1),2005年 後

半 に 予 定 さ れ て い るCOP/MOPIに あ わ せ て 開

催 さ れ るSBSTAへ の 報 告 を 意 図 し た 科 学 論 文

作 成 作 業 が 活 動 の 中 心 と な っ て い る 。

3.簡 易気候 モデル を用 いた分析(2)

ブラジル提案に基づ く評価を実施するために

は,過 去から現在 にわたる世界的な温室効果ガ

ス排出量データベース,簡 易気候モデル,お よ

び温室効果ガス排出の気候変動に対する寄与度

算定方法などのツールが必要である。そのうち,

気候モデルは,将 来の気候変動の程度を予測 し,

気候変動問題を議論する際の重要かつ基本的な

ッールの1つ であ り,気 候変動政策からの要請

もあって,近 年進展の著 しい分野である。モデ

ルを利用 して導 く結論は,科 学的知見の蓄積に

つながるとともに,気 候変動政策の判断材料 と

なるため,重 要な意味 を有 している。 しかし,

排出量データベース,気 候モデル,お よび寄与

度算定方法などのツールには,そ れぞれ温室効

果ガス排出量推定手法,気 候パラメータ間の関

係,お よび寄与度算定方法選択 において,大 き

な不確実性があ り,手 法やデータが異なると全

く異なった結論が導かれることも容易に予想 さ

れる。

以下では,世 界地域分割を有する温室効果

ガス排出量データベース,お よび簡易気候モ

デルによる,気 候変動 に関する地域寄与度分

析例 を紹介する。

(1)温 室効果 ガス排 出 シナ リオ と気候 パ ラメ

ータ

過去 の温室 効果 ガス排 出履歴,特 に産業 革

命 開始 以降 の履歴 は,現 在 の温 室効 果 ガス濃

度 の レベ ルや,気 候 モ デル の検 証 を実施す る

上 で貴 重 なデー タであ る。 分析 では,1751年

以降の人為起 源の二酸化炭素(CO2),メ タン,

亜酸化 窒素 の排 出量 の推 移 デー タ を用 いて評

価 を行 った。 これ らの排 出量 デ ー タは,ア メ

リカORNLのCDIACデ ー タベ ース の二酸化 炭

素 排 出 デ ー タ に 加 え,オ ラ ン ダRIVMの

EDGAR-HYDE1.4デ ー タベ ー ス に含 まれ る,

CO2,亜 酸化 窒素,メ タンの排 出量 を用 いる。

各 デー タベ ー ス につ い ては,カ バ ーす る年,

地域 区分 が異 なる他,デ ー タベース 間の整 合

性 が よ くない場 合 があ る。そ の場 合 は比率 に

よる比例 配分,補 間等 の処 理 を行 い,デ ー タ

の連続性 が損 なわれ ない ように配慮 した。 地

域寄 与度 試算 は,EDGARデ ー タベ ース の排 出

量 が存在 す る1890年 以 降 につ いて可 能で ある

ので,地 域排 出量 をそれ 以降 につい て整理 し

た。 また,メ タンお よび亜 酸化窒 素 につい て

は,人 為起 源 の排 出 と比較 して無 視 で きない

レベル の天然起 源 の排 出 があ るが,そ の値 は

別途推定 した。

なお,以 降 の記述 に含 まれ る地 域 区分 の定

義 は表2の 通 りで あ り,世 界 を13地 域 お よび

!つ の 国際活動(国 際輸送 に伴 うバ ンカー燃

料消費,バ ンカー)に 分割 している。

EDGARデ ー タベースが整備 されてい る1890

年以 降 かつ20世 紀末 以前 の地域別 排 出量 シェ

ア を図2,3,4に 示 す。1900年 頃のCO2排

出量 は,ア メ リカ,西 欧,ラ テ ンアメ リカの

シェアが高 かったが,20世 紀中頃 になるとCIS,

表2分 析に用いた地域区分

地域名略称 定義 気候変動枠組条約での扱い

USA アメリカ

附属書1国

(途上国に先行 して
温室効果ガス削滅

義務あ り)

CAN カナダ

WEU 西欧

JPN 日本

OCE
オ セ アニ ア

(オース トラリア,ニ ュージーラン ド)

EEU 東欧

αs 独立国家共同体

(ロ シア等)

CHN 中国

非附属書1国

(現時点において温室

効果ガス削減義務な し)

lND インド

SEA 東南アジア

ME 中東

AFR アフリカ

LAM ラテンアメリカ

BNK 地域排出に含まれない

国際輸送活動(BUNKER)
現在のところ規定なし
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図4地 域別亜酸化窒素排出シェア

東欧の シェアが増加 し始め,1980年 代 以降 は,

中国 の シェアの伸 びが認 め られ る。 メタ ンや

亜酸化 窒素 につ いて は,20世 紀 の全 期 間 を通

じて途 上地域 の シ ェアが 二酸化 炭素 の それ よ

り高 い 。 これ は,メ タ ンやCO2に 関 して は,

農 業起 源の排 出 の寄 与が 大 きいため であ る と

推 定 され る。20世 紀 後半 にお いて は,お お ま

か にみ た場 合の 附属 書1地 域 の シェアは,

CO2で 約6割,メ タンで4割,亜 酸化窒素で

5割 といったところである。

これらの排出量 を用いて,全 球平均簡易気

候モデルにより,気 候パ ラメータについての

推定 を行った。まず,排 出 された温室効果 ガ

スのうち大気 中に残存するもの と,そ うでな

い もののバ ランスを考慮 した方程式 によ り,

排 出量が与 えられると大気中温室効果ガス濃

度を求められる。そ して,濃 度,放 射強制力,

全球平均地表温度および海面上昇 といった気

候パ ラメータの間の関係式により,そ れらの

値を求めた。海面上昇の原因には,海 水熱膨

張,極 地域の雪氷融解などが考えられてお り,

ブラジル提案 に関する気候モデル比較作業で

は熱膨張による海面上昇のみが比較対象 とな

っていたため,熱 膨張 による海面上昇値 を推

定 した。

(2)過 去の温暖化 ガス排出による気候変動地

域寄与度

次に,過 去の温暖化ガス排出による現在の

気候変動の地域寄与度 を導出する分析 を行 っ

た。評価 にあたっては,20世 紀の評価 を意図

して,排 出開始評価年を1900年,終 了評価年

を2000年,寄 与度評価年 を同じく2000年 とし

た。そ して,前 述 した世界13地 域および国際

輸送活動 について,各 種パラメータに対する

地域別寄与度 を試算 した。対象 とした温室効

果 ガスはCO2,メ タン,亜 酸化窒素の3種 類

であ り,そ の他の温室効果ガスやエアロゾル

の効果は寄与度試算の対象か ら除外 した。気

候 システムには非線形性があ り,そ れに応 じ

て寄与度評価方法にも様々な手法が提案 され

ている。ここでは,計 算は複雑 になるが,タ

イムスライス法 と呼ばれる,評 価期間内の各

年排 出量の効果を算出可能な方法 による結果

を紹介する。

a.温 暖化ガス累積排出量

温室効果ガス累積排出量の地域別寄与度 を
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図5に 示す 。CO2に つ い ては,過 去 に は先 進

国の 寄 与 が大 き く,附 属 書1地 域 の寄 与 は,

62%と な ってい る。 それ に対 し,メ タンや 亜

酸化 窒素 の 附属 書1地 域 の地域 寄与度 をみ る

と,非 附属書1地 域 の寄与 は附属書1の それ を

上 回っている。

過去 のCO2の 累積排 出 において寄与度が10%

を上 回って いるの は,排 出量 の履 歴 を反映 し

て,大 きい順 に,ア メ リ カ(24%),西 欧

(17%),ラ テ ンアメ リカ(12%),CIS(11%)

とな ってい る。 同様 に,メ タ ンの累積排 出お

いて寄与 が10%を 上 回 ってい るの は,イ ン ド

(18%),中 国(16%),ア メ リカ(16%),西 欧

(10%)で あ る。亜酸化 窒素 について は,ア メ

リカ(15%),ラ テ ンアメ リカ(14%),西 欧

(14%),ア フ リカ(11%),中 国(11%),イ ン

ド(10%)が いず れ も10%を 上 回 ってお り,

その他 の国 や地 域 の寄 与度 は小 さい 。 なお,

過 去 の 日本 の 寄与 はCO23.4%,メ タ ン1.2%,

亜酸化 窒素0.9%と なってお り,メ タン,亜 酸

化 窒素 と比 較す る と,相 対 的 に はCO2の 寄与

が大 きい。 これ は農 業 か らの排 出量 の少 な さ

な どを反映 している もの と考 え られる。

b.温 暖化ガス濃度

タイムスライス法ではガスの寿命に応 じた

減衰を考慮 しているため,メ タンのように寿

命の短いガス と,CO2や 亜酸化窒素のような

長寿命ガスで寄与度の現れ方が異なる。附属

書1地 域 の過去 の寄与 は,CO2で61%,メ タン

で39%,亜 酸化窒 素で49%と なっている(図6)。

世界 地域 別 にみ る と,CO2に つい て は,ア メ

リカ23%,西 欧16%,CISお よびラテ ンアメ リ

カがそれぞ れ11%,中 国10%と い った地域 の寄

与 が10%を 超 えて い る。 同様 にメ タ ンをみ る

と,中 国16%,イ ン ド14%,ア メ リカ13%,西

欧12%,CIS11%な どの寄与 が大 きい。亜酸化

窒素 の寄 与分 につ い ては,ア メ リカ15%,西

欧14%,ラ テ ンアメ リカ13%,中 国12%,ア フ

リカ11%,イ ン ド10%な どが主要 な寄与源 とな

ってい る。 日本 の寄 与 はCO2で3.7%,メ タ ン

で0.9%,亜 酸化窒 素で1.0%と なってお り,累

積排出量の寄与度 に近い値 となっている。

c.温 度上昇 と海面上昇

温暖化ガス濃度上昇は,地 球のエネルギー収

支変化量を示す指標である放射強制力の変化を
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図7温 度上昇の地域寄与度

(1900～2000年)
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通 じて,大 気温度 に影 響 を与 える。放射 強制

カ ー温度の関係 は多少の時間遅れがあ ることが

知 られている。温度上昇の寄与度評価結果 をみ

る と,ア メ リカ(22%),西 欧(16%),ラ テ ン

アメ リカ(12%),CIS(11%)の4地 域 の寄与

が10%を 超 えてい る(図7)。 日本 の寄与度 は

2.7%で ある。

また,海 面上昇 のモデルにおいては,減 衰時

定数が数千年の要因が支配的であ り,評 価対象

とした時 間範囲では過去 の放射強制力 の影響が

長時間 にわたって継 続す るようにな ってい る。

そのため,過 去の温室効果 ガス排 出量が相対的

に多か った地域 の,現 時点 にお ける寄 与度 は,

大 きめに算出 されている。寄与度 を地域別 にみ

ると,ア メリカ(25%),西 欧(18%),ラ テ ン

アメリカ(14%)な どの地域 の寄与が大 きい こ

とがわかる。過去 に排 出量が少 な く,近 年排 出

量が急増 してい る中国な どの地域では,相 対的

に海面上昇へ の寄与が小 さめに算出 される。 日

本 の寄与度 は2.3%と なった。

d.地 域 寄与度の まとめ

以 上の結 果 を もとに,気 候 パ ラメー タ変化

へ の寄与度 が上位5地 域 を大 きい順 に並べ て

みた(表3)。 アメ リカは,CO2お よび亜酸化

窒素 の累積 排 出量 ・濃 度,気 候変動 の統 合 的

パ ラ メー タで あ る放射 強制力,温 度上昇,海

面上 昇 でいず れ も最上位 であ る。 メタ ンは累

積排 出量 で イ ン ド,濃 度 で中国が 最上位 とな

ってお り,人 口大 国で の農 業活動の大 きさや,

米作 に よる影響が伺 える。 その他 の地域 では,

各 種 のパ ラメ ー タで西 欧,ラ テ ンアメ リカ,

CIS,中 国の寄与 が大 き く,上 位5位 までに ラ

ンクされ る場合 が多 い。 その うち ラテ ンアメ

リカは,土 地利用 変化 に よるCO2や 農 業活動

に よるメ タ ンや亜酸化 窒 素が上位 とな った原

因 と考 え られる。

CO2累 積 排 出量,放 射 強制 力,温 度 上 昇,

海 面上昇 とい ったパ ラメー タにおい ての寄 与

度 の順序 はアメ リカ,西 欧,ラ テ ンアメ リカ,

CIS,中 国 と一致 した こ とが興味深 い。 その う

ち,放 射強制 力,温 度上 昇,海 面上 昇 の3つ

表31900年 ～2000年 の気候変動 に対 する寄与度 が大 きい国 ・地域(上 位5位)

累積排出量 大気中濃度 放射
強制力

温度
上昇

海面
上昇

二酸化炭素 メタ ン 亜酸化窒素 二酸化炭素 メタ ン 亜酸化窒素

ア メ リ カ

23.5%

イ ン ド

175%

ア メ リ カ

14.5%

ア メ リ カ

22.5%

中 国

15.9%

ア メ リ カ

14.6%

ア メ リ カ

20.2%

ア メ リ カ

22.4%

アメ リカ

248%

西 欧

17.1%

中 国

15.6%

ラ テ ン

ア メ リ カ

13.8%

西 欧

16.4%

イ ン ド

14.4%

西 欧

14.1%

西 欧

14.4%

西 欧

16.4%

西 欧

18.2%

ラ テ ン

ア メ リ カ

11.8%

ア メ リ カ

15.6%

西 欧

13.7%

CIS

l1.4%

ア メ リ カ

13.4%

ラ テ ン

ア メ リ カ

13.2%

一 一

フ ァ ン

ア メ リ カ

11.7%

一 一

フ ア ン

ア メ リ カ

12.2%

ラ テ ン

ア メ リ カ

13.6%

CIS

10.9%

西 欧

10.1%

ア フ リ カ

11.3%

ラ テ ン

ア メ リ カ

11.3%

一 一

フ ア ン

ア メ リ カ

12.0%

中 国

11.7%

CIS

10.9%

CIS

lO5%

CIS

8.4%

中 国

8.4%

ラ テ ン

ア メ リ カ

9.2%

中 国

10.8%

中 国

9.6%

CIS

11.4%

ア フ リ カ

10.8%

中 国

10.8%

中 国

8.0%

中 国

5.9%

(参考)日 本

3.4% 1.2% 0.9% 3.7% 0.9% 1.0% 2.8% 2.7% 2.3%

(出所:各 種 デ ー タを も とに独 自推定)
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は関連の深いパラメー タである。温度お よび

海面はある時点の放射強制力の大 きさが,平

衡 に達するまでの長時間にわた り影響するの

で,過 去の履歴 を積分する効果 を有 している

ためである。

4.お わ りに

1つ の オ プシ ョンであ り,途 上 国 を含 め た過

去 の地域 別寄与 を評価 す る こ とが可能 で ある

な どのユ ニー クな特徴 を有 してい る。 しか し,

排 出算定 開始年,利 用 デー タ,気 候 モデ ルの

パ ラメー タな どに よって,結 果 が恣意性 を持

つ可 能性 も大 きい ので,寄 与度評価 に当 たっ

ては細心 の注意が必要 である。

最後に,調 査分析か ら得 られた示唆 をまと

めてみたい。

(1)気 候 パラメータ変化 への寄与度

世界13地 域 の温 室効果 ガス排 出 デー タ と簡

易気候 モデ ルを用 いた分析 によ り,ア メ リカ,

中国,イ ン ドな どの国別 や,地 域別 の気候 パ

ラ メー タの寄与 度が 明 らか となった。1900年

か ら2000年 までの範 囲 を対象 と した分析 にお

いて は,気 候変 動 の統合 パ ラメー タであ る放

射 強制力,温 度 上昇,海 面上昇 の寄 与度 につ

いて地域 別 の傾 向 は類似 した もの にな り,ア

メ リカ,西 欧,ラ テ ンアメ リカ,CIS,中 国の

順 に寄与度 が大 きい ことが明 らか となった。

また,別 途実 施 した2000年 か ら2100年 の範

囲の将 来 を対 象 と した分析 の結 果,排 出シナ

リオに も依存 す るが,附 属書1地 域 の影響 が

過去 と比較 して相対 的 に低下 す る傾 向が あ る

ことが確 認 された。

(2)ブ ラジル提案と温室効果ガス割当排出方式

京都議定書の温室効果 ガス削減 目標交渉に

おける議論においてブラジルが提案 した,「 今

後の気候変動に関する温室効果ガス削減負担

分担 は,産 業革命以降の排出履歴等を加味 し

た新たな基準 とすべ きである」 とする主張以

来,長 年 にわたって議論 されている地域の気

候変動寄与度評価 を試みた。この提案は,人

口比例,GDP比 例,既 得権継承な ど,こ れ ま

で になされた温室効果ガス排 出量割当方式の

(3)不 確実性評価の重要性

分析は多 くの前提条件のもとに実施 したも

のであ り,特 に将来排 出量 シナリオ,過 去の

非CO2温 室効果ガス排 出量 などの不確実性は

大 きい。評価手法,温 室効果ガス排出量 デー

タ,評 価すべ き気候変動要因の範囲(エ アロ

ゾル,吸 収源等),気 候モデル(炭 素循環 と温

度変化の相互作用,CO2肥 沃化効果,気 候や

生物地球化学的循環の もたらす フィー ドバ ッ

ク等),将 来の排出シナリオ,他 の科学分野か

らの経験(環 境やライフスタイルの もた らす

健康への複合的影響等)に 対す る感度分析 を

行 うことが必要であると考 えられる。
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● 行 事 案

第21回 エネル ギー総合 工学 シンポ ジウム

『日本の エネル ギーの未来 を拓 く』(仮 題)

一超 長期の エネル ギー技術 戦略 と原子 力の将来像一

開催 日時:平 成17年10月3日(月)10:00～17:00

会 場=経 団連 ホ ー ル(定 員500名)

東 京 都 千 代 田 区大 手 町1-9-4経 団 連 会館14F

参 加 費=無 料

プ ロ グ ラム は8月 中旬 に発 送 の予 定 で す 。

問 合 せ 先:(財)エ ネ ル ギ ー 総 合 工 学 研 究 所 シ ン ポ ジ ウ ム 事 務 局

電 話:03-3508-8894/FAX:03-3501-1735

E-mail:sympo@iae.or.jp
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研究所のうごき
(平 成17年4月2日 ～7月1日)

◇ 第22回 評議員会(臨 時)

日 時:6月14日(火)12:00～12:10

場 所:経 団連会館(9階)906号 室

議 題:

第一号議i案 理事の一部改選について

◇ 第65回 理事会

日 時:6月23日(木)11:00～12:00

場 所:経 団連会館(9階)906号 室

議 題:

第一号議案 平成16年 度事業報告書および決算報

告書(案)に ついて

第二号議案 評議員の委嘱について

第三号議案 常務理事の互選について

第四号議案 事務局長の委嘱について

第五号議案 退任常勤役員に対する退職金の支給

について

第六号議案 その他

◇ 月例研究会

第234回 月例研究会

日 時:4月22日(金)14:00～16:00

場 所:航 空会館7階701・702会 議i室

ア ー マ.

1.平 成17年 度 供給計画の概要一電力各社供

給計画の集約結果一

(電気事業連合会 電力技術部長 西 亨 氏)

2.わ が国における電力自由化の現状 と課題

(働電力中央研究所 理事待遇 社会経済研

究所所長代理 矢島 正之 氏)

第232回 月例研究会

日 時:5月26日(木)14:00～16:00

場 所:航 空会館 地下1階101会 議室

ア ー マ.

1.京 都議定書 目標達成計画と地球温暖化対策

(経済産業省 産業技術環境局 環境政策課

課長補佐 豊島 厚二 氏)

2.省 エネ ・省CO2を エネルギー需給全体 「エ

ネルギーチェーン」で考える

((賄電力中央研究所 理事 研究所管掌

浜松 照秀 氏)

第236回 月例 研 究 会

日 時 二6月24日(金)14:00～16:00

場 所:航 空 会館5階501・502会 議 室

ア ー マ.

1.原 子力の役割とポテンシャル

(プロジェク ト試験研究部 主幹研究員

氏田 博士)

2.原 子力水素の役割と効果

(エネルギーシンクタンク(株)代 表

田下 正宣 氏)

◇ 主なできごと

4月8日(金)

13日(水)

22日(金)

25日(月)

26日(火)

5月ll日(水)

30日(月)

6月2日(木)

3日(金)

7日(火)

8日(水)

10日(金)

17日(金)

20日(月)

・第3回 「原子力発電の技術開発

の在 り方」研究会

・第5回 超長期エネルギー技術研

究会

・原子力水素研究会

・第1回 天然ガスハイドレー ト技

術の国内市場への適用可能性調

査委員会

・第1回 下水汚泥流体化技術の火

力発電所への適用に関する調査

研究委員会
・第4回 「原子力発電の技術開発

の在 り方」研究会

・第1回 超長期エネルギー技術戦

略研究会

・第1回 風力発電電力系統安定化

等技術開発実行委員会

・第2回 天然ガスハイドレー ト技

術の国内市場への適用可能性調

査委員会

・高温ガス炉プラント研究会総

会 ・第1回 研究会

・第1回 電力ネットワーク技術総

合調査委員会
・第2回 下水汚泥流体化技術の火

力発電所への適用に関する調査

研究委員会
・第5回 「原子力発電の技術開発

の在 り方」研究会

・原子力水素研究会

・第1回 エネルギーモデル検討委

員会

第28巻 第2号(2005)
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◇ 人事異動

04月30日 付

(退職)

三谷優子 プロジェク ト試験研究部 研究員

05月1日 付

(異動)

坂口弘子

横尾友美

プロジェクト試験研究部 研究員

エネルギー技術情報センター兼務

業務部 研究員 総務部兼務

06月30日 付

(退任 ・解職)

杉井 喬 常務理事兼事務局長兼総務部長

(退職)

片山優久雄

(出向解除)

横山 博

水谷栄吾

研究理事

プロジェク ト試験研究部 主管研究員

プロジェク ト試験研究部 主任研究員

07月1日 付

(就任)

佐藤憲一 常務理事兼事務局長兼総務部長

(出向採用)

曽根英文 プロジェク ト試験研究部 主任研究員

(採用)

鳥飼誠之 プロジェクト試験研究部 副部長主管

研究員兼企画部

(異動)

蓮池 宏

黒沢厚志

下岡浩

プロジェク ト試験研究部 副部長

主管研究員 企画部兼務

プロジェク ト試験研究部 副部長

主管研究員 企画部兼務

エネルギー技術情報センター

主管研究員 企画部兼務

一102一
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編集後記

本号 は,ご 覧 いただ きま した ように

「水 素エネルギー」 を集中的に取 り上 げ

ました。前号(平 成17年4月 号)は,実

質的に石油 ピークが中心議題で したが,

未来への夢が描 き難 くなったと懸念す る

声 もあ り,明 るい話題 を提供 しようと考

えた次第です。資源 の制約 もあ り石油 ピ
ー クがいずれ(時 期 の特定 は別 に して)

到来するこ とは間違いないで しょうが,

エネルギーの供給 ・利用面で 「水素エ ネ

ルギー」時代がいずれ到来することも定

説にな りつつあ ります。 どちらが早 く到

来す るかで,世 界のエネルギー需給構造

は大いに異 なるで しょうが,ど うも 「石

油 ピーク」が早 く到来 しそうだ とい う処

に現代 の悩みがあるようです。

さて,水 素 の特徴 と して,「 生成 物

(水)が,大 気環境 ・循環 に悪影響 を及

ぼ さないクリーンである」,「原料である

水が無尽蔵 に近い」,「発電用等エネルギ
ー としての利用のみでな く

,液 体燃料あ

るいは石油代替製品 も製造可能であ る」

な どが挙 げられてお りますが,一 方で は

水素 は天然 には存在 しない二次エネルギ
ーであ り

,そ の製造のエネルギー(一 次

エネルギー)を 如何 に確保するか という

大 きな課題があ ります。

しか しなが ら 「水素エネルギー」時代

を迎 えるためには,で きるだけ早い時期

にその全貌 を描 きつつ,課 題 ・問題 を掘

り下げることが肝要であ ります。そ うい

う意味で,本 号 は,「 座談会」 において

も,ま たそ れ に続 く 「寄稿」,「報告 」

等 にお いて も,そ れぞ れの専 門の方 々

か らそ の特徴 と同時 に,課 題 ・問題点

も出来 るだけ率 直 に紹介 していた だい

てお ります。水 素 をバ ラ色 として捉 え

るのみで な く,そ の難 しさを十分知 っ

て取 り組 む必 要があ る と判 断 され るた

めです。 それに続 く,各 話題 も一見水

素 と関係 ない ようではあ りますが,RPS

の話,LNGの 話,石 油資 源の話,そ の

他 の報告 も全 て昨今 わが 国がおかれ て

い る厳 しいエ ネルギ ー と環境 問題 とい

う1つ の線上 に位置 されるものです。

本 問題 に対 す る読者 の理解 をお助 け

し,又 は深 めて頂 くこ とを願 って,そ

れぞれ多忙 な中か ら原稿 を纏 めて くだ

さった各執筆者 の方 々に紙面 を借 りて

心か ら御礼 申 し上げます。

ところで,気 象 庁の長期予報 によ り

ます と,今 夏 の予想 気温 は,平 年並み

かそれ以上 とす る地方が多 い と発 表 さ

れてお り(気 象庁HP),再 び暑い夏がや

って きそ うです 。風 鈴 も金魚売 りの声

も聞 こえな くな った殺風景 な この ごろ

の夏 ですが,せ めて希望 あふれ る明 る

い話題 で暑 さを乗 り切 っていただ こ う

との期待 を込めて本号 をお届 け します。
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